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ART Anti-Retroviral Therapy 抗レトロウイルス療法 
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CIGOK Cochlear Implant Group of Kenya ケニアの人工内耳グループ 
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薬事・医薬品局 
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M&E Material and Equipment 材料と設備 
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MDGs Millenium Development Goals ミレニアム開発目標 
MDR-TB Multidrug-Resistant Tuberculosis 多剤耐性結核 
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MFL Master Facility List 主要施設リスト 
MHLW Ministry of Health, Labour and Welfare 厚生労働省 
MHSW Ministry of Health and Social Welfare 保健社会福祉省 
MIGEPROF Ministry of Gender, Family Promotion ルワンダジェンダー家族保健省 
MMI Military Medical Insurance 軍医療保険 
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チュニジア非感染性疾患の予防及び管理の
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MOC Memorandum of Cooperation 協力覚書 
MoH Ministry of Health 保健省 
MPPD Medical Procurement and Production 

Division 
医療調達及び製造部門 

NAC National HIV/AIDS/STI/TB Council 国家 HIV/AIDS・STI・結核評議会 
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SAHPRA South African Health Products 

Regulatory Authority 
南アフリカ保健製品規制機関 

SAM Severe Acute Malnutrition 重度急性栄養失調 
SAMEC South Africa Medical Research Council 南アフリカ医学研究評議会 
SDGs Sustainable Development Goals 持続可能な開発目標 
SHI Social Health Insurance 社会保険 
SOP Standard Operating procedure 標準作業手順 
SRA Stringent Regulatory Authorities 規制当局 
STED Summery Technical Documentation 添付資料概要 
TB Tuberculous 結核 
TGA Therapeutic Goods Administration オーストラリア医療機器庁 
THA Tunisia Healthcare Association チュニジア保健連盟 
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 調査の背景 
 日本政府の方針及び「アフリカ健康構想」の概要 

アフリカは豊富な天然資源と急増する人口を背景に高い経済成長を遂げ、潜在的市場として注目と期

待を集めている。ヘルスケア分野における産業育成においては、①必要となる電力・水道・港湾・道路等

の基礎的なインフラの未整備、②公衆衛生・農業分野といった社会環境全体に関連する分野の改善の必

要性、③感染症や栄養不良等の早急に対応すべき課題等が存在している。 

2013 年 6 月に安倍元首相が発表したアベノミクスの 3 本の矢のうち、成長戦略として「日本再興戦略」

を発表した。そのアクションプランの一つである「戦略市場創造プラン」では、民間企業の海外展開促進

や成果目標を打ち出している。本アクションプランにおいて、健康・医療分野は中核をなしており、日本

や世界が直面している課題に対して官民一体となって取り組むことが掲げられている。そこでは、日本

が保有する高い医療技術・サービスのグローバル市場への展開を通じて、アフリカ等の地域における医

療保健環境の改善に貢献すると共に、日本の民間企業の成長も推進する事が目標として掲げられている。 

国際的なイニシアティブでは、持続可能な開発目標（SDGs）の目標 3「あらゆる年齢のすべての人々

の健康な生活を確保し、福祉を推進する」を達成することが掲げられている。SDGs 達成に向け、ユニバ

ーサル・ヘルス・カバレッジ（UHC）の達成がターゲットの一つと掲げられており、全ての人々が基礎

的な保健医療サービスが受けられることの重要性が提唱されている。 

我が国は、TICAD プロセスを通じてアフリカの開発課題に取り組んでいる。TICAD 6 では UHC の推

進を含む保健医療分野への取組を打ち出したことを受け、日本政府は人間の安全保障の理念に基づき、

アフリカにおける UHC の達成を推進し、上述の課題に対応した具体的な貢献を行うべく、アフリカ健康

構想に向けた基本方針（令和元年 6 月 20 日健康・医療戦略本部決定）を定めている。アフリカ健康構想

では、「医療・介護」、「ヘルスケアサービス」、「健康な生活を支えるサービス」の各分野における自律的

な産業を振興し、すそ野の広い富士山型のヘルスケアの実現を目的としている。また、同構想では、公的

セクター等の取組により民間事業を創出・育成し、民間セクターの活性化が公的セクターを支えるとい

う好循環の形成を目指している。そこでは、公的セクターによる支援と自立的な民間の産業活動の両輪

に取り組むことで、対象国のヘルスケアを充実し、民間企業活動の活性化と合わせて経済成長を実現す

る事や、民間事業を活発化させるために意欲のある NGO と連携して取り組むことが期待されている。 

また、2019 年に日本で開催された TICAD 7 を受けて、民間企業の展開を後押しする官の動きは活発

になっている。安倍元首相の TICAD 7 の基調講演において、TICAD 6 以降の最大成果の一つとして「ア

フリカビジネス協議会」が例示された。同協議会は、日・アフリカ間の貿易、投資及びビジネス関係促進

を目的とした組織であり、日本経済団体連合会や経済同友会からの提言を基に、日本企業、国内関係省

庁、政府関係機関による常設の会議体として立ち上げられた。農業、中小企業などテーマごとにグループ

が立ち上がり、その一つとしてヘルスケア分野を対象とした「ヘルスケア・ワーキング・グループ（ヘル

スケア WG）」が発足した。これまでにヘルスケア WG では、日本を代表する保健医療分野の民間企業に

加え、政府関係機関、コンサルティング企業等が参加している。 
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 令和元年度の調査事業の概況・本調査の位置付け 

上述の 1-1-1.「調査の背景」で言及したアフリカ健康構想や TICAD 8 に向けた取組促進を目指して、

2019 年に『「アフリカ健康構想」に係る民間事業の組成可能性等に関する調査』が実施された（以下、「令

和元年度調査」）。令和元年度調査では、ケニア、タンザニア、ウガンダ、ガーナ、セネガル、ザンビアの

6 か国を初期取組国として各国の保健指標等の基礎情報が取りまとめられた。また、令和元年度調査では

ケニア、ガーナ、ウガンダを対象に現地調査が実施され、日本の民間企業が同席し、セミナーの開催や現

地保健省、主要病院・研究所等との面談が行われた。 
現地のニーズに即した民間事業の組成を加速させるために、2020 年には令和元年度調査の後続となる

『「アフリカ健康構想」に係る民間事業の組成可能性等に関する調査』が開始された。（以下、「令和二年

度事業組成調査」）。令和二年度事業組成調査で策定した事業案を、効果的に展開するためのパートナー

を発掘し、初期取組国の 6 か国に加え新規取組候補国を検討するために、『アフリカにおける新規 MOC 
締結候補国選定のための基礎調査及びヘルスケア分野のビジネスパートナー発掘業務』が実施された。

（以下、「本調査」）。上述のとおり本調査は、令和元年度調査を受けて令和二年度事業組成調査と同年に

実施された調査である。本調査の目的は次項 1-2「調査の目的」で詳しく説明している。 

 

図 1-1 アフリカ健康構想と本調査の位置づけ 

 

 調査の目的 
 本調査の目的 

上述のとおり、これまで内閣官房健康・医療戦略室においては、令和元年度調査にてアフリカ健康構想

の初期取組国 6 か国の基礎調査の実施、また、令和二年度事業組成調査にて日本企業の事業整理と企業

連携による事業展開モデルケースの検討を行っている。一方で、企業がアフリカに進出する際に重要と

なる相手国側の有力なパートナー等の掘り起こしは行われていない。また、TICAD 8 を見据え、初期取

組国 6 か国に加え、来年度以降アフリカ健康構想を推進するための新規取組国を検討する必要性も論じ

られるようになった。したがって、本調査は、アフリカにおける新規 MOC 締結候補国選定のための基礎

調査、及びヘルスケア分野のビジネスパートナー発掘業務を行うことを目的として実施された。具体的

       

アフリカ健康構想の概要

アフリカ健康構想
 医療・介護、ヘルスケアサービス、健康な生活を支えるサービスについ
て、自律的な産業を振興し、アフリカでの裾野の広い富士山型の
ヘルスケア実現を目指している。

 公的セクターによる支援と自立的な民間の産業活動を同時に取り
組むことで、当該国のヘルスケアを充実させるとともに、民間企業活
動の活性化と経済成長を目指す。

出所：「アフリカ健康構想に向けた基本方針」（2018）より作成

人材 製品・サービス 基盤

 医師
 看護師
 メディカルエンジ
ニア

 安全・衛生に関
する人材

 栄養士
 コミュニティヘル
スワーカー

 国内の高度医
療

 効率的な医療

 検診と予防
 健康サービス
 健康な食事・栄
養

 浄水サービス・ト
イレ

 ヘルスケア産業
基盤

 社会基盤

 ヘルスケア産業
基盤

医療介護

ヘルスケア
サービス

健康な生活を
支えるサービス

本業務の背景と位置付け

 官民が一丸と
なったビジネス推
進委員会の立ち
上げ

 経団連・経済同
友会から安倍首
相への働きかけ

TICAD
6

TICAD
8

ビジネス界の
要望

TICAD
7

 「アフリカ健康
構想」の発表

 アフリカビジネス
協議会発足

TICAD 7

 各国基礎調査の
実施

 次年度に向けたビ
ジネスセミナーや事
業提案
令和元年度

調査

官民連携を促進
するイニシアティブ
の必要性

健康構想を体現
する事業案作り
の必要性

TICAD 8に
向けた事業案
作りの加速

 アフリカビジネス協議
会と連携し、企業の進
出意欲等を調査

 アフリカ事業展開のモ
デルケースを検討・リス
ト化

 現地関係者（相手
国日本大使館・先方
政府・産業団体・医
療関係者等）に配布

今年度調査

令和二年度調査

 新規MOC締結候補
国（5ヵ国程度）選
定

 日本企業が連携する
相手国の優良なパート
ナーを発掘

 来年度に向けて体制
を整備

本調査

20202016 2019
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な本調査の目的は以下である。 

 日本企業のアフリカ進出を支援する観点で、特に有望とみなせる５か国程度を新規取組候補国と

して、その選定根拠とともに提案し、基礎調査を行う。 

 新型コロナウイルス感染症（以下「新型コロナ」）の問題が長期化する懸念があり、アフリカ健

康構想の初期取組国・新規取組候補国の医療情勢と経済情勢の変化・ヘルスケアビジネスに関す

る動向を調査し、各国の状況を整理する。 

 日本企業とのマッチングを想定し、相手国の有力なパートナーを発掘し、企業のアフリカ進出を

支援する。 

また、令和二年度事業組成調査では、複数の事業展開モデルケースが検討されている。本調査によっ

て、来年度以降にモデルケースを効果的に実証事業や ODA・民間事業として展開し事業化を促進させる

ための役割を担うことを最終的な目的とする。 

 

図 1-2 昨年度から今年度の流れ 

 本調査の概要 
本調査は 4 つの主要調査項目により構成される。調査の概要は、以下である。 

(1) アフリカ健康構想の新たな取組国候補の検討 

日本企業のアフリカ進出を支援する観点から、有望な新規候補国を 5 か国程度選定し、基礎調査を実

施する。新規取組候補国の選定に際しては、①経済・保健指標・国際社会の関与等を基に約 10 か国をロ

ングリストし、②10 か国を対象に基礎調査を実施し 5 か国程度に絞り込み、③内閣官房健康・医療戦略

室と協議のうえ対象国を決定するプロセスを取っている。なお、令和元年度調査において初期取組国を

分析した項目を新規取組対象にも適用し、初期取組国と比較できるようにした。 

令和元年度調査

アフリカにおける新規MOC締結候補国選定のための
基礎調査及びヘルスケア分野のビジネスパートナー発掘業務2019~2020年度

2020~2021年度

実施事項

現地渡航

基礎調査

ヒアリング・アンケート調査

報告書執筆

 6ヶ国の保健指標等、調査
を実施

 40社の企業・NGOに対して
ヒアリングを実施

 ケニア・ガーナ・ウガンダへ渡
航

 ケニアではセミナーを実施

 ケニア・ガーナへの継続的なフォ
ローアップの必要性

 分科会の設置・関係者巻き込
みの拡大が重要

 報告書を取りまとめ、今後
への提言を記載

 日本企業がアフリカ進出するのに
有望な新規5ヵ国程度の候補国
を選定する

 アフリカ全域を対象に新型コロナ
による医療・経済情勢及びヘルス
ケアビジネスの変容について整理
する

 アフリカ進出のために日本企業に
紹介可能な有望な現地企業業
種別に約40社のリストを作成する

令和2年度「アフリカ健康構想」に係る民間企業の組成可能性に関する調査

新規MOC国
の選定

コロナによるアフリカ
情勢変化の調査

日本企業の現地
パートナーの発掘1 2 3

連携

 アフリカビジネス協議会と現
地企業の評価項目を作成
し、現地企業の推薦理由を
明確化する

 現地の経済状況や医療情
勢、ヘルスケア分野の規制
及び日本を含む先進国の進
出状況を調査する

 初期取組国6ヵ国及び新規
取組候補国を含めた約15ヵ
国のコロナの状況を調査する

課題

基礎調査・ヒアリング 基礎調査・ヒアリング
 官民事業ファシリテート団体
から推薦企業をリスト化

ヒアリング

評価項目の作成

民間事業組成等調査

本業務

報告書作成 オンラインセミナー開催
 １～３をまとめて報告書と
概要版を作成する

 １～３の結果を報告するセ
ミナーを開催する

現地ニーズとのマッチング・訴求3民間企業の事例調査・整理 分科会の組成・モデルケース検討21

４
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(2) 新型コロナによる医療情勢、経済情勢の変化及びヘルスケアビジネスに関する規制に関する調査 

初期取組国 6 か国に新規取組候補国を含めた 11 か国を対象に、①感染動向、②新型コロナによる社会

や医療制度への影響、③法規制や新規ビジネス等のヘルスケアの構造上の変化、の 3 項目に分けて調査

を実施した。 

(3) 日本企業のビジネスパートナーとなりうる現地企業等の発掘 

日本企業のビジネスパートナーとなりうる現地企業・組織についてリスト化した。アフリカビジネス協

議会事務局や Africa Health Business（AHB）と連携し、現地企業・組織に対する評価項目を 5 項目設

定し、業種別に全体で約 90 組織を抽出したうち有望組織をショートリストとして約 30 組織選定した。 

なお、現地ビジネスパートナーのリスト化に際しては、①アフリカビジネス協議会を通じ、開かれた持

続的な対話チャネルを確立させること、②現地側（各国の保健省の官民連携担当や官民橋渡しを推進す

る組織）と日本側（ヘルスケア WG 窓口や在外公館）が情報共有できる体制が構築される可能性の 2 点

を念頭において業務を行った。業務終盤には、AHB を通じて相手国の有益な情報提供者となりえる 10
の組織と意見交換を行った。 

(4) 報告書の作成・成果報告会の実施 

上述の(1)から(3)を取りまとめ、本調査の全体像・成果を対外的に分かりやすいように整理した。本調

査の成果が、アフリカビジネス協議会の分科会と事業展開モデルケース案策定に活用され、相乗効果を

生むよう報告書作成業務を行った。 

 
図 1-3 本年度調査概要 

 調査の実施方針 
 実施方針と手法 

本調査は、アフリカ健康構想が立ち上げられた令和元年度調査に続く業務であるが、令和二年度事業組

対
応
タ
ス
ク

留
意
事
項

 評価項目はアドバイザー・AHB・
ヘルスケアWG等と連携して設
定する

 リストや調査結果は、貴室と相
談の上、アフリカビジネス協議
会・ヘルスケアWGに情報提供し、
相乗効果を図る。

当該国の概況(人口・経済状況)
 ヘルスケア分野の概況
 ヘルスケア分野に関する統計
 ヘルスケア分野に関する国の施策
や法規制等

国内外のヘルスケア関連企業の進
出状況等

 アフリカ健康構想の初期取組国
6ヵ国、新規取組国を含めた15ヵ
国程度を対象に下記調査を実施

 日本企業の進出状況や日本企
業のニーズ、現地の経済状況、保
健分野のODAによる支援状況
等を総合的に判断して、調査対
象国を選定する

 デスクトップ調査に加えて、日本
側のアドバイザー及び、現地再委
託先のAHBやヘルスケアWGコア
企業に、新規取組国の選定や調
査結果について助言を得る。

 日本企業のアフリカ進出を支援
する観点で、有望な新規候補国
を5ヵ国程度選定し、下記項目
の調査を実施する。

 日本企業のビジネスパートナーとな
りうる現地企業・組織についてリス
ト化する

 初期取組国6ヶ国とチュニジア、ル
ワンダ、南アフリカを含む新規取組
国を対象とする

 アフリカビジネス協議会の事務局
やAHBと連携して、現地企業・組
織に対する評価項目を5項目程
度設定し、業種別に全体で100組
織程度を選定する

 内閣官房と協議しながら報告書
及び概要版を作成する

 都内にて30人を収容できる会場
を準備し、オンラインにて200名程
度を対象に本事業の調査結果
に関して発表を行う

 報告書では一般公開を前提に、
アフリカ健康構想の推進に繋が
るよう課題の抽出や提案を記載
する

 成果報告会は、国内ステークホ
ルダーを中心に幅広く集客し、今
後のアフリカ健康構想の取組へ
の巻き込みの一助とする

アフリカ健康構想の
新たな取組国候補の検討

調査内容（１）
COVID-19に関して医療情勢・
経済情勢・ヘルスケアビジネスの

規制に関する調査

調査内容（２）

報告書の作成
成果報告会の実施

調査内容（４）調査内容（３）

日本企業のビジネスパートナーと
なりうる現地企業等の発掘

アフリカ健康構想の新規取組国の
検討

COVID-19に纏わる調査 現地企業リストの作成 報告書の作成

成果報告会の実施

✓

 調査結果は、本調査関係者にも
展開しやすいようパワーポイント形
式で取り纏める。

当該国の感染状況
医療現場の状況
 COVID-19に伴うヘルスケアビジネ
ス/医療ICTや遠隔医療へのニーズ

医療機器規制や医薬品規制

✓

 対象国でのCOVID-19に関する
新たなニーズ深堀では、現地で活
動するAHBと連携して調査を実
施する

✓



1-5 
 

成調査と連携し、来年度業務と TICAD 8 以降を見据えた仕組み作りへ成果をつなげていくことが求めら

れている。したがって、以下の方針で本調査に取り組むこととした。 

 本調査においては、来年度に事業展開モデルケースが実現することを目標とし、①令和二年度事業組

成との連携、②継続的対話相手の選定、③各関係機関への発信、を実施する。 
 具体的には、令和二年度事業組成調査のモデルケース案を、本調査にて選定した候補国や更にビジネ

スパートナー候補として選定した組織と、令和三年度以降も対話を重ね、①アフリカビジネス協議会

のヘルスケア WG におけるグッドプラクティスの形成、②相手国政府や経済団体との対話チャネル

の形成、③新型コロナの影響を踏まえた事業案の提案、等を実現する。 
 TICAD 8 に向け、来年度に、①アフリカに事業を提供する機能を持った組織の構築、②継続して事

業案を生み出せる装置化、③オンライン会議も含め継続対話等を行っていくこと、を目標にする。 

新型コロナ感染拡大の状況下においても、効果的に情報収集を行い調査全体を遂行できる方法や実施

体制を整備した。具体的には、現地情報収集については、令和元年度調査等により得た該当国の経済団体

やヘルスケア業界団体との接点を活用し現地課題に関する情報をメールや web 会議により入手し、また、

AHB を通じた最新情報の入手等を行った。また、国内主要企業と連携のうえビジネスの観点からの現状

分析等を行った。 

また、業務内容（１）と（２）は 2020 年 12 月後半から文献調査を中心に実施し、調査内容（３）に

ついては調査内容（１）と（２）の対象国決定後に取り掛かった。 

 
図 1-4 情報収集の手法 

 

概要 具体的内容

 Africa Health Business
 駐在員・在留起業家

 デロイト事務所

 業界団体

 医療機関

 企業・病院・政府

 NGOや研究機関

 調査能力

 多言語調査チーム

 ネットワークを通じた情報網

 国内協力者

 商社・有識者・投資家他

 海外との会議実施経験

 対象国の保健省高官や主要病院及び主要企業それぞれの意思決定者からの最新情報
やそれぞれの事業方針について聞き取り

 現地渡航時のセミナーまたはウェビナーの主要参加者の招待や調整

 各国のデロイト事務所で連携した地域の最新動向の更新

 昨年度調査や国内協力者を通じた、該当国の経済団体やヘルスケア業界団体との接点
を活用し、現地の疾病の課題に関する情報をメールや電話会議により入手

 昨年度調査で打ち合わせを行った医療機関より、医療現場のニーズの変化やコロナ禍・
後に求められる特定企業の技術・サービスについて継続対話を実施

 現地のNGO・研究機関からのコロナ禍の現状の聞き取り

 仏語圏アフリカも含めたアフリカ健康構想の対象各国の現状分析能力

• コロナの保健行政や現地課題に及ぼす影響などの最新情報

• 渡航に関する安全情報

 アフリカビジネス協議会立ち上げ時からの企業との良好な関係性を通じた、企業の考える
最新のビジネスアイデアなどの聞き取り

 国内協力者はアフリカでの事業形成の実績や手法を熟知

• アフリカのビジネス組成や経団連・経済同友会との接点

• 対象各国におけるODA事業組成や国際社会の動向を踏まえた現状分析

 アフリカ諸国と日本での段階的な情報共有と議論の組み立てに関する知見

現地の
機動力

日本での
対応
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図 1-5 調査の手順

調査内容（３）：ビジネスパートナー候補の発掘

関係者との議論 関係者との協議・決定

調査内容（１）と（２）：基礎情報＆コロナ調査

2020年
12月後半

2021年
1月

2021年
2月

2021年
3月

本提案の10ヵ国か
ら5ヵ国を選定

調査項目の相談と
決定

 レビュアー
 内閣官房
 アドバイザー
 AHB

内閣官房との協議

社会経済指標
保健指標

セクター構造
施策・規制

制度・政策
企業活動

基礎情報・コロナの調査

レビュー内容の反映

最終化
「民間事業組成等調査」ビジネスセミナー結果考慮

ヘルスケアWGメンバーへの共有

随時共有

コメント
随時共有

保健指標 栄養状況 遠隔医療
ビジネストレンド 新規ニーズ 制度・政策

ビジネスパートナー候補審査
アドバイザーやAHBと連携したショートリスト化

対象国と業種の
分類の決定 審査基準の決定

内閣官房との協議選
定
条
件

調査会社 サービス提供者代理店 製造業者

医師会等の業界団体

各国×10程度の候補抽出

実証や治験のパートナー

結果共有

随時共有

候補機関との対話
10機関程度と面談を実施
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 全体スケジュール 

 本調査の作業内容及びスケジュールは以下のとおり。 

 

作業内容 作成資料
w3 w4 w1 w2 w3 w4 w1 w2 w3 w4 w1 w2 w3 w4 w5

（１）ミーティング関連

1-1. キックオフ キックオフの実施
実施方針資料・スケジュール・議
事録

1-2. 定例MTG 内閣官房との定例MTGの実施 議事録等 ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★

1-3. アドバイザーへの相談・確認 調査方針の相談・調査結果の報告 議事録等

（２）アフリカ健康構想の新たな取組国候補の検討

2-1.
アドバイザー・AHB・ヘルスケアWGコア企業との情報
交換・連携

新規取組国の選定・基礎調査に関しての情報・意見交換 議事録等

2-2. 新規取組国の選定 新規取組国の選定理由一覧・判断したファクト情報の一次取り纏めを作成 新規取組国の選定理由資料

2-3. 調査項目の設定 基礎調査項目の精査と設定 調査項目一覧表

2-4. 基礎調査の実施

基礎情報の詳細：当該国の概況(人口、公用語、経済状況等)、 ヘルスケア分野の概況(医
療保険制度、医療支出、医療施設数等)、ヘルスケア分野に関する統計(出生率・死亡率、
平均寿命、死因疾病負荷等)、ヘルスケア分野に関する国の施策や法規制等、国内外のヘ
ルスケア関連企業の進出状況等）を調査し、取り纏め資料を作成

情報有無のエクセル一覧表・基
礎調査結果資料

2-5. 深堀すべき内容の検討・分析 基礎調査で深堀すべき項目を精査し、再調査を実施 深堀項目の一覧表

2-6. 基礎調査結果の取り纏め資料作成 基礎調査全体の取り纏め資料の作成
情報有無のエクセル一覧表・基
礎調査結果資料

（３）新型コロナウイルスによるアフリカの医療情勢、経済情勢の変化及びヘルスケアビジネスに関する規制に関する調査

3-1.
アドバイザー・AHB・ヘルスケアWGコア企業との情報
交換・連携

COVID-19関連調査に関して情報・意見交換 議事録等

3-2. 調査項目の設定 COVID-19関連調査に関して調査項目を設定 調査項目一覧表

3-3. COVID-19関連の調査実施
COVID-19関連の調査：当該国の感染状況、医療現場の状況、COVID-19に伴うヘルスケ
アビジネス/医療ICT や遠隔医療へのニーズ、医療機器規制や医薬品規制を実施

情報有無のエクセル一覧表・
COVID-19関連調査結果資料

3-4. 深堀すべき内容の検討・分析 COVID-19関連調査で深堀すべき項目を精査し、再調査を実施 深堀項目の一覧表

3-5. COVID-19関連の調査の取り纏め資料作成 COVID-19関連調査全体の取り纏め資料の作成
情報有無のエクセル一覧表・
COVID-19関連調査結果資料

（３）日本企業のビジネスパートナーとなりうる現地企業等の発掘

3-1. 調査団によるデスクトップ調査 日本企業のパートナーとなり得る有力な現地企業・組織の概況をリサーチし、リスト化する 現地企業リスト案

3-2.
アドバイザー・AHB・アフリカビジネス協議会・ヘルス
ケアWGコア企業との情報交換・連携

現地企業リスト・評価項目等について情報・意見交換 議事録等

3-3. 現地企業リストの評価項目作成 現地企業リストの評価項目の策定 評価項目資料

3-4. 現地企業のリスト化・精査 現地企業リストの作成・精査 評価項目資料・現地企業リスト

3-5. 現地企業リストのブラッシュアップ 調査結果について、内閣官房・企業・アドバイザーへ中間報告
評価項目資料・現地企業リスト・
有力パートナー候補一覧表

3-6. 現地有力パートナー候補への連絡・連携打診 AHBと連携し、現地有力パートナー候補と連携を図る アフリカ健康構想概要資料

3-7. 現地有力パートナー候補との継続的な協議
必要に応じて、現地有力パートナー候補に現状のアフリカ健康構想の取り組み内容や、今
後の連携方法について協議を実施する

アフリカ健康構想概要資料

（４）報告書の作成及び成果報告会の実施

4-1. ドラフト報告書の作成 ドラフト報告書の作成 報告書（詳細版・概要版）

4-2. 報告書のレビュー 内閣官房・企業・アドバイザーによる報告書レビュー 議事録

4-3. 報告書の作成 報告書（詳細版・概要版）の作成 報告書（詳細版・概要版）

4-4. 成果報告会準備 会場手配・発表資料の準備・報告会の周知 成果報告資料・周知用資料

4-5. 成果報告会の実施 成果報告会の実施 議事録

分類 3月
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 新規取組候補国の選定 
 選定のステップ 

新規取組候補国の選定には、まず以下の図 2-1 に記載される文献からロングリスト 10 か国を選定し

た。この過程においては、初期取組 6 か国の選定基準を踏まえて、ビジネス環境の評価や保健指標、また

日本の ODA 事業と民間企業の進出状況から判断している。 
次に、ロングリストを基に本調査の有識者の意見を聴取した。具体的には 2022 年の TICAD 8 や今後

予定されている官民のミッション（主に経済産業省）の方向性、民間投資の伸びしろや地域の経済のけん

引役となり得るか等を検討した。ここでナイジェリア（市場性は非常に大きいものの、ビジネスは各州ご

との法令に依存することが多いこと、治安の懸念から近隣のガーナを西アフリカの拠点とする日本企業

が多いこと）、ジンバブエやリベリア（政治経済の不安定性や国の市場規模の小ささ）が本調査の候補よ

り除外された。 
第 3 ステップとして、アフリカ健康構想との親和性と、アフリカ内の地域バランスを考慮した。アフ

リカ健康構想は ODA 及び民間事業のどちらかに限定せず、ODA の制度形成や基盤構築による民間事業

拡大といった相互作用による官民の両輪の展開を目指している。上述の点を考慮した結果、エジプトは

既に経済交流が進んでいるため、本調査の候補より除外された。南アフリカも同様に民間活動が中心な

がら、今後も ODA が一定数検討される可能性があることと、初期取組国において南部アフリカはザンビ

アのみ対象国であることから対象候補国とした。地域ごとのバランスでは、南アフリカを除くサブサハ

ラ諸国では東部アフリカへの関心を持つ企業が多いことを配慮して東部を重点的に選定し、また、ガー

ナやセネガルが既に初期取組国に選ばれている西部アフリカにはコートジボワールを追加することとし

た。最終的に、チュニジア、ルワンダ、エチオピア、南アフリカ、コートジボワールを本調査の新規取組

候補国とした。 

 
図 2-1 新規取組候補国の選定 

 

選定基準を収集する文献リスト

有識者の意見

分類 組織 サイト／報告書名

経
済
指
標

投資 UNCTAD World Investment Report

GDP/人口 World Bank Open Data

ビジネス環境 World Bank Ease of Doing Business Rankings

保
健
指
標

政策 WHO Country Planning Cycle Database

疾病傾向 Institute of Health
Metrics and Evaluation

Burden of Disease

保健指標全般 WHO Global Health Observatory

保健支出 WHO Global Health Expenditure Database

日
本
の
官
民
事
業

ODA方針 外務省 国別開発協力方針
ODA規模 外務省 ODA白書
ODA保健業務 JICA ODA見える化サイト
日本のヘルスケア
企業進出数

Africa Business 
Partners アフリカビジネスに関わる日本企業リスト

官民連携例 JICA 民間連携部案件事例検索ページ
注目国 JETRO アフリカ進出日系企業実態調査

コートジボワール
ナイジェリア
リベリア

西
部

エチオピア
ルワンダ

東
部

南アフリカ
ジンバブエ

南
部

南アフリカ
ジンバブエ

南
部

チュニジア
モロッコ
エジプト

北
部

対象国ロングリスト 10か国

 イベント的要因
 TICAD 8のチュニジア
 今後の官民ミッション等
 官民のバランス
 民間投資の伸びしろ
 地域の拠点
 域内の政治経済拠点

 ナイジェリア
 市場性は大きいが州単
位のビジネス

 ガーナを見る企業が多い
 ジンバブエ&リベリア
 経済規模の小ささ

除外国

 健康構想との親和性
 官民モデル事業形成とその

横展開
 エジプトは既にODAとは別に

民間交流が活発

 地域間バランス
 日本企業の取り組み易い東アフリカ重点
 北アフリカよりサブサハラ
 南アは欧米が強いが経産省等との連携を

模索できる可能性
南アフリカ コートジボワール

ルワンダチュニジア エチオピア

1

２

健康構想との親和性や地域間のバランス3

ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ

対象候補国
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 日本の官民のプレゼンス 
選定された新規取組候補 5 か国と初期取組 6 か国に関するスクリーニング時の比較は以下の表 2-1 の

とおりである。ここではそれぞれの評価項目を順位付けし、全項目の合計点が高い国を上から記載して

いる。また、表 2-1 に記載の順位で、日本企業の進出形態についても表 2-2 にて比較表を掲載する。こ

こでは、Africa Business Partners の調査結果を基に、現地法人や支店、駐在員事務所等の形態をとる業

態の分野別の進出企業数とその代表例（保健分野は「医薬品」と「医療機器」の合計）、及び同業態で保

健や栄養に関連すると考えられる製品を展開している企業も掲載している。 

表 2-1 スクリーニングの比較 

 
 

表 2-2 日本企業の展開について比較 

 

対象国・地域

全般（現地の経済状況等） 保健（医療情勢等） 日本の関連（我が国の進出状況）

FDI 経済成長
(%, 2019) 人口

ビジネス
環境順位

保健
政策

ODA
保健重点

一人あたり
医療費支出

医療費支出
対GDP比

皆保険
カバー率 ODA金額 ODA保健

案件数
JICA民連
（保健）
実績

日本企業
（保健）
拠点数

JETRO
注目国

ケニア 東 1,105 5.37 47.9 56 〇 〇 29 7.71 55 177 1 10 13 1

南アフリカ 南 3,209 0.15 55.3 84 〇 △ 262 13.34 69 10 2 2 22 3

ガーナ 西 3,048 6.48 27.8 118 △ 〇 30 7.30 47 44 4 11 12 6

ザンビア 南 847 1.71 15.9 85 〇 〇 27 6.93 53 35 3 8 8 N/A

ウガンダ 東 898 6.51 38.2 116 〇 〇 7 5.75 45 72 2 3 4 N/A

タンザニア 東 1,106 5.79 51.5 141 〇 △ 12 7.92 43 111 1 3 4 8

エチオピア 東 3,323 8.28 100.8 159 〇 〇 6 5.13 39 62 0 6 7 4

コートジ
ボワール 西 735 6.85 23.2 110 〇 〇 17 4.87 47 27 1 3 3 9

ルワンダ 東 376 9.41 11.4 38 〇 △ 16 8.39 57 29 0 2 3 N/A

チュニジア 北 930 1.04 11.2 78 △ △ 156 13.37 70 94 0 2 2 N/A

セネガル 西 660 5.27 14.6 123 〇 〇 14 4.60 45 48 3 4 4 N/A

2019までの5年平
均（USD百万）

2019年
（百万人）

世界銀行
Doing Business

直近5年の
更新有無

国別開発
協力方針

直近5年の
平均供与額

民間連携事業
の件数

アフリカ進出企
業実態調査

Africa Business Partners
調査（医療系）

2013-17の平均
（USD）

初期 新規 チュニジア、エチオピア、ルワンダ、南アフリカ、コートジボワールケニア、ガーナ、ウガンダ、タンザニア、ザンビア、セネガル

初期

初期

初期

初期

初期

初期

新規

新規

新規

新規

新規

初期 新規ケニア、ガーナ、ウガンダ、タンザニア、ザンビア、セネガル

国名
業態A（現地法人・支店、駐在員事務所、現地出資先）

全業態
保健 「保健」の業態A企業の代表例

「保健」以外の業態Aのうち
ヘルスケア・栄養関連事業を

持つ企業の代表例全分野 保健 電気
機器 化学 食品

飲料
その他
製造

農林
水産

総合
商社

ケニア 64 5 5 4 3 1 2 6 13 テルモ、ニプロ、日本光電、武田薬
品、ロート製薬

NEC、横河電機、味の素、キッコーマ
ン、サカタのタネ、関西ペイント、サラ
ヤ

南アフリカ 141 11 17 6 2 6 2 7 22

シスメックス、島津製作所、テルモ、
トプコン、ニプロ、日本光電、富士フ
イルム、HOYA、アステラス製薬、武
田薬品、ロート製薬

オムロン、NEC、日本電産、富士通、
IHI、サカタのタネ、IHI、関西ペイント、
住友化学、LIXIL等

ガーナ 25 1 1 1 2 0 3 6 12 シスメックス 味の素、不二製油、立花商店、カネ
カ、豊田通商

ザンビア 8 0 1 1 1 0 0 1 8 NEC、関西ペイント
ウガンダ 14 0 0 2 0 0 0 1 4 関西ペイント、サラヤ
タンザニア 23 0 0 2 1 0 0 3 4 関西ペイント、住友化学
エチオピア 10 1 0 0 1 0 1 3 7 ニプロ
コートジボワール 10 0 0 0 1 0 0 4 3 味の素
ルワンダ 5 0 0 0 0 0 1 1 3

チュニジア 13 0 1 1 1 0 0 3 2 横河電機、サラヤ
セネガル 9 1 1 0 1 0 0 2 4 ニプロ カゴメ

業態Aに加え、(代理店契約やプロジェクト事務所等)継
続的でないものを含む、保健分野で活動する日本企業

Africa Business Partners (2019)アフリカビジネスに関わる
日本企業リストより作成

保健・ヘルスケア以外も含む全分野で、
各国で継続的に活動している日本企業

初期

初期

初期
初期
初期

初期

新規

新規
新規
新規
新規

チュニジア、エチオピア、ルワンダ、南アフリカ、コートジボワール
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 調査内容別の対象国 

調査内容に関しては、第１章でも述べたように、大きくは、第 2 章で紹介する「(1) 基礎調査」、第 3
章で議論する「(2) 新型コロナの影響や新規動向に関する調査」、第 4 章で述べる「(3) ビジネスパートナ

ー候補の発掘と選定」の 3 つに分かれる（図 2-2 を参照）。まず、調査内容(1)に関して、新規取組候補の

5 か国について調査対象とし、初期取組国は令和元年度調査を基にした情報更新を行う。調査内容(2) に
ついては、新規取組候補国と初期取組国のいずれも対象とする。また、調査内容(3)については、地域ご

とのバランスも鑑みて、新規取組候補国のうち北部はチュニジア、東部はルワンダ、南部は南アフリカを

選定した。 

 
図 2-2 業務内容ごとの対象国 

 
  

初
期
取
組
国

新
規
取
組
候
補
国

対象国・地域 調査内容
国 地域 (1) 基礎調査 (2) コロナの影響 (3) パートナー発掘
ケニア 東
ガーナ 西
ウガンダ 東
タンザニア 東
ザンビア 南
セネガル 西
チュニジア 北
ルワンダ 東
南アフリカ 南
エチオピア 東
コートジボワール 西

初期取組国
• ケニア • ガーナ
• ウガンダ • タンザニア
• ザンビア • セネガル

昨年度
調査
結果
の活用

調
査
対
象

調
査
対
象

調
査
対
象

(

1) 

基
礎
調
査

(

3) 

パ
ー
ト
ナ
ー
発
掘

(2) コロナの影響

チュニジア
南アフリカ
ルワンダ

新規取組候補国
エチオピア

コートジボワール

 保健統計
 乳幼児死亡率
 栄養状態
 医療インフラ
 主要疾患
 疾病負荷（年代別）
 死因（年代別）

 政策動向
 皆保険
 保健財政
 政策の実行
 諸外国との関係性
 ドナー支援
 民間企業

(1) 基礎保健情報調査

 感染動向
 感染者・死者数
 政府の対策
 拡大・抑止の要員
 インパクト
 経済的インパクト
 医療・栄養

 医療分野の影響
 医療インフラ
 栄養分野
 医療ICT
 構造的変化
 政策・規制の改訂
 新規ビジネス

(2) コロナ状況調査

 対象
 規制機関
 公立・民間病院
 研究機関
 業界団体
 医療コンサル

 一般情報
 組織概要
 事業領域
 連絡先
 市場情報
 プレゼンス
 国内外の連携先
 その他

(3) ビジネスパートナー候補発掘
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 初期取組国 
 ケニア 

2-2-1-1. 基礎データ 
ケニアの人口は過去 20 年間で倍増し、経済も順調な発展を遂げている。乳幼児死亡率はサブサハラ諸

国に比べれば低く抑えられているが、出生率も 2020 年は 2.3%とアフリカでは低い水準である。2009 年

から 2019 年までの死因となった疾病を比較すると、脳卒中や虚血性心疾患、糖尿病といった非感染性疾

患が主要疾病上位の中でも上昇しているのかが分かる。疾病の要因やリスクに関しても、肥満や血糖値、

高血圧等の生活習慣に関するものが大きく上昇している。一方で、HIV/AIDS、結核、マラリアも負荷の

高い疾病に残っており、ケニアが有する課題は感染症と非感染性疾患の二重構造になっている。 

医療費に関しては GDP 比率 5%程度の支出額（一人あたり 90USD 程度）と、サブサハラ諸国では比

較的高水準である。また、ケニア政府の支出がおよそ半分を占め、自己負担とドナーからの資金に依存し

ている状態である。 

 
図 2-3 ケニアの主な保健指標 

 

 

図 2-4 ケニアの医療費負担 

 
2-2-1-2. 医療インフラについて 
ケニアの国民皆保険は National Hospital Insurance Fund (NHIF) と呼ばれ、加入者は国民の 17%程

度である。以下の表 2-3 では、世界銀行の皆保険サービス指数に加え、医療従事者数と病床数のデータ

を記載する。 

ケニアの皆保険制度は 1966 年に設立されたものの、保険財政の不足（公的資金全体の内 15%の目標

に対して現状、保健支出は 7%程度）及び、30%以上の公的医療資金の紛失による資金不足のために普及

52% 48%

36% 40%
10% 9%
2% 2%

2017 2018

医療施設

公立 私立 宗教系 NGO系

25
4

48

24

0-5 5-15 15-65 65+

年齢別死亡率(2015-2019)

年齢別死亡率

死亡要因となる
主要疾病

疾病 増減

HIV/エイズ ―

下気道感染

下痢性疾患

新生児障害 ―

脳卒中

結核

虚血性心疾患

肝硬変

マラリア ―

糖尿病

主要栄養指標
5歳未満児の発育阻害有病数

(2015-2019) 26%

5歳未満児の低体重有病数(2014) 4%

5歳未満児の中・重度の低体重比(2015) 1%

出生時低体重児の有病数(2015) 12%

（※）矢印および%は、2009年から2019年までの変動を示す

障害や死亡要因
となる主要疾病

要因疾病 変動

栄養失調 -28.8% 

不安全な
性行為

-38.3%

不安全な水、
不衛生

-36.9%

空気汚染 -14.9%

高血圧 34.4%

アルコール 15.0%

肥満 66.2%

高空腹時
血糖値

39.8%

不健康な食事 32.5%

タバコ -1.8%

基礎指標
人口 52,573,973 （2019）
一人あたり実質GDP USD 1,816.5（2019）
平均寿命 66.3歳（2019）
乳児死亡率（1,000人あたり） 31.9人（2019）
死亡率（1,000人あたり） 5.469人（2018）

World Bank Health Data 及び Institute for Health Metrics and Evaluation (IHME) Global Burden of Diseaseより作成

3,355 3,341 3,557 3,810 
4,542 
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60
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0
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4,000
5,000

2014 2015 2016 2017 2018

医療費支出額

合計医療費（百万US） 一人当たりの医療費
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2014 2015 2016 2017 2018

医療費のGDP割合

合計医療費 政府支出 民間支出

42.7 46.4 49.3 49.2 48.1 

28.0 26.7 25.7 26.8 28.3 

29.2 26.9 25.0 24.0 23.6 

2014年 2015年 2016年 2017年 2018年

医療費の支出源

政府支出 ドナー 自己負担
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に時間を要している 1。医療従事者に関しては近年大きな増加はないが、他国に比べると比較的良好な数

値である。また医療従事者に関して WHO の水準（人口 1000 人あたりの医師と看護師の合計が 4.45 人）

には至っていない。病床数に関してもサブサハラ諸国と比較すると良好な指標である。ナイロビやモン

バサを中心とした都市部と地方の医療格差は、医療保険の加入率や医療インフラにおいて大きな課題と

されている。医療保険に関しては、2013 年時点で都市部の加入率は約 27%に対して、地方は 12%であっ

た。また、病床数に関しても、人口 1 万人に対して、5~25 床と地区によって格差が生じている 2。 

表 2-3 ケニアの医療インフラ基礎データ 

 

 

2-2-1-3. 政策に関連した政府・民間の動向 
2030 年までの国家 4 大目標のうち一つに UHC が掲げられるケニアでは、保健セクターは国家開発に

おいても最重要セクターの一つである。最上位の計画は Kenya Health Policy 2014-2030 であり、これ

を参照する形で各種政策文書が作られている。疾病等の特定課題別に 4 年から 5 年間の中期計画が作ら

れているが、ここではそれらの動向や予算状況について説明する。また、eHealth 2016-2030 は、第 3 章

の新型コロナへの政府の対策関連の項目で説明する。 

(1) HIV/AIDS 

Kenya AIDS Strategic Framework II 2020-20243では、9 つの方針にわたり（例：誰もが HIV/AIDS
予防が行える）、実現の方策（例：ガバナンス強化による、国レベルの戦略強化など）を講じていくこと

を宣言している。2020 年度から 2025 年度までは、6477 億 KES（約 6311 億円）が計上され、現時点で

は 3595 億 KES が割り当てられている。 

(2) 結核 

National Strategic Plan on Tuberculosis, Leprosy and Lung Health (2019-2023)によると、結核の疾

患数の減少及び全国民に対する医療提供を目標に、国民を優先度により 3 グループに分けてアプローチ

することを宣言している。政策目標達成には 298 億 KES が計上され、初年度拠出額の推計では 146 億

KES が配分されると予想される。初年度は物資提供に 47 億 KES が計上された。 

(3) マラリア 

Kenya Malaria Strategy 2019-2023 によると、①長期残効蚊帳等による感染コントロール、②妊娠中

                                                   
1 NHIF Strategic Plan 2018-2022 
2 USAID Kenay Health System Assessment 2019 
3 ケニア保健省 (2020) 

大項目 小項目
2015年 2017年

54 55
2010年 2018年
0.17 0.16

2013年 2017年
8.87 10.59

2004年 2010年
14 14

年次

皆保険サービス指数

1万人あたり病床数

人口あたり医療従事者
1千人あたり医師数

1万人あたり看護師・助産師数
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のマラリアの予防、③行動変容の促進、④政策管理、⑤対象地域でのマラリアの撲滅の 5 つに重点が置

かれている。619 億 KES が対策の実施に必要とされ、現時点では 378 億 KES が計上されている。 

(4) 非感染性疾患 (NCDs)  

Non Communicable Disease Policy4によると、①スクリーニング検査と治療、②統計データ及び監視

体制の強化の 2 点を重点に挙げている。なお、関連する予算状況については不明である。 

(5) 政策を言及した民間事業 

 株式会社キャンサースキャンは、JICA 民間連携スキームの「健康診断受診者拡大事業に関する案件化

調査」にて、Kenya Health Sector Strategic and Investment Plan (KHSSP) や、Kenya National 
Strategy for the Prevention and Control of Non-Communicable Disease (2015-2020)の達成への貢献に

ついて、同じく民間連携スキームの「ヘルシーキオスク事業準備調査」についても、KHSSP の達成に向

けた貢献について言及している。 

(6) 認証制度 

医療機器や医薬品の輸出には、調達機関である Kenya Medical Supplies Authrity（KEMSA：調達庁）

や、認証・登録のための Pharmacy and Poisons Board（PPB：医薬品管理局）及び Kenya Bureau of 
Standards（KEBS：標準局）の設定する基準に則った対応・手続きが必要である（参照：図 2-6）。 

医療機器の登録には International Medical Device Regulators Forum（IMDRF：国際医療機器規制当

局フォーラム）基準に則った書式や評価手順を追う必要がある。手順はクラス別に分けられている（参

照：図 2-6）。 

クラス B、C、D の機器の登録に必要な主な文書には、事前臨床試験と臨床的証拠、リスク分析、製造

業者情報、品質管理の証明が含まれる（参照：図 2-7 ケニアにおけるクラス B から D の必要手続き図 
2-7）。 

ケニアでの臨床試験実施のためには、製品の安全性や有用性の証明書、治験責任医師の経験等が問わ

れ、審査に 30 日間を要する（参照：図 2-8 図 2-7 ケニアにおけるクラス B から D の必要手続き）。 

                                                   
4 ケニア保健省（2019） 
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図 2-5 ケニアの医療機器や医薬品の調達 

 

 
図 2-6 ケニアにおけるクラス A 医療機器の手続き 

 

• KEMSAは保健省の医療機器と医薬品の調達機関として公的調達を監督

 ケニア市場で推定30%の医薬品を調達している

• 全ての公的医療機関はKEMSAからの購入が義務付けられる

 物資の入手が困難な場合のみ、民間業者からの調達が可能

• 集中購買と調達は、規模の経済を得るために公的・民間病院の両方でしば
しば用いられる。

• KEMSAは独立採算制を取り、公的調達の購入額から事業費を組成

• 全ての公共入札は、KEMSAのウェブサイトに掲載され、公共調達法に従
わなければならない。

• ケニア政府の事業では、現地調達が好まれ、全体の10~20%を占める

• 一方でUNICEF、世界基金、USAID、UNFP等の国際機関との支援事業も実施

• KEMSAのく調達方法は7種類あり、多くの入札は通常2年間行われる

購入

自己資金を医薬
品の調達に活用

注文管理

カウンティが発注
の責任を負う

支払

供与と物資の費用
はカウンティ政府
が負担

在庫補充

購買からの資金で
在庫を補充

7 特例調達
一般競争入札

小規模調達

入札制限

提案依頼

直接調達

見積依頼

医療機器の登録

• 体外診断用医療機器を含む医療機器は全てPPBに登録する必要がある

• 外国メーカーは、単一の現地公認代理人 (LAR) の指定が必要

認可書はLARがメーカーの同意を得て行動している証明として必要

LARは法規制の遵守を確保しPPBとの連絡窓口として機能する義務

登録の免除

• 医療機器の登録は、次の場合に免除される。

 販売のための実演の目的

 教育の目的

 医療機器の臨床研究又は性能評価の目的

 オーダーメイド医療機器

• 上記理由による医療機器輸入者や製造者も、設置許可は免除

医療機器の輸入

• 輸入医療機器はKEBSが実施する輸出前の基準適合性確認 (PVoC: Pre-
Export Verification of Conformity ) プログラムに適合する必要がある

• 適合性評価は、KEBSによって認可された機関が原産国において実施

• CSDT文書には、International Medical Devices Regulators Forum 
(IMDRF) ガイダンス文書 「医療機器の安全性と性能の基本原則 (STED) へ
の適合性を証明するための要約技術文書」 の特定の要素が含まれる

• PPBに提出する医療機器の登録申請書は、CSDT文書に記載された様式で作
成する必要がある

 CSDTには、製造業者、LAR、製品コード、機器分類、適合宣言書案、リスク
管理、臨床評価、Post-Marketing Surveillance Plan、Post Marketing 
Clinical Follow-up等が含まれる。

共通提出一式文書テンプレート (CSDT)

関連機関 Kenya Medical Supplies Authority (KEMSA)保健省 関連機関
Pharmacy & Poisons 
Board (PPB)保健省

Kenya Bureau of 
Standards (KEBS)

• 委任状

• 提案された装置とラベル（製品、包装材、二次包装も含む）

• ケニア標準局 (KEBS) に準拠する適合事前検証証明書

• 使用説明書 (IFU: Instruction for Use) 、患者情報リーフレット、販促資料

• 使用された動物、ヒト、微生物、及び・又は組換え体由来のすべての物質及
び製造工程の分析証明書 (COA: Certificate of Analysis) 

• 滅菌方法及び使用するバリデーション基準に関する情報

• 製品の原産国からの規制認可

• 品質管理の証明（以下は有効な事例）

 ISO 13485認証
 米国FDA品質システム規制(自由販売証明書)への適合
 169年厚生労働省令
 EU/英国アイルランドのCE認証

• B、C、Dの医療機器の登録には4つの評価ルートがある

クラスB/C/D 医療機器の登録

総合評価 – Full Evaluation

• どの規制当局からも事前承認を受けていない医療機器に適用

緊急評価 – Expedited Registration Evaluation

• 簡略評価の要件に加えて、安全性に問題がなく、死亡が報告されて
いない医療機器に適用

• 参照先の規制当局（米国、スイス、EU、オーストラリア、日本、カナダ、
アイルランド）の管轄下で3年間市販されてきた基準も含まれる

簡略評価 – Abridged Evaluation

• 少なくとも2つの規制当局の承認を得ている医療機器に適用

• 申請時にケニアでの販売を意図した機器と同一のラベル付き使用の
ために利用可能である。

即時評価 – Immediate Registration Evaluation

• ケニアでの販売を意図し、安全上の問題や死亡のない医療機器に
適用（その条件は以下のいずれか）
 2つの参照先の規制当局の管轄区域で、少なくとも4年間販売され

る医療機器と同じ
 少なくとも3つの参照先の規制当局からの使用目的の承認がある

クラスA 医療機器登録時の必要書類
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図 2-7 ケニアにおけるクラス B から D の必要手続き 

 

 
図 2-8 ケニアでの臨床試験 

 
  

• 委任状

• 提供すべき登録医療機器の構成一覧

• エグゼクティブサマリー

• 必須原則チェックリストおよび適合宣言

• デバイスの説明

• 設計の検証及び妥当性確認の文書に関する詳細な情報

• 滅菌バリデーション詳細を含む事前臨床試験報告書 (該当する場合)

• リスク分析

• 製造元情報(製造所の詳細を含む)

• 製造フロープロセス

• 臨床評価報告書に引用された研究の公表文献や臨床試験のエビデンス

• 該当医療機器のラベル付け

• 品質管理の証明

• 提出要件は、最も包括的な文書のリストを必要とする完全な評価経路で採用される経路によって異なる

クラス別の評価適用分類

クラスB/C/D医療機器登録時（総合評価）の提出必要書類

医療機器のタイプ 総合評価 簡略評価 緊急評価 即時登録評価
クラスB

クラスC

クラスD

出典:: PPBより作成

参照先の規制当局

USA 米国食品医薬品局(米国FDA) ヨーロッパ European Union Notified Bodies (EU-NB)

スイス Swissmedic オーストラリア Therapeutic Goods Administration (TGA)

日本 厚生労働省 (MHLW) カナダ Health Canada (HC)

アイルランド Health Products Regulatory Authority (HPRA)

PPBや申請者について

• PPBは臨床試験の申請を審査、評価、承認する規制機関

 PPB 臨床試験専門委員会 (ECCT) は、臨床試験プロトコルの評価を行い、最
終的な承認を与える

 申請書は全てPPBの医薬品情報・医薬品安全性監視局臨床試験部門に送付

 申請はECCT及びPPBにより評価され、有効な申請を受領してから30営業日以
内に、申請を承認するか、追加情報を請求するか、又は却下するかの決定が通
知される

• 治験責任医師の資格要件は以下のとおり

 医師会または歯科医師会からの有効な診療免許

 医薬品の臨床試験の実施基準 (GCP: Good Clinical Practice) に関する過去
2年間の研修経験

 専門分野における少なくとも2つの試験における治験分担医師としての経験

• 治験申請者は国内でも海外でも可能で現地代表者は不要だが、申請者
は主に以下の義務を負う：

 International Committee on Harmonization-Good Clinical Practices (ICH-
GCP) 遵守を含む文書化された標準作業手順 (SOP: Standard Operating 
Procedure) による品質保証及び品質管理システムの実施及び維持

 治験申請者と治験責任医師との間の同意書を治験実施計画書に基づいて
PPBに提出

 治験薬の薬物動態及び疫学的特性等を記載した治験薬概要書の提出

 治験業務の全部又は一部を医薬品開発業務受託機関(CRO) に委託可能

ケニアの主要CRO
Epistat Research, PPD, ACE Research, SGS, ClinWin Research Services

• 臨床試験の承認はECCT及び倫理委員会から得る必要がある

 倫理委員会は国家科学技術革新委員会 (NACOSTI) の認定機関

• 治験責任医師は、治験を開始前に、研究計画書を登録し、NACOSTIの許可
を得る必要がある

• 海外の申請者は自国の基準に従って倫理学的及び科学的レビューのため
の研究計画書を提出しなければならない

 原産国で承認されれば、ケニアは独自の審査プロセスを実施する

• 治験申請者または代理人は、治験に使用する治験薬の輸入の許可を受けな
ければならない

• 治験実施計画書

• 治験責任医師概要書 (IB: 
Investigator Brochure) 及び添付
文書

• 治験薬の安定性データを含む治
験薬概要書 (IMPD: 
Investigational Medicinal 
Product Dossier )

• 過去の試験及び相に関する十分
なデータ及び情報

• 生産者による治験薬
(Investigational Product) のGMP 
証明書及び分析証明書

• 治験薬剤師の履歴書を含む治
験責任医師の履歴書

• 主な研究スタッフに対する最近
のGCP 研修の証明

• 初回申請時に提出した統計解
析計画書または登録終了前に
提出する旨の誓約書

• 詳細研究予算

• 倫理委員会の意見書のコピー

• 治験責任医師及び治験薬剤師
の現在の免許証

• 試験参加者の保険証書

治験の承認

申請者とCRO

治験責任医師

治験実施のためのPPB提出要件
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 ガーナ 
2-2-2-1. 基礎データ 
ガーナの人口は 3,030 万人（2019 年）で、経済は GDP 成長率が 2011 年には 14%、2017 年には 8%

を記録する急成長を遂げている。人口の 56%が若年人口（0~24 歳）であり、死亡率の低下とともに、今

後人口が急増することが予想される。 

2009 年から 2019 年までの死因となった疾病を比較すると、脳卒中や虚血性心疾患、糖尿病といった

非感染性疾患が上位の中でも上昇しており、疾病の要因やリスクに関しても、高血圧や肥満、血糖値、腎

機能障害等の生活習慣に関するものが大きく上昇している。一方で、HIV/AIDS 及び結核、新生児障害は

依然として主要な死亡要因であるが、その比率は減少しており、衛生面の改善や感染症対策の効果が出

ていると推測される。 

医療費に関しては GDP 比率 3.5%程度の支出額（一人あたり 78USD 程度）であり、比較的低いレベ

ルとなっている。経済状況が良好であることに起因して、医療費支出における政府の負担額は他５か国

と比較して高く、国民皆保険への加入者数も比較的高い。 

 
図 2-9 ガーナの主な保健指標 

 

 

図 2-10 ガーナの医療費負担 

 
2-2-2-2. 医療インフラ 
同国の国民皆保険は国民健康保険（NHIS）と呼ばれ、国民健康保険庁（NHIA）によって運営されて

おり、その加入率は約 35%（2017 年時点）である。また、政府は 2030 年までに国民皆保険医療 (UHC) 
パッケージを全国的に利用できるようにするためのロードマップを現在策定中である。以下の表 2-4 で

は、世界銀行の皆保険サービス指数に加え、医療従事者数と病床数のデータを記載する。 
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医療従事者に関しては、2010 年から 2017 年の間に約 1.5 倍増加しているが、他調査国と比較すると

平均的な数値であり、WHO の水準（人口 1000 人あたりの医師と看護師の合計が 4.45 人）には遠く至

っていない。また、看護師・助産師数、技師数については急増しており、医療人材の育成に注力している

ことがうかがえる。病床数に関してはサブサハラ諸国と比較すると平均的な数値である。 

表 2-4 ガーナの医療インフラ基礎データ 

 
 
2-2-2-3. 政策に関連した政府の動向 
ガーナにおいて、個別の主要感染症については以下の取組が進められている。 

(1) HIV/AIDS 

2019 年に公表された National HIV and AIDS Policy において、HIV/AIDS 撲滅に向け、以下４つの

政策を宣言している。 
① 新規 HIV 感染の予防に関する支援 
② 予防・治療・支援サービスに関する利用とアクセスの確保 
③ HIV 感染者に対する社会的及び経済的影響の緩和 
④ 対策予算の確保 

(2) 結核 

結核撲滅に向け、National TB Programme Control5において、高品質の直接監視下短期化学療法

（DOTS）の拡張及び強化、結核/HIV の二重感染及び MDR-TB（多剤耐性結核）への対応、医療制度の

強化、医療従事者の支援、患者及びコミュニティの支援、調査研究の促進の６項目に整理して取組が進め

られている。 

(3) マラリア 

WHO の支援により、マラリア撲滅に向けた先進的な予防接種の取組が推進されている 6。また、ガー

ナ保健省は 2007 年に定めた Anti-Malaria Drug Policy に則り、安全かつ効果的な抗マラリア薬を提供

することを目標に取り組んでいる 7。 

  

                                                   
5 ガーナ保健省 “Stop TB Strategies” 
6 世界保健機構（2019） 
7 ガーナ保健省（2016） 

大項目 小項目
2015年 2017年

46 47
2010年 2017年
0.09 0.14

2013年 2017年
4.24 23.52

2008年 2013年
213 3,987

2009年 2011年
9 9

技師数（検査技師 ）

1万人あたり病床数

年次

皆保険サービス指数

人口あたり医療従事者

1千人あたり医師数

1万人あたり看護師・助産師数
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 ウガンダ 
2-2-3-1. 基礎データ 
ウガンダの人口は 4,427 万人（2019 年）で、経済は主に信用拡大と外国直接投資（FDI）の増加が国

内需要を牽引し堅実に成長している。ただし、一人あたり GDP は 962.5USD と、他 5 か国と比べると

低く留まっている。 

2009 年から 2019 年までの死因となった疾病を比較すると、脳卒中や虚血性心疾患といった非感染性

疾患が上昇している一方、マラリアや結核など感染性疾患が引き続き高いレベルにあり、また、依然とし

て乳幼児の死亡率が高い。さらに、肥満が 10 年で 84.6%と急増していることも特徴である。一方、疾病

要因については、栄養失調や空気汚染、不安全な性行為や不衛生な水は減少しており、衛生面の改善がみ

られる。 

同国における医療費支出は、個人による自己支出が総支出の 38%を占めており、個人の負担が大きい。

同国は低所得貧困国に分類され、政府が実施する医療関連プログラムの多くがドナーからの資金提供に

依存している。 

 
図 2-11 ウガンダの主な保健指標 

 

 

図 2-12 ウガンダの医療費負担 

 
2-2-3-2. 医療インフラ 
同国では、国民健康保険庁（NHIA）が国民健康保険（NHIS）と呼ばれる国民皆保険を運営しており、

その加入率は約 35%（2017 年）である。以下の表 2-5 では、世界銀行の皆保険サービス指数に加え、医

療従事者数と病床数のデータを記載する。 

医療従事者に関しては、2010 年から 2017 年の間に微増しているが、他調査国と比較すると平均的な
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数値であり、WHO の水準（人口 1000 人あたりの医師と看護師の合計が 4.45 人）には遠く至っていな

い。また、看護師・助産師数については微減、技師数については増加しているが依然不足しており、医療

人材の育成は大きな進歩があったとは言い難い。病床数に関してはサブサハラ諸国と比較しても少ない

部類に入る。 

表 2-5 ウガンダの医療インフラ基礎データ 

 

 
2-2-3-3. 政策に関連した政府の動向 
ウガンダ政府は近年、保健予算において国立病院の拡充、病院施設へ太陽光発電設備の設置、医療機器

の提供などの対策を通じて、医療施設の改善に重点を置いている。個別の主要感染症については、以下の

取組が進められている。 

(1) HIV/AIDS 

ウガンダ政府は 2015 年に国家 HIV/エイズ戦略計画 2015/2016-2019/20208を発表し、その中で

HIV/AIDS 撲滅及び HIV/AIDS 関連の差別撲滅を目指し以下 4 つのゴールを設定し、ロードマップを定

めている。 

 2020 年までに児童の HIV/AIDS 罹患者数を 95%減少させる。 
 2020 年までに一般の HIV/AIDS 罹患率を 70%減少させる。 
 HIV/AIDS の影響から弱者グループを守る。 
 2020 年までに、人々の医療へのアクセスを保証する「多分野にわたる効果的かつ持続的な医療サー

ビス」の提供を実現する。 

(2) 結核 

ウガンダ政府は、2015 年に結核対策総合プログラム 9を公表し、2020 年までに結核疾患率を 5%下げ

ることを目指し、以下４つの目標を設定し取り組んでいる。 

 結核の症例通知率及び通知済みインシデント症例の治療成功率を増加させる。 
 同時感染患者の治療の強化及び同時感染患者の抗レトロウイルス治療の保険適用範囲を拡大する 
 結核等の症例検出率及び治療成功率を増加させる。 
 結核等の医療サービスを効果的に管理するための体制を強化する。 

                                                   
8 Uganda AIDS Commission（2015） 
9 ウガンダ保健省（2015） 
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(3) マラリア 

ウガンダ政府は、2014 年から実施されているマラリア撲滅戦略計画 10に則り、以下目標を設定し取り

組んでいる。 

 2017 年までに、推奨されるマラリア予防策を通じ、感染危機にある人口のうち最低 85%を保護する。 
 2018 年までに、公的及び民間医療機関における少なくとも 90%のマラリア症例を確認し、国のガイ

ドラインに従い、地域レベルでの迅速な治療を推進する。 
 2017 年までに、人口の最低 85%が正しいマラリア予防対策と管理措置を行う。 
 2017 年までに、すべての医療施設と地区保健局は、マラリア治療・対策の成果について定期的かつ

タイムリーに報告する。 
 2017 年までに、マラリアが流行しやすいすべての地区で、流行への備えと対応を可能とする。 
  

                                                   
10 ウガンダ保健省（2014） 
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 タンザニア 
2-2-4-1. 基礎データ 
タンザニアの人口は 5,801 万人（2019 年）で、経済は過去 10 年の GDP 成長率が年平均５~７%と堅

調に成長しているが、一人あたり GDP は 985USD と依然低い状況である。 

乳幼児死亡率は調査対象国の中では比較的高いが、政府による母乳育児の普及啓発、予防接種率の向

上、母子保健プログラムの実施により減少傾向にある。HIV/AIDs、マラリア、結核などの主要な感染性

疾病に関しては、政府の対策予算の増加により死亡率が低下している一方、脳卒中、虚血性心疾患、肝硬

変など生活習慣病が増加傾向にある。 

医療費に関しては政府支出の割合が 70%を超え、ドナーの割合が減少傾向にある。また、GDP 割合で

は民間の保健医療サービスが全体に占める割合も低い。一人あたりの医療費も比較的低い状態が続いて

おり、保健医療サービス全般的に予算上の課題が多く残されている。 

 
図 2-13 タンザニアの主な保健指標 

 

 

図 2-14 タンザニアの医療費負担 

 
2-2-4-2. 医療インフラ 
タンザニアには、国民向け公的健康保険制度として National Hospital Insurance Fund（NHIF）及び

Community Health Fund（CHF）が存在し、それぞれ人口の約７%及び 25%をカバーしている。国民健

康保険である NHIF は公務員には加入が義務付けられており、給与月額の３%を拠出している。以下の

表 2-6 では、世界銀行の皆保険サービス指数に加え、医療従事者数と病床数のデータを記載する。 

医療従事者に関しては、2010 年から 2017 年の間に微増しているが、他調査国と比較すると最低レベ
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ルであり、WHO の水準（人口 1000 人あたりの医師と看護師の合計が 4.45 人）には遠く至っていない。

また、看護師・助産師数、技師数については数値が改善しており、医療人材の育成の努力がうかがえる。

他方、病床数に関しては人口急増に追い付かず人口比では 4 割程度減少している。 

表 2-6 タンザニアの医療インフラ基礎データ 

 
 
2-2-4-3. 政策に関連した政府の動向 
タンザニアでは、2015 年に第四期保健セクター戦略計画が策定され、低価格、高品質、公平な分権化

された保健サービス提供のための取組が行われている。個別の主要感染症については、以下の取組が進

められている。 

(1) HIV/AIDS 

2017 年に策定された HIV/AIDS 戦略計画 IV112022 年によると、HIV/AIDS 撲滅を目指し、以下ゴー

ルを掲げて取り組んでいる。 

 新たな HIV/AIDS 感染、HIV/AIDS 関連の死亡率、偏見や差別の減少のため、統合型予防サービス

への普遍的なアクセスを実現する。 
 HIV/AIDS 患者のうち 90%が自身の健康状態を把握できるシステムを構築する。 
 HIV/AIDS 患者のうち 90%が、システムに登録し、適時かつ効果的な HAART（強力な抗 HIV 療法）

を受けられるようになる。 
 ART（抗レトロウイルス療法）を受けている人々のうち 90%が、持続可能にウイルスを抑制できる

ようになる。 
 質の高い HIV/AIDS 対応のため、保健省内での統合及び医療体制を強化する。 

(2) 結核 

2015 年に公表された結核・ハンセン病プログラムに関する第 5 次国家戦略計画 12において、結核撲滅

を目指し、定期的な症例通知の強化、高齢者や糖尿病患者などの弱者グループへの重点ケア、結核症例の

検出を 29%増加等を、2020 年までの目標として取り組んでいる。 

(3) マラリア 

タンザニア政府は、米国政府の支援を受け、2018 年から 2023 年まで、ザンジバル・マラリア撲滅プ

                                                   
11 Tanzania National AIDS Control Programme（2017） 
12 タンザニア保健社会福祉省（2015） 
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ログラム（ZAMEP）を以下 3 つの目標を掲げて実施している。 

 すべての医療施設で、質の高い診断と適切な患者の管理を行う。 
 マラリア感染の危機にある全ての人が、適切な媒介生物制御を行えるようにする。 
 確認された全症例を積極的に調査及び分類し、蚊調査を開始する。 

(iv) 非感染性疾患 (NCDs) 

2016 年に策定された非感染性疾患の予防と管理に関するタンザニア戦略行動計画 2016-2020 において

は、NCDs 撲滅を目指し、以下ゴールを掲げて取り組んでいる。 

 国家の優先事項として NCDs の予防と管理を提唱する。 
 NCDs の予防と管理のためのガバナンスや多部門の協力等を強化する。 
 予防・治癒・リハビリの各段階における治療サービスを通じて NCD に対処するため、医療体制を強

化する。 
 国レベルの NCDs サーベイランス能力、証拠に基づく研究、モニタリング・評価を強化する。 
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 ザンビア 
2-2-5-1. 基礎データ 
ザンビアの人口は 1,786 万人（2019 年）で、一人あたり実質 GDP は 1,653USD と調査対象の中では

中位であり、経済は堅調に成長している。 

2009 年から 2019 年までの死亡要因となる疾病を比較すると、脳卒中や心疾患といった非感染性疾患

が上昇している一方、HIV/AIDS が依然として深刻な問題である。疾病の要因に関しては、高血圧や肥

満、血糖値、不健康な食事等の生活習慣に関するものが大きく上昇している。衛生状況には改善が見られ

るが、HIV/AIDS、下痢性疾患、結核などの感染症は引き続き同国の主要な死亡原因である。 

ザンビアはアブジャ宣言 13を達成した数少ないアフリカ諸国の一つであり、医療費に対する政府支出

が比較的高いことが特徴である。ドナーによる支出は 30%と減少傾向にあるものの依然高い割合である。 

 
図 2-15 ザンビアの主な保健指標 

 

 

図 2-16 ザンビアの医療費負担 

 
2-2-5-2. 医療インフラ 
ザンビアは 2018 年 4 月に国民健康保険制度を導入した。公的・民間医療施設はどちらも国民健康保険

の対象となるため、加入者は公的・民間医療施設の医療サービスを保険を適用し受けることができる。医

療施設は保険当局の認定を受けた後、保険を提供することができる。民間医療部門の保険適用率は非常

に低く、約 0.3%～0.5%である。以下の表 2-7 では、世界銀行の皆保険サービス指数に加え、医療従事者

                                                   
13 アブジャ宣言：2000 年にナイジェリアの首都アブジャで開催されたアフリカ・マラリアサミットの成果文書である。同文書では、ア

フリカ連合諸国が年間予算の少なくとも 15%を保健分野に配分する目標設定を約束した。 
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数と病床数のデータを記載する。 

医療従事者に関しては、2010 年から 2017 年の間に約 20 倍となり、調査対象国のトップレベルになっ

ている。WHO の水準（人口 1000 人あたりの医師と看護師の合計が 4.45 人）には至らないが、顕著な

改善である。また、看護師・助産師数、技師数についても急増しており、医療人材の育成の努力がうかが

える。他方、病床数に関しては比較期間が短かったこともあり微増に留まっている。 

表 2-7 ザンビアの医療インフラ基礎データ 

 
 

2-2-5-3. 政策に関連した政府の動向 
ザンビアでは、2017 年に国家保険戦略計画（National Health Strategic Plan）2017-2021 を策定し、

以下 9 つの目標を掲げている 14。 
• 妊産婦及び乳幼児の死亡率を低減する。 
• マラリアを撲滅する。 
• 30,000 人のヘルスケアワーカーを雇用する。 
• 国民健康保険を全面導入する。 
• アルコール及び薬物乱用防止政策及びプログラムを実施する。 
• HIV/AIDS 感染管理の徹底と新規感染者を削減する。 

個別の主要感染症については、以下の取組が進められている。 

(1) HIV/AIDS 

HIV/AIDS の蔓延を抑制するため、ザンビア政府は「国家 AIDS 戦略フレームワーク 2017-2021（The 
National AIDS Strategic Framework：NASF）」を策定した。この戦略の下で、政府は国連エイズ計画

の目標（90-90-90）を達成するために、人々に HIV 検査とケアサービスの利用を奨励することに重点を

置いている。 

(2) 結核 

2017 年に策定されたザンビア国家健康戦略計画 15において、結核による死亡者数を 2015 年と比較し

て 2021 年には 40％削減することを目指し、結核の症例報告数の増加、治療成功率の向上、多剤耐性結

核（MDR-TB）患者の治療成功率の向上、報告された全結核患者に対する HIV 検査、全結核患者に対す

る ARV 療法の実施、結核対策プログラムの管理能力と技術能力の改善・強化の 9 つの目標を掲げて取り

                                                   
14 ザンビア保健省フェイスブックページより入手（2020 年 3 月 5 日） 
15 ザンビア保健省（2017a） 
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組んでいる。 

(3) マラリア 

2017 年に策定された国家マラリア撲滅戦略計画 16に則りザンビア政府は以下の取組を行っている。 

 医療介入の実施率を 2015 年の 36%から 2018 年までに 95%に引き上げる。 
 マラリアの発生率を、2015 年の人口 1,000 人あたり 336 例から、2019 年までに人口 1,000 人あた

り 5 例未満に減少させる。 
 マラリアのない医療管轄区域（HFCA）を 2015 年の 0.5%から 2021 年には 100%に増やす。 
 マラリアによる死亡者数を、2015 年の人口 10 万人あたり 15.2 人から、2021 年までに人口 10 万人

あたり 5 人未満に減少させる。 
 2021 年までに 100%マラリアのない状態を達成・維持する。 

(4) 非感染性疾患 (NCDs) 

ザンビア国家健康戦略計画 2017 – 202117によると、2021 年までに非感染性疾患による罹患率と死亡

率を減少させることを目指し、以下ゴールを掲げて取り組んでいる。 

 NCDs 関連の政策/法的枠組みを強化する。 
 健康増進プロモーションの強化を通じ、NCDs の発生率と有病率を減らす。 
 プライマリヘルスケアと国民皆保険を通じ、NCDs とその根底にある社会的決定要因の予防・管理

に取り組むための医療制度を強化する。 
 NCDs 患者の治療、リハビリ、ケア、サポートを強化し、罹患率と死亡率の減少及び生活の質の向上

につなげる。 
 重要なインフラを整備し、重要な医療用品、機器等を確保する。 
 NCDs の社会的決定要因とリスク要因に対して、制度とガバナンス等を強化する。 
 がん啓発プロモーション戦略を拡大する。 
 がん疾患率を減少させる。 
 化学放射線療法センターを地域に展開する。 
 全レベルの緩和ケアサービスを改善する。 
  

                                                   
16 ザンビア保健省（2017b） 
17 ザンビア保健省（2017a） 
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 セネガル 
2-2-6-1. 基礎データ 
セネガルの人口は 1,630 万人（2019 年）で、経済は石油・ガス・農業生産の増加により高い成長率を

維持している。人口の約 60%が 24 歳未満である。2009 年から 2019 年までの死因となった疾病を比較

すると、死亡要因の上位である新生児障害や下気道感染、マラリアなどは依然として深刻である一方、虚

血性心疾患、糖尿病、腎臓炎といった非感染性疾患も上昇している。医療費に関しては、個人による自己

支出が総支出の 56%を占めており個人の医療費の負担が非常に大きい。一方、政府による負担は漸減し

ており、個人負担及びドナー負担が増加傾向にある。 

 
図 2-17 セネガルの主な保健指標 

 

 

図 2-18 セネガルの医療費負担 

2-2-6-2. 医療インフラ 
セネガルでは、2013 年に医療保障を国民の 75%にまで拡大する目標を掲げる「国民皆保険開発戦略計

画 2013-2017（CMU 戦略）」が策定された。この目標に向け、2015 年に設立された医療保障庁は、保健

共済組合を通じたインフォーマルセクター向けのコミュニティ健康保険の展開、無料医療制度の強化、

医療保険組織改革を目指した他セクターとの協働に重点を置いた取組を行っている。以下の表 2-8 では、

世界銀行の皆保険サービス指数に加え、医療従事者数と病床数のデータを記載する。 

医療従事者に関しては、2010 年から 2017 年の間に大きな変化はなく、依然として WHO の水準（人

口 1000 人あたりの医師と看護師の合計が 4.45 人）には至らない。また、看護師・助産師数については

人口増加に追い付かず減少しているが、一方で技師数については順調に増加している。 
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表 2-8 セネガルの医療インフラ基礎データ 

 
 

  

大項目 小項目
2015年 2017年

44 45
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 新規取組候補国 
 チュニジア 

2-3-1-1. 概況 18 
(1) 面積・人口・言語 

チュニジア共和国は、日本の約 0.4 倍にあたる 163,610 平方キロメートルの面積に、1,180 万人（2020
年推測）の人口を有する。公用語はアラビア語で、国民の間ではフランス語も広く使用されている。 

表 2-9 チュニジアの概況データ 

 

(2) 経済 
1987 年からのベン・アリ政権下で着実な経済発展を遂げ、年率 5%程度の安定した経済成長を継続し

ていた。1995 年には EU との間で自由貿易圏を設立する趣旨のパートナーシップ協定を締結し、2008 年

に工業製品に関する関税撤廃が導入されるなど、欧州、湾岸諸国との経済自由化を推進した。一方で、30
歳以下が人口の過半を占める人口構成等に起因して、雇用対策（特に若年高学歴層の雇用対策）が大きな

課題となっている。 

2020 年の GDP は、新型コロナの流行による個人消費額の減少、及び主要貿易相手国からの需要急減

による輸出数量の減少により前年比約 9.1%減少する見込みである。政府は、輸出の回復、観光業の増加

及び企業マインドの向上による同国への投資増加により、2023 年までに 2019 年の水準まで回復すると

予測している。 
 

2-3-1-2. 保健分野の概要 
(1) 医療保険制度 19 
チュニジア政府は国民健康保険機構「Caisse Nationale d'Assurance Maladie」により国民皆保険を運

用しており、2014 年時点で国民の 80%がカバーされている。加入者は保健センター、地区病院及び地域

病院、大学病院が利用できる。2010 年の拠出金（保険料）は給与の 6.75%と設定されており、2.75%は

従業員が給与から支払い、4%は雇用者が支払う。医療費の支払いについては、1994 年から自己負担額

10%が導入され、1998 年には 20%に増加している。 

(2) 医療費支出 
 医療費の GDP 比は 6.02%、国民一人あたりの医療費支出は 190.5USD であり、これは世界平均（一

人あたり 948USD）の約 20%である。 

(3) 医療施設数 20 
 チュニジアには、一次医療を担う 2,100 の保健センター、二次医療を担う 109 の地区病院、三次医療

                                                   
18 日本国外務省ホームページ「各国・地域情勢」より入手（2021 年 3 月 15 日時点） 
19 April International “The healthcare system in Tunisia”及び Pacific Prime “Health Insurance in Tunisia” 
20 Oxford Business Group “Tunisian health sector to undergo overhaul”及び The Observers (2019 年 3 月 21 日) 

人口 言語 GDP
成長率

1人あたり
GDP

FDI 流入額
（対GDP比）

CPI/イン
フレ率 失業率 貧困率 貿易収支 公的債務

（対GDP比）
1,180万
(2020) アラビア語 -9.1% 

(2020)
USD 3,503 

(2020) 1.2% (2020) 5.8% 
(2020)

17.4% 
(2020)

15.5% 
(2020)

- USD 349億
(2020)

87.1% 
(2020)
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を担う 33 の地域病院と 24 の大学病院が存在する（2019 年時点）。また、これとは別に 1990 年以降は

私立病院・クリニックも増加しており、現在では約 80 施設に上る。 
 
2-3-1-3. 保健分野に関する統計 
(1) 出生率・死亡率・平均寿命 

チュニジアの平均寿命は 76.6 歳と世界平均（72.0 歳）を上回っている。出生率も 1.8 人（女性一人あ

たり。2019 年）と世界平均（2.42 人）を下回っている。これは、家族計画に対する意識の向上と医療制

度への投資に起因していると考えられる。粗死亡率は 0.6%（2018 年）（世界平均 0.8%）である。 

表 2-10 チュニジアの医療費支出及び保健環境データ 

 
 
(2) 死因疾病負荷 

チュニジアでは、衛生環境及び医療制度の改善に伴い感染症の負荷は下がっている。一方で、高血圧、

高 BMI、食事リスクのような危険因子の増大により、高血圧性心疾患をトップとする非感染性疾患

（NCDs）が主な死因となっている。 
人口の約 8.5% （2017 年）が糖尿病患者であり、糖尿病に関する医療費の一人あたり年間平均支出は

444USD に達する。先進国における傾向と同様に、うつ病や統合失調症のような神経精神疾患は主に若

年層での発生が多い。 
2015~2019 年の期間で年齢別の疾病負荷を比較すると、0～5 歳及び 5～14 歳の年齢層ですべての主

要疾患の負荷が下がっており、母子・小児保健環境が著しく改善している。一方で、高齢化に伴い 50 歳

以上の疾患負荷は増大している。 

表 2-11 チュニジアの疾病負荷・死因データ 

 

指標 数値（年次）

医療費のGDP比 6.02% (2020)

1人あたり医療費支出 USD 190.5 (2020)

人口1,000人あたり病床数 2.3 (2015)

人口1,000人あたり医者数 1.3 (2017)

肥満比率 26.7% (2016)

保健指標 数値（年次）
平均余命 76.6年. (2020)

1,000人あたり死亡率 6.2 (2018)

乳幼児死亡率（1,000人あたり） 11.6 (2020)

出生率（女性1人当たりの出生数） 1.8 (2019)

1世帯あたり医療費 USD 342 (2020)

# 疾病 DALYs  
2019

DALYs 
2018

順位の
変遷

1 虚血性心疾患 21,457 21,077

2 脳卒中 8,712 8,599

3 高血圧性心疾患 2,879 2,822

4 慢性腎臓病 2,634 2,570

5 アルツハイマー病などの
認知症 2,546 2,456

# 疾病 DALYs  
2019

DALYs 
2018

順位の
変遷

1 虚血性心疾患 408,687 401,524

2 脳卒中 176,890 174,345

3 糖尿病 127,258 121,935

4 交通事故 124,339 125,774

5 抑うつ障害 116,559 113,950

疾病別の死因疾病負荷（DALY: 障害調整生存年数）
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図 2-19 チュニジアの年齢層別疾病負荷グラフ 

 

2-3-1-4. 保健分野に関する施策及び法規制 
(1) 基本施策 

チュニジアでは、上述のとおり経済発展とそれに伴う保健・医療環境の改善により、平均寿命の改善や

伝染性疾病の減少が進んでいる。一方で、非感染性疾患の急増や、デジタル医療への対応が急務となって

いる。その対応のため、2018 年に「非感染性疾患の予防及び管理のための国家多分野戦略 (MNT) (2018-
2025)」が、2020 年には「デジタルヘルス開発プログラム」が策定され、以下の取組が定められている。 

 非感染性疾患の予防及び管理のための国家多分野戦略 (MNT) (2018-2025)21 
 国内の NCDs 防止プログラムを実施するための部門内アプローチを採用する。 
 主な政策目標：非感染性疾患による早死のリスクを 25%低下させる。慢性アルコール中毒の有

害な使用を少なくとも 10%減少させる。平均的な塩分摂取を 30%減少させる等。 
 政策目標を達成するために、行政区域において啓発キャンペーンが実施され、特に加工食品おい

て減塩措置がとられた。 

 デジタルヘルス開発プログラム 22 
 国の医療情報システムから生成されたデータを収集、集約、整理するために必要な枠組み、プロ

セス、プラットフォームを開発することを目的に策定された。 
 電子医療記録の導入と、公的医療機関の管理情報システムのデジタル化に重点を置いている。 
 チュニジアの公共医療システムにおける電子医療プロジェクトへの投資を促進している。 

                                                   
21 世界保健機構（2018） 
22 チュニジア保健省 “Programme de Développement de la «Santé Numérique» en Tunisie” 

X軸：死者数の増加率（泡のサイズは死者数）
Y軸：疾病負荷の増加率

X軸：死者数の増加率（泡のサイズは死者数）
Y軸：疾病負荷の増加率

X軸：死者数の増加率（泡のサイズは死者数）
Y軸：疾病負荷の増加率

X軸：死者数の増加率（泡のサイズは死者数）
Y軸：疾病負荷の増加率

新生児障害,
-9%, -8%

先天性欠損症, 
-7%, -7%

下気道感染症, -10%, -10%
交通事故, -8%, -8%

麻疹, 
-7%, -7%

内分泌・代謝・血

液・免疫障害,               
-5%, -4%

-12%

-10%

-8%

-6%

-4%

-2%

0%
-12% -10% -8% -6% -4% -2% 0%

5歳以下（2015-2019年の推移）

交通事故, -5%, -5%

先天性欠損症, -2%, -
1%機械事故, -4%, -4%

下気道感染症, -4%, -4%

溺死, 
-4%, -4%

白血病, -3%, -3%

-6%

-5%

-4%

-3%

-2%

-1%

0%
-6% -5% -4% -3% -2% -1% 0%

5-14歳（2015-2019年の推移）

交通事故,
-2%, -2%

虚血性心疾患, 
1%, 0%

機械事故, -2%, -2%

脳卒中, 0%, 0%

自傷, 
-1%, -1%

乳がん, 1%, 2%

-3%

-2%

-2%

-1%

-1%

0%

1%

1%

2%

2%

3%

-3% -2% -2% -1% -1% 0% 1% 1% 2% 2% 3%

15-49歳（2015-19年の推移）

虚血性心疾患, 2%, 3%

脳卒中, 2%, 2%

高血圧性心疾患, 2%, 2%

認知症, 4%, 4%

慢性腎臓病, 
3%, 3%

気管・気管支・肺がん, 
3%, 3%

-1%

-1%

0%

1%

1%

2%

2%

3%

3%

4%

4%

5%

0% 1% 1% 2% 2% 3% 3% 4% 4% 5%

50歳以上（2015-19年の推移）
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(2) 医療機器・医薬品に関する法規制 

チュニジアでは、保健省薬事・医薬品局が医薬品及び医療機器の規制当局であり、関連するガイドライ

ンを発行している。医薬品及び医療機器の登録手続き及び申請料は図 2-20 及び図 2-21 のとおりで

ある。 

 
図 2-20 チュニジアにおける医薬品・医療機器登録手続き① 

 

 
図 2-21 チュニジアにおける医薬品・医療機器登録手続き② 

(3) 医療機器・医薬品の調達・流通組織 

チュニジアでは、2019 年 9 月以降、地方自治体を含むすべての契約機関及び医療を含むすべての部門

で電子調達が必須となっており、その概要は図 2-22 のとおりである。 

チュニジアにおける医薬品・医療機器(IVDを含む)の登録

• 製造又は輸入される全ての医薬品及び医療機器は、保健省薬事・医薬品局の許可又は製造販売承認を必要とする。

• チュニジアにおける医薬品及び医療機器の許可の有効期間は5年、輸入許可の有効期間は1年である。

必要書類をDPMに送付

前臨床および臨床評価のための特別医療委員会

による申請の評価

National Laboratory of Medicinal Products Control (LNCM) 
による品質評価

薬事専門調査会 (CSTP）から保健省に所見の送付

申請が承認され、

ライセンスが発行される

外国企業

• チュニジアに現地拠点を持たないメーカーは、輸入者として活動する現地の公認代理人を任命する必要がある。当該医薬品又は

医療機器のライセンスは同代理人が保有することとなる。

• チュニジアとEUの協定により、CEマークのある医療機器はより迅速に処理される。

規制当局 保健省薬事・医薬品局（ Directorate of Pharmacy and Pharmaceuticals（DPM）, Ministry of Public Health）

登録

登録書類の要件:

モジュール データ要件 評価者

M1 管理データ DPM

M2 アプリケーションファイルの概要 DPM、LNCM及び専門家

M3 医薬品および化学物質のデータ (品質) LNCM

M4 前臨床データ 専門家

M5
完全な臨床データ。

チュニジアで市販されている標準品が入手できない場合は、当該製品
の研究証拠が必要である

専門家及びLNCM

適正製造慣行証明書

• 医薬品又は医療機器の製造管理及び品質管理に関する基準への適合証明書は、以下の分野において地方自治体により評価される（有

効期限：３年）。

− 製造販売業者

− 有効成分の最終工程の製造責任拠点

− 最終製品の製造責任者

− 一次容器包装及び二次容器包装の責任者

− 製品のバッチリリース責任者
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図 2-22 チュニジアにおける公共調達システム 

 
2-3-1-5. 国内外の保健関連企業の概況 
チュニジアは、製薬産業を外貨獲得のために重要な成長産業と位置付けており、同分野は 2019 年まで

の 20 年間で年率 11%の成長を達成した。この結果、医薬品輸出額はアフリカでは南アフリカに次いで第

二位となっている 23。 

国内市場においては、Adwya 社が国内最大の医薬品メーカーであり、国内生産量の 15%以上を占めて

いる。また、ノバルティス、アボット、GSK、サノフィなど多数の国際的製薬企業が、チュニジアの国内

大手製薬会社の一つであるテリアック研究所と製造委託契約を結んでいる。医療機器についても、チュ

ニジア国内企業は、病院の備品、整形外科製品、車椅子用の医療機器等について製造・輸出を行っている。 

チュニジアにおいても、主に ICT 技術を活用した保健分野のスタートアップ企業が盛んに活動を行っ

ており、その分野は遠隔診療、診断ソフトウェア、AI を利用した義肢製造など多岐にわたる。 

                                                   
23 新華社（2019 年 8 月 27 日） 

チュニジアにおける医薬品の公共調達
チュニジアの電子調達システム (TUNEPS)

• チュニジアにおける電子調達システムTUNEPSは、透明性を最大化し、運用コストを削減し、サプライヤー間の競争力を促進するために、
2011年に立ち上げられた。

• 本システムは、チュニジアの医療部門を含むすべての公共部門において、購買依頼から支払いまで、調達プロセス全体をカバーする。これ
には次が含まれる。
 パブリックベンダーの登録
 技術的要素及び財務的要素の双方を含む入札の提出
 デジタル署名、文書の暗号化、およびタイムスタンプ
 電子契約システム:主要ベンダー及び各公共団体間の電子契約

 国内外の標準に準拠した電子文書のアーカイブ
 電子カタログ情報
 オンラインショッピングモール
 電子決済

中小企業優先の法律条項
• チュニジアの法的枠組み(第20条 (命令) 第2014条から第1039条まで2014年3月13日)では、年間調達量の最大20%を中小企
業専用にすることが求められている。



2-27 
 

 

図 2-23 チュニジアの主要保健系スタートアップ企業 

  

本部:チュニジア

設立:2018年
主なソリューション

• ビデオ相談と遠隔診断のための遠隔医療プラットフォームを提
供している。

• X線や処方箋などのデジタル医療記録の生成も可能。

本部:チュニジア

設立:2015年
主なソリューション

• 患者が近くの医師を見つけ、オンライン予約を支援。
• 基本的に検索エンジンとして機能し、専門分野/場所別に
医師を検索し、その可用性を表示可能。

本部:チュニジア

設立:2017年
主なソリューション

• 3 Dバイオニック義肢を製造している。
• 同社の義肢製品には、命令を送信するためのAI支援ソフトウ
ェアが組み込まれていることが特徴。

本部:チュニジア

設立:2019年
主なソリューション

医療関連のスタートアップ企業

Cure
Bionics

• 異常を早期に診断するためのAIベースのソフトウェアを医療
機関に提供している。

• ソフトウェアは、事前評価のために画像処理アルゴリズムとデ
ィープラーニングを使用している。
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 エチオピア 
2-3-2-1. 概況 24 
(1) 面積・人口・言語 

エチオピア連邦民主共和国は、日本の約 3 倍にあたる 109.7 万平方キロメートルの面積に、人口約 1
億 1,500 万人（2020 年推測）の人口を有する。事実上の公用語はアムハラ語である。 

表 2-12 エチオピアの概況データ 

 
(2) 経済 

エチオピア政府は、2015 年に定めた国家開発計画（GTPII）にのっとり、農業を核として経済成長を

図りつつ、工業にも重点を置いた経済構造へシフトさせ、2025 年までの中所得国入りを目指している。

一方で、一人あたり GDP は依然最貧国の水準にとどまっている。 
直近の GDP は新型コロナの流行及びバッタによる農産物への被害により減少する見込みだが、エチオ

ピア政府は、2021 年以降に上記被害の緩和及び民間消費の向上により経済状況は改善するとの予想して

いる。これによると、2021 年は投資促進、布及び鉱物、農業製品の輸出によって、5.5%の経済成長が予

測される。 
 
2-3-2-2. 保健分野の概要 
(1) 医療保険制度 25 
エチオピア政府は 2010 年以来、UHC 達成の手段として地域密着型健康保険 (CBHI) を試験的に導

入・拡大している。CBHI は人口の 16%にあたる 1,100 万人をカバーしており、アフリカで最大の健康

保険スキームの一つである。この保険加入は強制ではないが、政府は CBHI 拡大を強力に推進している。 
CBHI の会員は、一世帯あたり年間 240 ブルの保険料を支払う。支払能力が無いとみなされた貧困世

帯の一部については、地方政府と地区政府が保険料を負担している。 
政府はまた、公務員と正規労働者を対象とした社会保険 (SHI) の導入準備を進めている。本制度では、

すべての公務員・正規労働者が給料の 3%を、さらに、雇用主も同額を拠出金として支払うことを要求し

ている。 

(2) 医療費支出 
医療費の GDP 比は 2.66%、国民一人あたりの医療費支出は 24.5USD であり、これは世界平均（一人あ

たり 948USD）の約 2.5%である。 

(3) 医療施設数 26 
エチオピア保健省によると、2013 年時点で、全国に 16,048 の保健ポスト、3,245 の保健センター、

229 の病院が存在する。また、国内の病院数を 800 に増やす取組を進めており、オロミア州、アムハラ

                                                   
24 日本国外務省ホームページ「各国・地域情勢」より入手（2021 年 3 月 15 日時点） 
25 Lavers (2019) 
26 Ethiosports (2013 年 10 月 24 日) 

人口 言語 GDP成長率 実質GDP 一人あたり
GDP（PPP)

対内FDI
フロー インフレ率 失業率 貧困率 貿易収支 公的債務

（対GDP比）
1億1,500万人

(2020) アムハラ語 −1.1% 
(2020)

ETB 19,650
億 (2020)

USD
2,238(2020)

GDP比2.68％
(2019) 20.9% (2020) 11% (2020) 24% (2016) - USD 94億

(2020) 
69.4%  
(2020)
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州等で 175 の病院の建設が進行中である。 
 
2-3-2-3. 保健分野に関する統計 
(1) 出生率・死亡率・平均寿命 
エチオピアの平均寿命は 66.7 歳（世界平均：72.0 歳）、出生率は 4.35 人（女性一人あたり。2017 年）

（世界平均：2.42 人）、粗死亡率は 0.7%（2018 年）（世界平均 0.8%）ある。 

表 2-13 エチオピアの医療費支出と保健環境データ 

 

(2) 死因疾病負荷 
エチオピアでは、2016 年から 2020 年の間に乳幼児の死亡率が 12.6%から 6.8%に著しく改善した。し

かし、依然として 2020 年時点で、死亡率（34.01 人/1,000 人）と出生率（4.1 人/1,000 人）は世界平均

（それぞれ 27.9 人、2.4 人）よりも高い水準に留まっている。また、疾病全体では依然として新生児障

害が死因のトップとなっており、母子保健の改善が引き続き大きな課題である。 
栄養不足や空気汚染、水衛生の不足、安全でない性交渉が、下痢性疾患や下気道感染症、HIV 疾患の

要因となり、高い死亡率と疾患率をけん引している。 
2015~2019 年の期間で年齢別の疾病負荷を比較すると、5 歳～49 歳の年齢層で HIV/エイズが著しい

改善を示し、また、5 歳以下及び 15 歳以上の年齢層で結核による負荷も減少していることから、感染症

対策が奏功していることが伺える。 

表 2-14 エチオピアの疾病負荷・死因データ 

 
 

指標 数値（年次）

医療費のGDP比 2.66% (2020)

1人あたり医療費支出 USD 24.5 (2020)

人口1,000人あたり病床数 0.3 (2015)

人口1,000人あたり医者数 0.076 (2018)

成人肥満率 4.5% (2016)

保健指標 数値（年次）
平均余命 66.7年. (2020)

乳幼児死亡率（1,000人あたり） 34. (2016-17)

妊産婦死亡率 (10万人あたり) 210 (2014-15)

医療費全体 USD 0.64億 (2020)

一人あたりの医療費 USD 49.5 (2020)

# 疾病 DALYs  
2019

DALYs 
2018

順位の
変遷

1 新生児障害 77,436 80,222

2 下痢性疾患 50,773 53,665

3 下気道感染症 46,301 47,491

4 脳卒中 30,705 29,850

5 結核 29,874 30,693

疾病別の死因疾病負荷（DALY: 障害調整生存年数）

# 疾病 DALYs  
2019

DALYs 
2018

順位の
変遷

1 新生児障害 7,267,032 7,516,142

2 下痢性疾患 3,300,933 3,532,278

3 下気道感染症 2,454,550 2,604,344

4 HIV/エイズ 1,559,170 1,635,724

5 先天性障害 1,371,669 1,414,749
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図 2-24 エチオピアの年齢層別疾病負荷グラフ 

 
2-3-2-4. 保健分野に関する施策及び法規制 
(1) 基本施策 

エチオピアでは、保健セクター改革計画（HSTP）（2015～2020 年）及びセコタ（Seqota）宣言実施計

画（2016～2030 年）を基本施策として各種保健政策が進められている。 

 保健セクター改革計画（HTSP 2015-2020 年）27 
 HSTP の主な目標は、国民にユニバーサル・ヘルス・カバレッジを提供することである。 
 具体目標には、医療費の自己負担額の 15%未満への削減、必要不可欠な医薬品の現地調達比

率の 60%以上への引き上げなどが含まれる。 
 HSTP は、エチオピアの Health Extension Program（EHP）の改善にも重点を置いており、

これは特に農村地域において、健康増進、病気の予防、その他の保健サービスを実施するため

のコミュニティ戦略である。 

 セコタ（Seqota）宣言実施計画 (2016～2030 年)28 
 セコタ宣言は、2030 年までにエチオピア国内の栄養不足を終わらせることを目的とした部門

横断イニシアティブである。 
 このプログラムでは、地域に 「コミュニティ・ラボ」 を設立し、複雑な栄養問題の解決策を

発見・検証することを計画している。 

(2) 医療機器・医薬品に関する法規制 
エチオピアでは、保健省食品医薬品局（EFDA）が医薬品及び医療機器の規制当局であり、関連するガ

イドラインを発行している。医薬品及び医療機器の登録手続き及び申請料は図 2-25 及び図 2-26 のと

おりである。特に、医薬品は登録システムの電子化が進んでいる点及び、医療機器は先進諸国・WHO で

                                                   
27 エチオピア保健省（2015） 
28 CultivAid “Seqota Declaration” 

X軸：死者数の増加率（泡のサイズは死者数）
Y軸：疾病負荷の増加率

X軸：死者数の増加率（泡のサイズは死者数）
Y軸：疾病負荷の増加率

X軸：死者数の増加率（泡のサイズは死者数）
Y軸：疾病負荷の増加率

脳卒中,
3%, 2%

虚血性心疾患, 
4%, 3%

下気道感染症, 3%, 2%
下痢性疾患, -1%, -1%

結核, 
-2%, -2%

慢性肝疾患, 3%, 3%

-3%

-2%

-1%

0%

1%

2%

3%

4%

-3% -2% -1% 0% 1% 2% 3% 4% 5%

5歳以下（2015-2019年の推移）

下痢性疾患, -1%, 0%

HIV / AIDS, -4%, -4%

下気道感染症, 0%, 0%

髄膜炎, -1%, -1%

交通事故, 
0%, 1%

チフス, 
0%, 0%

-5%

-4%

-3%

-2%

-1%

0%

1%

2%

-5% -4% -3% -2% -1% 0% 1% 2%

5-14歳（2015-2019年の推移）

HIV / AIDS,
-7%, -7%

結核, 
-3%, -3%

母体障害, 0%, 0%

下痢性疾患, -1%, 0%

慢性肝疾患, 
3%, 3%

暴力, 3%, 3%

-10%

-8%

-6%

-4%

-2%

0%

2%

4%

6%

-10% -8% -6% -4% -2% 0% 2% 4% 6%

15-49歳（2015-19年の推移）

脳卒中, 3%, 2%

虚血性心疾患, 
4%, 3%

下気道感染症, 
3%, 2%下痢性疾患, -1%, -1%

結核, 
-2%, -2%

慢性肝疾患, 
3%, 3%

-3%

-2%

-1%

0%

1%

2%

3%

4%

-3% -2% -1% 0% 1% 2% 3% 4% 5%

50歳以上（2015-19年の推移）

X軸：死者数の増加率（泡のサイズは死者数）
Y軸：疾病負荷の増加率
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認証されているものについては一部手続きが簡略化される点が特徴である。 

 
図 2-25 エチオピアにおける医薬品登録手続き 

 

 
図 2-26 エチオピアにおける医療機器登録手続き 

(3) 医療機器・医薬品の調達・流通組織 
エチオピアでは医薬品及び医療機器の 70%以上が、政府機関である医薬品供給庁（EPSA）を通じて調

達・販売されている。EPSA を通じた調達の概要は図 2-27 のとおりである。特徴として、プロセスの

電子システム化が進められている点及び、国内メーカーと優先的な契約を締結している点が挙げられる。 

• 申請: 医薬品の登録申請には、EFDAが提供するガイドラインに沿って、投与、製品、品質、臨床及び非臨床試験
報告書などの分野に関する情報を含める必要がある。

• ライセンスの有効性: 登録された医薬品は、3年間有効である。
• ファスト・トラック登録: 抗マラリア薬、抗結核薬、抗癌薬、抗レトロウイルス薬、および希少疾病用薬に関連する特定の医薬品は、

より迅速な評価と登録のために優先される。
• 現地代理人: エチオピアにおける常任代理人に、会社の公認拠点によって認証された委任状が発行されなければならない。
• WHOとの協力: WHOの事前資格を有する医薬品は、エチオピアでの登録要件に対応する場合、迅速な登録が可能である。

登録ガイドライン

登録の電子化:Electronic Regulatory System (EFDA)

EFDAは、医薬品の輸入及び登録手続きのデジタル化を以下のとおり推進している。
 i -Register:輸入業者が、新製品の市場認定・再認定証明書を請求するためのシステム
 i -Import: 輸入業者が、すべての健康関連商品の許可を得るために使用できるオンラインアプリケーション
 i -License: 製造業者が、設備の承認及び既存設備の変更に関する証明書を発行するためのオンラインシステム

エチオピアにおける医薬品登録プロセス

エチオピアにおける医療機器登録プロセス

• 規制法: エチオピアにおける医療機器の製造、設計及び販売は、布告第661/2009号を遵守する必要がある。
• 分類と許可: 医療機器はリスクに応じてクラスI、II、III、IVに分類され、医療機器の許可は4年間有効である。
• 技術的専門知識: 製造業者は、当局が発行/通知したガイドラインを理解する技術者を指名することが望ましい。
• 複数の子会社: 製造業者が複数の子会社を有する場合は、各子会社の製品ごとに技術資料を提出すること。
• 監査要件: 現在、医療機器に関する監査要件はない。ただし、各当局はいつでも監査を実施することができる。

登録ガイドライン

外国企業
• 米国FDA、カナダ保健省、日本国厚生労働省、欧州連合、WHO事前資格プログラム、オーストラリア治療製品管理局などの当
局に登録された医療機器は、登録手続きにおいて迅速承認の考慮がなされることがある。

• 上記の各国当局に事前登録された医療機器は、エチオピア規制当局 (SRA) に予備登録されているものとみなされ、登録手続きの
間にCE証明書などの必要な裏付け書類を提出する必要がある。
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図 2-27 エチオピアにおける医療機器・医薬品の調達 

 
2-3-2-5. 国内外の保健関連企業の概況 
エチオピアでは製薬業を成長分野の一つと位置付け、分野横断的な国内企業の育成及び外国企業の誘

致を積極的に行っている 29。国内製薬企業としては、2014 年に国営企業から民営化された Ethiopian 
Pharmaceutical Manufacturing Share Company（EPHARM）が、ソマリランド及び南スーダンへの製

品輸出を 2021 年中に開始する予定である。また、日本のロート製薬や、中国の Human Well 社もエチ

オピア国内での医薬品生産を行っている。エチオピアでは主に ICT 技術を活用した保健分野のスタート

アップ企業も盛んに活動を行っており、特に、デジタル医療プラットフォーム及び遠隔医療分野が注目

されている。 

 
図 2-28 エチオピアの主要スタートアップ 

                                                   
29 エチオピア投資委員会 “Pharmaceuticals” 

保健セクターにおける公共調達： エチオピア医薬品供給局

エチオピア医薬品供給庁 (EPSA) :
• 医薬品供給局は、エチオピア全土の病院向け医薬品を購入する公共調達機関である。

• 調達戦略: EPSAは、調達すべき医療機器のリストを、耐久性のある資本財と非資本財に分類している。 これに基づき、EPSAは、

医療機器調達プロセスの効率性を高めるために、様々な調達方法を策定している。

o 例：EPSAは、国内の異なる地域で発生した需要に応じて医療機器を速やかに流通させるために、非資本財を倉庫に保管

する計画である。これにより、必要資器材の調達に要する時間を短縮できる見込みである。

• プロセス改善策: 在庫システムと情報管理の効率を高めるために、EPSAは以下のアプリケーションを開発している。

VITAS
• 物流管理、在庫管理、倉庫管理を

サポートするプラットフォーム

• エチオピアの中央倉庫と約18の地
域ハブで使用されている。

DAGU
• ロジスティクス情報管理、在庫管

理、特にサービス提供地点での組
織的な記録管理をサポートするプ
ラットフォーム。

• エチオピア全土700以上の施設で
使用されている。

MBRANA
• VITASや医薬品供給機関が管理

するその他のアプリケーションと統
合されたプラットフォーム。

• 在庫の全体管理に使用される。

• 国内供給者からの優先調達: 国内生産促進と海外直接投資の促進のため、国内医薬品生産戦略 (2015~2025年) の一環として、

EPSAは国内メーカーと長期・固定供給契約を締結している。

本社:エチオピア

設立:2016年
主なソリューション

• 30万人以上の患者データを持つデジタル健康プラットフォーム
を管理している。

• Orbit Healthには、支払い管理と健康金融のプラットフォーム
機能もある。

• 遠隔での医療相談も容易である。

本社:エチオピア

設立:2017年
主なソリューション

• 在宅医療サービスと患者を接続するためのプラットフォームで
ある。

• 介護支援、在宅支援、ヘルスケアなどのサービスを提供して
いる。

本社:エチオピア

設立:NA
主なソリューション

• 電子医療記録システム、健康管理情報、疾病監視システム
及び症例分析に重点を置いたシステムを提供。

• 現在、エチオピアの3,000以上の施設で使用されている。

本社:エチオピア

設立:2012年
主なソリューション

医療関連の主なスタートアップ企業

• 遠隔地での電話を利用した健康相談プラットフォームを提供
している。

• 携帯電話技術を利用した患者追跡システムも開発している。
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 ルワンダ 
2-3-3-1.  概況 30 
(1) 面積・人口・言語 

ルワンダ共和国は、日本の約 0.07 倍にあたる 2.63 万平方キロメートルの面積に、1,300 万人（2020
年推測）の人口を有する。公用語は英語、フランス語及びルワンダ語である。 

表 2-15 ルワンダの概況データ 

 

(2) 経済 
農業・林業・漁業が GDP の 31%を占め、多くの農民が小規模農地を所有している。主要な商用作物は

コーヒー及び茶であり、高品質化により国際競争力を強化する政策をとっている。一方で、内陸国のため

に輸送費が高いという問題も抱えており、これを克服するために経済特区の整備や ICT 産業の振興に注

力している。 
近年では投資環境の整備に力を入れており、世銀の投資環境ランキング 2019 では全世界 191 か国地

域中 29 位、アフリカ第 2 位という高い順位を占めている。また、近年は建設・製造業・農業分野の堅調

な伸びにより、経済成長を維持している。 
直近の GDP 成長率は、新型コロナの流行により 2020 年は落ち込むものの、2021 年には 3.1%、2022

年には 4.7%まで回復すると予測される。 
 
2-3-3-2.  保健分野の概要 
(1) 医療保険制度 31 
ルワンダの健康保険は、一般人の大半が加入する Mutuelle de Santé、公務員が加入する Rwandaise 

d'Assurance Maladie (RAMA)、軍関係者が加入する Military Medical Insurance (MMI)があり、国民の

90%以上がこれらいずれかの保険に加入している。一般国民向けの Mutuelle de Santé は、所得に応じ

てカテゴリーが A、B、C、D、E に分けられ、カテゴリーA は所得が最も低い市民向けで、年間 1USD
ほどの保険料であらゆる医療が受けられる。この保険制度により、分娩は病院にて行われるようになり、

乳児死亡率が著しく低下した。 

(2) 医療費支出 
 医療費の GDP 比は 5.34%、国民一人あたりの医療費支出は 49.5USD であり、これは世界平均（一人

あたり 948USD）の約 5%である。 

(3) 医療施設数 32 
ルワンダは、官民合わせ、一次医療として 4.5 万人のコミュニティヘルスワーカー、476 の保健ポス

ト、499 の保健センター、二次医療として 36 の地区総合病院、三次医療として 11 の専門病院及びリフ

                                                   
30 日本国外務省ホームページ「各国・地域情勢」より入手（2021 年 3 月 15 日時点） 
31 日本国外務省ホームページ「世界の医療事情」より入手（2021 年 3 月 15 日時点） 
32 世界保健機構（2017） 

人口 言語 GDP成長率 1人あたり
GDP FDI インフレ率 失業率 貧困率 貿易収支 公的債務

（対GDP比）
1300万人

(2020)
英語・仏語・
ルワンダ語 9.4% (2020) USD 780 

(2018)
USD 3億8400万

(2019)
11% 

(2020)
16% 

(2020)
39.1% 
(2014)

- USD1億4300万
- (2020) 

USD 35億7000万
(2018)
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ァラル病院を有している（2017 年時点）。 
 
2-3-3-3.  保健分野に関する統計 
(1) 出生率・死亡率・平均寿命 

ルワンダの平均寿命は 66.6 歳（世界平均：72.0 歳）、出生率は 4.09 人 (女性一人あたり。2017 年)（世

界平均：2.42 人）、粗死亡率は 0.5%（2018 年）（世界平均 8 人）である。 

表 2-16 ルワンダの医療費支出及び保健環境データ 

 

(2) 死因疾病負荷 
ルワンダにおける疾病別の死因順は、新生児では肺炎、新生児障害、髄膜炎であり、非新生児ではマラ

リア、急性呼吸器感染症、 HIV/AIDS となっている。 
同国は、ミレニアム開発目標 (MDGs)のうち乳幼児死亡率の削減目標を達成しているアフリカでは数

少ない国の一つである。2005 年から 2010 年の間に、5 歳未満児の死亡率は 1,000 人中 152 人から 76 人

に大きく減少している。 
2015~2019年の期間で年齢別の疾病負荷を比較すると、5歳以下及び5～14歳のグループにおいては、

マラリアを除く主要疾病の全てで死亡率と障害調整生命年（Disability Adjusted Life Year: DALY）が低

減している。マラリアについては、ピレスロイド系殺虫剤への抵抗性を持つ蚊の増加のために数値が悪

化している。15 歳以上のグループでは慢性肝疾患、心疾患、糖尿病、脳卒中等の非感染疾患が増加して

いる。 

表 2-17 ルワンダの疾病負荷・死因データ 

 
 

指標 数値（年次）

医療費のGDP比 5.34% (2020)

1人あたり医療費支出 USD 49.5 (2020)

人口1,000人あたり病床数 1.6 (2007)

人口1,000人あたり医者数 0.13 (2018)

改善された衛生設備を利用できる
人口の割合 35% (2019)

＊
＊人と排泄物との接触がない洗浄設備を指す

保健指標 数値（年次）
平均余命 66.6年. (2017)

乳幼児死亡率（1,000人あたり） 32 (2016-17)

妊産婦死亡率 (10万人あたり) 210 (2014-15)

医療費全体 USD 0.64億 (2020)

一人あたりの医療費 USD 49.5 (2020)

疾病別の死因疾病負荷（DALY: 障害調整生存年数）

# 疾病 DALYs  
2019

DALYs 
2018

順位の
変遷

1 新生児障害 537,082 547,932

2 下気道感染症 285,257 296,763

3 マラリア 251,110 252,961

4 下痢性疾患 231,912 246,814

5 結核 166,749 170.105

# 疾病 DALYs  
2019

DALYs 
2018

順位の
変遷

1 下気道感染症 5,641 5,672

2 新生児障害 5,635 5,746

3 脳卒中 5,338 5,120

4 結核 3,960 3,995

5 虚血性心疾患 3,769 3,582
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図 2-29 ルワンダの年齢層別疾病負荷グラフ 

 

2-3-3-4.  保健分野に関する施策及び法規制 
(1) 基本施策 

ルワンダでは、2008 年に策定された国家地域保健政策（National Community Health Policy）及び

2018 年に策定されたルワンダ保健セクター戦略計画を基本施策として各種保健政策が進められている。 

 国家地域保健政策 33 
 地域の保健医療に関して、ミレニアム開発目標を達成する為に策定された基本政策である。 
 一次医療について、予防・健康推進・治療・社会復帰の 4 つの側面に重点を置いた施策を提示し

ている。 

 第四次ルワンダ保健セクター戦略計画 2018-202434 
 1996 年に初めて策定された保健開発セクター計画の改定版である。 
 2024 年までの社会の疫学的変化、人口と寿命の増加、非感染性疾患 (NCDs) における高齢者の

健康ニーズの増加、外部からの資金流入の減少を予測している。 
 持続可能な開発目標 (SDGs) の実現に向けた UHC の原則に従い、高所得国の達成及び国民の

生活の質の向上、並びに安全で回復力のある保健システムの構築に必要な施策を提示している。 

(2) 医療機器・医薬品に関する法規制 
ルワンダでは、2018 年に創設されたルワンダ食品医薬品局（Rwanda FDA）が医薬品及び医療機器の

規制当局であり、関連するガイドラインを発行している。医薬品及び医療機器の登録手続き及び申請料

は図 2-30 及び図 2-31 のとおりである。 

                                                   
33 ルワンダ保健省（2008） 
34 ルワンダ保健省（2018） 

X軸：死者数の増加率（泡のサイズは死者数）
Y軸：疾病負荷の増加率

X軸：死者数の増加率（泡のサイズは死者数）
Y軸：疾病負荷の増加率

X軸：死者数の増加率（泡のサイズは死者数）
Y軸：疾病負荷の増加率

X軸：死者数の増加率（泡のサイズは死者数）
Y軸：疾病負荷の増加率

交通事故, -2.6%, -2.5%

下痢性疾患, -3.9%, -2.7%

下気道感染症, -
2.7%, -2.7%

マラリア, 4.8%, 
8.5%

髄膜炎, 
-2.8%, -2.4%

チフス, -3.2%, -3.3% -6.0%

-4.0%

-2.0%

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

-6.0% -4.0% -2.0% 0.0% 2.0% 4.0% 6.0% 8.0%

5-14歳（2015-2019年の推移）

新生児障害,
-1.4%, -1.4%

マラリア, 
0.8%, 1.0%

下気道感染症, -7.0%, -7.0%

先天性欠損症, -2.5%, -2.4%

下痢性疾患, 
-7.3%, -7.0%

栄養障害, 
-7.6%, -7.5% -10.0%

-8.0%

-6.0%

-4.0%

-2.0%

0.0%

2.0%

4.0%

-10.0% -8.0% -6.0% -4.0% -2.0% 0.0% 2.0% 4.0%

5歳以下（2015-2019年の推移）

HIV / AIDS,
-8.3%, -7.9%

結核, 
-0.8%, -0.9%

交通事故, 2.1%, 2.2%

母体障害, -0.2%, -0.3%

慢性肝疾患, 
3.1%, 2.9%

下痢性疾患, 0.0%, 1.0%

-10.0%

-8.0%

-6.0%

-4.0%

-2.0%

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

-12.0% -10.0% -8.0% -6.0% -4.0% -2.0% 0.0% 2.0% 4.0% 6.0%

15-49歳（2015-19年の推移）

脳卒中, 4.2%, 4.0%

虚血性心疾患, 
5.2%, 4.9%

下気道感染症, 4.3%, 4.0%
結核, -0.2%, -0.6%

慢性肝疾患, 
3.9%, 3.6%

糖尿病, 
5.1%, 4.7%

-2.0%

-1.0%

0.0%

1.0%

2.0%

3.0%

4.0%

5.0%

6.0%

-2.0% -1.0% 0.0% 1.0% 2.0% 3.0% 4.0% 5.0% 6.0% 7.0%

50歳以上（2015-19年の推移）
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図 2-30 ルワンダにおける医薬品登録手続き 

 

 
図 2-31 ルワンダにおける医療機器登録手続き 

 
(3) 医療機器・医薬品の調達・流通組織 
ルワンダにおける医療機器・医薬品の調達・流通は、政府企業である Rwanda Medical Supply Ltd. 

(RMS 社)、非政府組織の Bureau of Approved Medical Training of RWANDA (BUFMAR)、そして民間

の卸売・小売業者が担っている。各主体の概要は以下のとおりである。 

 Rwanda Medical Supply Ltd. (RMS 社) 
 Rwanda Biomedical Centre （MPPD） の医療調達・生産部門 （RBC） を引き継ぐ形で 2020

ルワンダにおける医薬品の登録手続き

コモン・テクニカル・ドキュメント (CTD) 形式で
情報をまとめる

製品の現地製造または輸入の申請
をルワンダFDAに提出

出願審査

関連書類の評価。医薬品が希少疾患または緊急
事態に対応する場合は、優先評価が認められる

cGMP (Good Manufacturing 
Practiceへの準拠)検査

FDAのピアレビュー委員会に提出された最終
評価報告書

有効期間5年の
登記済証の交付

出願の分類

新規応募者

出願の更新

登録製品の追加

 ルワンダFDAは生物学的製剤、生体技術応用医薬品、薬草医薬品以外のヒト用医薬品の承認申請に適用されるガイドラインを発行している。
 GMP (Good Manufacturing Practice:GMP適正製造基準) への適合は、GMP証明書の形で証明する必要がある。
 実施済み臨床試験/臨床試験については、GCP (医薬品の臨床試験の実施に関する基準) 又はGLP (GLP医薬品の臨床試験の実施に関する基準) 

の認定証明書を提出する必要がある。

医薬品の登録料 国内企業
(RWF)

外国企業
(米ドル)

登記 500,000 1250

追加-メジャー 100,000 700

追加-マイナー 50,000 300

更新 300,000 700

ルワンダにおける医療機器の登録手続
安全性及び性能に関する適合を証明する
技術文書の概要 (STED)

Rwanda FDAに申請書を提出し、
登録料を支払う

出願審査

製品関連書類の評価。装置が希少疾患または緊
急事態に対応する場合は、優先評価が認められる

cGMP (Good Manufacturing 
Practiceへの準拠)検査

FDAのピアレビュー委員会に提出された最終
文書評価報告書

有効期間5年の
登記済証の交付

区分ごとの医療機器の登録料 国内企業

(RWF)
外国企業

(米ドル)
クラスA (低リスク) 100,000 500

クラスB (低中リスク) 120,000 1500

クラスC (中〜高リスク) 200,000 2000

クラスD (ハイリスク) 220,000 2500

追加 -マイナー 50,000 150

追加-メジャー 70,000 300

更改A 100,000 300

更改B、C、D - 1000

出願の分類

新規応募
出願の更新

登録製品の追加

 ルワンダFDAは体外診断用医薬品以外のすべての医療機
器に適用されるガイドラインを発行している。

 現行の医療機器の製造管理及び品質管理の基準に適合
していないと判断された医療機器は登録されない。
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年に設立された。 
 複数地域の薬局を統合し、流通拠点・倉庫として機能している。また、国際サプライヤーから医

療機器や医薬品を調達し、公衆衛生機関に配布している。 
 さらに、一般国際競争入札（ICB）、国内競争入札（NCB）、見積依頼（RFQ）に基づき、入札

を行う事業者を募集している。 

 Bureau of Approved Medical Training of RWANDA (BUFMAR) 
 1975 年に設立された大手非政府組織で、医薬品、医療機器などの購入・製造・販売を行ってい

る。 
 国際輸出業者と輸入業者のために入札を行っている。 

 民間卸売・小売業者 
 外国の製造・輸出業者から直接に輸入を行ったり、代理店から供給を受けている。  
 国内で営業する有力企業として、Abacus、Kipharma、Africa Medical Supplies、Phillips、Sun 

Pharmacy などが挙げられる。 

(4) 国内外の保健関連企業の概況 
ルワンダは国内医薬品消費量の大部分を輸入している。医薬品に関する貿易赤字は、 2019 年には

9,700 万 USD と、2018 年の 8,200 万 USD から増加した。一方、国内生産も開始されており、2019 年

には医薬品の輸出が 40 万 USD に達している。 
国内の主な製薬会社は表 2-18 のとおりである。この内、クーパー・ファーマ社は、2018 年にキガリ

経済特別区に 600 万 USD の製薬工場の建設を開始したことが報道で大きく取り上げられている。 
ルワンダ政府は国民の医療サービスへのアクセス性を向上させるために、特に ICT 技術を活用した保

健分野のスタートアップ企業の必要性を強調しており、図 2-32 にあるとおりスタートアップ企業と連

携を行っている。 

表 2-18 ルワンダの主な製薬会社 

 
 

会社名 収益
(百万米ドル)

ソファール 23

キファーマ 5.7 (2018)

アバカス製薬 4.6 (2015)

サージファーム・ルワンダ社 1.2

クーパー・ファーマ 不明

L.E.A.F.製薬 不明

フィリップス製薬 不明
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図 2-32 ルワンダの主要スタートアップ 

  

医療関連の新興企業

本社:ルワンダ、キガリ

設立:2016年
主なソリューション

• トリアージサービスを提供する英国のスタートアップ企業Babylon 
Health (ルワンダではBabylとして営業)は、ルワンダ政府と10年の
パートナーシップを締結。ユーザーは診察、検査結果、処方箋にオ
ンラインでアクセスができるようになった。

本社:ルワンダ、ムハンガ

設立:2014年
主なソリューション

• 米国に拠点を置くスタートアップのZiplineは、ルワンダ政府と協力
し、医薬品を空輸する商用ドローン配達サービスを開始した。

本社:ルワンダ、キガリ

設立:2018年
主なソリューション

• ルワンダに拠点を置くKarisimbiテクノロジーソリューションは、主力製
品であるIvuriro Technologyを販売。これはSaaS型の電子医療記
録システムで、診療所や病院におけるペーパーレスのリアルタイムレポ
ート作成を支援する。

本社:ルワンダ、キガリ

設立:2016年
主なソリューション

• HealthEduはルワンダを拠点とするスタートアップ企業で、医療専門家
向けにウェブベースのプラットフォームにおける継続的専門能力開発
(CPD) コースを提供している。
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 南アフリカ 
2-3-4-1. 概況 35 
(1) 面積・人口・言語 

南アフリカ共和国は、日本の約 3.2 倍にあたる 122 万平方キロメートルの面積に、5,860 万人（2020
年推測）の人口を有する。公用語は英語、アフリカーンス語等である。 

表 2-19 南アフリカの概況データ 

 

(2) 経済 
南アフリカの GDP はサブサハラ・アフリカの全 GDP の約 20%を占め、同地域の中でナイジェリアに

次ぐ第 2 位の経済大国として、アフリカ経済を牽引している。19 世紀後半以降、ダイヤモンド及び金を

中心とした鉱業主導で成長し、これによって蓄積された資本を原資として製造業及び金融業が発展して

きた。 
近年の南アフリカ経済は、2008-9 年の世界金融危機後、投資・輸出の不振等が響き、GDP 成長率は 1%

前後が続いている。また、失業率の高さが大きな社会問題となっており、2010 年以降からは 25％前後を

記録し、2017 年、2018 年にはそれぞれ 27.3%、27.0%と悪化傾向を示している。追い打ちをかけるよう

に、2020 年 3 月から新型コロナの国内感染が本格的に拡大し、経済に大きな悪影響を及ぼしている。 
 

2-3-4-2. 保健分野の概要 
(1) 医療保険制度 36 
南アフリカ政府は、保健財政改革を通じて全ての国民が良質な保健医療サービスに安価な値段でアク

セスできる「ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ」の達成に向け、国民健康保険（NHI）設立の方針を 
2011 年に発表し、以後段階的に制度設計やパイロット事業等を実施した 37上で、2017 年より本格稼働

している。本保険は全国民及び在住外国人を対象としているが、加入は義務ではない。 
NHI の原資は一般税であり、一定額以上の収入を得た国民は全員、納税するよう義務付けられている。

雇用主は、労働者による健康保険への拠出金と同額を拠出する。 

(2) 医療費支出 
医療費の GDP 比は 8.25%、国民一人あたりの医療費支出は 525.96USD であり、これは世界平均（一

人あたり 948USD）の約 55%である。 

 (3) 医療施設数 38 
 南アフリカには、2015 年時点で合計 5,985 の医療施設が存在する。その内訳は、公立施設では第一次

医療を担う公立クリニックが 3,475、地域保健センター及びデイクリニックが 366、モバイルクリニック

                                                   
35 日本国外務省ホームページ「各国・地域情勢」より入手（2021 年 3 月 15 日時点） 
36 南アフリカ保健省 “National Health Insurance” 
37 泪橋ラボ（2019） 
38 南アフリカ保健省（2017） 

人口 言語 GDP
成長率

1人あたり
GDP FDI インフレ率 失業率 貧困率 貿易収支 公的債務

(対GDP比)
5860万人

(2020)
英語・アフリ
カーンス語

-7.2% 
(2020)

USD 6,001 
(2020)

USD 46億
(2018)

3.3% 
(2020)

32.5% 
(2020)

56.9% 
(2014)

393億ランド
(2019) 

80% 
(2020)
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が 1,140、地区病院が 255、第二次医療を担う地域病院が 50、州病院が 18、第三次医療を担う中央紹介

病院が 9、専門病院が 90 である。さらに、民間部門では、民間病院が 313、民間クリニックが 269 とな

っている。 
 
2-3-4-3. 保健分野に関する統計 
(1) 出生率・死亡率・平均寿命 

南アフリカの平均寿命は 63.5 歳（世界平均：72.0 歳）、出生率は 2.4 人（女性一人あたり。2018 年）

（世界平均：2.42 人）、粗死亡率は 0.95%（2019 年）（世界平均 0.8%）である。 

表 2-20 南アフリカの医療費支出及び保健環境データ 

 
 
(2) 死因疾病負荷 

南アフリカにおいては、14 歳未満児の HIV/AIDS 関連死と DALY 負担は、主に 2017 年 3 月に立ち上

げられた HIV に関する第三次南アフリカ国家戦略計画の履行によって大きく減少している。 
成人については、HIV/AIDS が依然として圧倒的な死因トップであるが、高血圧、コレステロール、不

健康な食事などの非感染性疾病リスクも急増している。 
2015~2019 年の期間で年齢別の疾病負荷を比較すると、0～5 歳のグループで全主要疾病のリスクが下

がっており、母子保健の環境改善が確認できる。また、50 歳以上のグループを除き HIV/AIDS の負荷が

大きく下がっており、対策が奏功していることが伺える。 

表 2-21 南アフリカの疾病負荷・死因データ 

 
 

指標 数値（年次）

一人あたり医療費支出 USD 525.96 (2020)

医療費支出(対GDP比) 8.25% (2020)

肥満率 28.3% (2016)

保健指標 数値（年次）
平均寿命 63.5年(2017)

1,000人あたり死亡率 9.5 (2019)

乳児死亡率（1000人あたり） 27.5 (2019)

出生率（女性一人あたりの出生数） 2.4 (2018)

1,000人あたりの医師数 0.9 (2018)

1,000人あたりの看護師と助産師数 1.3 (2018)

疾病別の死因

# 疾病 死因
2019

死因
2018

順位の
変遷

1 HIV/エイズ 306,561 287,701

2 下気道感染症 58,336 57,881

3 脳卒中 60,556 59,540

4 虚血性心疾患 61,632 60,940

5 糖尿病 56,021 54,942

疾病負荷（DALY: 障害調整生存年数）

# 疾病 DALYs  
2019

DALYs 
2018

順位の
変遷

1 HIV/エイズ 16,325,173 15,365,953

2 新生児疾患 3,498,494 3,412,842

3 下気道感染症 2,105,915 2,092,905

4 対人暴力 2,132,172 2,163,232

5 結核 1,751,297 1,742,430
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図 2-33 南アフリカの年齢層別疾病負荷グラフ 

 
2-3-4-4. 保健分野に関する施策及び法規制 
(1) 基本施策 

南アフリカでは、「国家開発計画: ビジョン 2030」において保健分野が重点 5 分野の 1 つと定められ、

これに従い中央・州の省庁は 5 ヵ年計画（保健医療セクター開発計画）とリソース配分計画を作成して

いる他、関連する各種ロードマップ及び施策が策定されている 39。 

(2) 医療機器・医薬品に関する法規制 
南アフリカでは、保健省 (NDOH)の管轄する南アフリカ保健製品規制機関 (SAHPRA)が医薬品及び医

療機器の規制当局であり、関連するガイドラインを発行している。医薬品の製造販売に関する規制の概

要は図 2-34 のとおりである。 

 
図 2-34 南アフリカの医薬品関連規制 

                                                   
39 南アフリカ政府“National Development Plan 2030” 

X軸：死者数の増加率（泡のサイズは死者数）
Y軸：疾病負荷の増加率

X軸：死者数の増加率（泡のサイズは死者数）
Y軸：疾病負荷の増加率

X軸：死者数の増加率（泡のサイズは死者数）
Y軸：疾病負荷の増加率

X軸：死者数の増加率（泡のサイズは死者数）
Y軸：疾病負荷の増加率
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暴力, -2%, -2%
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5-14歳（2015-2019年の推移）

HIV / AIDS,
-5%, -4%

暴力, 
0%, 0%

交通事故, 4%, 3%

結核, 0%, 0%

下気道感染症, 
4%, 4%

自傷, 3%, 2%
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15-49歳（2015-19年の推移）
HIV / AIDS, 1%, 1%

脳卒中, -2%, -3% 虚血性心疾患, -2%, -2%

糖尿病, -2%, -1%

下気道感染症, 
-3%, -3%

結核, -6%, -6%
-7%

-5%

-3%

-1%

1%
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-7% -6% -5% -4% -3% -2% -1% 0% 1% 2% 3%

50歳以上（2015-19年の推移）

医薬品の製造販売に必要な証明書

規制当局

医薬品の種類 SAHPRAからの製造・販売ライセンス 有効期間

医薬品
 製造: SAHPRAが公表した医薬品の製造管理及び品質管理に関するガイドライン。
 流通: 医薬品の卸売業者、輸入業者及び小売業者に対して発行されるSAHPRAから許可証を取得する。

ガイドライン
が改訂され
るまで、また
は5年間

クラスB医療機器  製造国又は最終組立国からの自由販売証明書。

クラスC及びD医療機器
 以下規制当局の少なくとも一つによる当該医療機器の市販前承認または登録の証明：

オーストラリア医療機器庁 (TGA) 、ブラジル国家保健審査庁、EUのCE認定証、日本の製造販売承認証

、米国FDAによる市場前承認、世界保健機構による事前審査
 製造国又は最終組立国からの販売証明書。

• 申請者は、 1995年医薬及び関連物質法第22条 (1) (b) に基づく医療機器設置許可の所有者である場合に限り、医療機器を輸出、輸入、製
造又は頒布できる。

• また、申請者はGlobal Medical Device Nomenclature Code (GMDN) による製品分類を提出し、医療機器の製造、輸入、輸出、または販売の許
可を申請する必要がある。

• さらに、当該医薬品を製造又は販売するには、製造業許可又は販売業許可を受ける必要がある。

保健省 (NDOH) 南アフリカ保健製品規制機関 (SAHPRA)
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(3) 外国投資に関する規制 
 南アフリカ政府は外国直接投資（FDI）の推進を図る一方、国内産業の保護、国内の中小・零細企業の

成長促進及び雇用創出のため、2017 年 1月に特恵調達規制を改正するなど外国投資に対する規制を行い、

外国企業が政府の入札に参加することが難しくなっている。 
また、2018 年には、外国企業による直接投資を見直し、現地企業の利益を保護する競争改正法案が導

入されている（以下概要参照）。これに伴い、医療機器や医薬品の製造を行う外国企業や多国籍企業は現

地企業との合弁事業を行うことが一般的になっている。 

 2013 年黒人経済権限法: 
 外国人の私有財産に制限はないが、「黒人経済権限法」によると、外国企業が政府の入札や契約

に入札の優先権を得るためには、南アフリカの黒人国民と一定の企業所有権を維持する必要が

ある。 

 2017 年優先調達規則 
 国家調達の特定分野の 30%を、中小零細企業や協同組合、タウンシップや農村企業からの購入

に割り当てている。 

 2018 年競争法改正法案: 
 国家安全保障上の利益の保護に基づき、外国直接投資 (FDI) や外国企業の M&A を見直すこと

としている。 

2-3-4-5. 国内外の保健関連企業の概況 
医薬品業界は南アフリカにおける基幹産業の一つであり、2017 年時点で 276 社が保健省の認可を受け

て同産業に関与している 40。国内医薬品市場は年約 7%の成長が見込まれ、2021 年までには 540 億 ZAR
（約 3,926 億円）に達すると予測されている 41。また、アフリカに所在する国際的に認定された約 500
の保健・医療分野の研究所の 90%が南アフリカにある 42。南アフリカ政府は、ICT 技術を活用した起業

を推進しており、保健分野でも多数の有力なスタートアップ企業が、幅広いサービスを提供している。 

                                                   
40 Who Owns Whom (2017) 
41 南アフリカ投資産業競争局 “Pharmaceuticals” 
42 Pharma manufacturing (2020) 
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図 2-35 南アフリカの主要スタートアップ 

  

医療関連のスタートアップ企業

本部：ケープタウン

設立:2018年
主なソリューション

• 健康管理方法に関するDNA遺伝子検査を提供。
• アプリケーションを使用して、テストのORコードをスキャンし、テスト結
果を取得できる。

本部：ダーバン

設立:2015年
主なソリューション

• 4歳までの子どもの体温と呼吸数をモニターするためのウェアラブル
デバイスを開発。

本部：パークモア

設立:2007年
主なソリューション

• 高度な遠隔患者監視システムを提供。

本部：ケープタウン

設立:2012年
主なソリューション

• 一般医療従事者と眼科医を結びつけるアプリケーション。
• 医療従事者への情報提供、視力検査のチェック、患者情報の確認
などが可能。

Vula
Mobile

本部: ケープタウン

設立:2016年
主なソリューション

• 医師が代理医師を検索するためのプラットフォームを提供。

本部：パール

設立:2017年
主なソリューション

• 複数の健康障害に関するオンライン医療相談サービスを提供。
• ユーザーはビデオや音声で医療専門家とコミュニケーション可能。

Udok
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 コートジボワール 
2-3-5-1. 概況 43 
(1) 面積・人口・言語 

コートジボワール共和国は、日本の約 0.9 倍にあたる 322,436 平方キロメートルの面積に、人口 2,640
万人（2020 年推測）の人口を有する。公用語はフランス語である。 

表 2-22 コートジボワールの概況データ 

 

(2) 経済 
コートジボワールの基幹産業は農業で、農業に従事する人口は全体の約 50％を占め、GDP の約 30％、

輸出の大部分を占める。また、1993 年より産油が開始され、近年、石油・石油製品は、コーヒーの輸出

と並び主要貿易品目となっている。政府は、国民の生活水準向上及び 2020 年までの新興国入りを目指し、

2012 年に「2012－2015 年国家開発計画（PND）」を策定。国内インフラ整備等による復興計画に取り組

み、2012 年以降毎年約 7～9％の高い経済成長を維持している。 
2020 年は、新型コロナの流行により欧米輸出主要相手国の需要が減少し、輸出量は 12%減少した。た

だし、政府は急速な投資や輸出、個人消費の増加によって 2022～24 年にかけて GDP は年間 4.9%平均

で成長すると予測している。 
 
2-3-5-2. 保健分野の概要 
(1) 医療保険制度 44 
コートジボワールでは、長年、公的医療保険が存在しておらず、保健分野の改善を妨げていた。2017

年に UHC 導入の実験段階の一環として学生約 80 万人が国民健康保険基金に登録が開始され、順次利用

範囲を拡大する計画が立てられている。 
 

(2) 医療費支出 
医療費の GDP 比は 4.52%、国民一人あたりの医療費支出は 70USD であり、これは世界平均（一人あ

たり 948USD）の約 7%である。 

 (3) 医療施設数 45 
コートジボワールには一次医療を担う 2,027 の保健センター、二次医療を担う 84 の地区病院、三次医

療を担う 17 の地域総合病院、2 つの専門病院、5 つの大学病院が存在する（2019 年）。コートジボワー

ル政府は 2020 年末までに地区病院の数を 98 に、地域総合病院の数を 22 まで増やす計画を立てている。 
 

                                                   
43 日本国外務省ホームページ「各国・地域情勢」より入手（2021 年 3 月 15 日時点） 
44 Chave (2017) 
45 Oxford Business Group “How Côte d'Ivoire is improving access and quality of health care”及び同” “Eugène Aka-Aouélé, Minister 
of Health: Interview” 

人口 言語 GDP
成長率

1人あたり
GDP FDI インフレ率 失業率 貧困率 財政赤字

(対GDP比)
公的債務
(対GDP比)

2640万人
(2020) フランス語 -5.6% 

(2020)
USD 1,580

(2020)
USD 4,700万

(2021)
1.6% 

(2020)
3.4% 

(2020)
29.8% 
(2015)

4.1%
(2020) 19.8% (2020)
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2-3-5-3. 保健分野に関する統計 
(1) 出生率・死亡率・平均寿命 
コートジボワールの平均寿命は 57.4 歳（世界平均：72.0 歳）、出生率は 4.6 人（女性一人あたり。2018

年）（世界平均：2.42 人）、粗死亡率は 1.0%（2018 年）（世界平均 0.8%）である。 

表 2-23 コートジボワールの医療費支出及び保健環境データ 

 
(2) 死因疾病負荷 

コートジボワールでは、非感染性疾病（NCDs）が死因の 37%を占め、2030 年までに感染症を上回る

ことが予想される。また、同国はマラリアの感染率が世界で最も高い国の一つであり、2018 年の死亡率

は 10 万人あたり 3,133 人、疾病別死因でトップとなっている。政府によるマラリア撲滅の取組にも関わ

らず、マラリアの疾病負荷及び死因リスクは依然増大傾向にある。 
2015~2019 年の期間で年齢別の疾病負荷を比較すると、0～5 歳及び 5～14 歳の年齢層ではマラリア

を除く疾病負荷が下がっており、特に HIV/AIDS 対策が奏功していることが伺える。一方、マラリアに

ついては 5 歳以下を除く全グループで負荷が増大しており、深刻な状況である。 

表 2-24 コートジボワールの疾病負荷・死因データ 

 
 

指標 数値（年次）

政府の一人あたり医療費支出 USD 25 (2015)

一人あたり医療費支出 USD 70 (2020)

医療費支出(対GDP比) 4.52% (2020)

肥満率 10.3% (2016)

保健指標 数値（年次）
平均余命 57.4年(2018)

1,000人あたり死亡率 10 (2018)

乳児死亡率（1000人あたり） 7.9 (2019)

出生率（女性一人あたりの出生数） 4.6 (2018)

1,000人あたりの医師数 2.3 (2018)

1,000人あたりの看護師と助産師数 0.61 (2018)

疾病別の死因

# 疾病 死因
2019

死因
2018

順位の
変遷

1 マラリア 29,397 27,758

2 新生児障害 23,029 23,745

3 下気道感染症 16,980 17,608

4 HIV/エイズ 13,637 14,696

5 虚血性疾患 9,649 9,502

疾病負荷（DALY: 障害調整生存年数）

# 疾病 DALYs  
2019

DALYs 
2018

順位の
変遷

1 新生児障害 2,110,908 2,179,036 

2 マラリア 1,965,685 1,880,936 

3 下気道感染症 1,029,358 1,089,109 

4 HIV/エイズ 751,134 814,378 

5 下痢疾患 535,797 582,920 
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図 2-36 コートジボワールの年齢層別疾病負荷グラフ 

 
2-3-5-4. 保健分野に関する施策及び法規制 
(1) 基本施策 

コートジボワールでは、保健状況の改善のため、2018 年に策定された国家開発計画 1 においてユニバ

ーサル・ヘルス・カバレッジを重点項目に定め、翌 2019 年に採択された医療制度管理法を基本施策とし

て各種保健政策が進められている 46。 

 ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（UHC） 
 UHC を加速するため、政府は 2018 年に国家開発計画 1 を策定し、2020 年までにすべての人々

に多様で質の高い保健サービスを提供することとしている。 

 医療制度管理法 
 2019 年 7 月、医療制度の運営を変更する法案として国会にて採択された。  
 公衆衛生センターを公立病院施設と改称し、公立病院の収益を増加させ、サービスの質を改善

し、コストを削減することを定めた。 

(2) 医薬品に関する法規制 
コートジボワールでは、保健省が医薬品の規制当局であり、関連するガイドラインを発行している。医

薬品の登録手続きは図 2-37 のとおりである。申請に関する審査は保健省、専門委員会及び国家委員会

で行われ、審査は通常 120 日程度を要する。 

                                                   
46 Oxford Business Group “How Côte d'Ivoire is improving access and quality of health care” 

X軸：死者数の増加率（泡のサイズは死者数）
Y軸：疾病負荷の増加率

X軸：死者数の増加率（泡のサイズは死者数）
Y軸：疾病負荷の増加率

X軸：死者数の増加率（泡のサイズは死者数）
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Y軸：疾病負荷の増加率
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図 2-37 コートジボワールにおける医薬品登録手続き 

(3) 医薬品・医療機器の調達・流通組織 
コートジボワールでは、公立病院における医薬品の購入は保健省公衆衛生薬局に集約されており、そこ

から卸 4 社、民間薬局 850 社、薬局 542 店に供給されている（調査時点）。また、国内には 8 つの医薬品

生産施設があり、国内メーカーが国内医薬品市場の推定 6%を占め、残りは輸入によって供給されている。 
国内では、違法に製造された医薬品（偽造医薬品）の流通が問題となっており、流通する医薬品の 30%

にも上ると推測されている。偽造医薬品による健康被害も多数報告されており、政府が広報キャンペー

ンを行っているが、大きな効果は上がっていない 47。2017 年から 2021 年には、米国 USAID がコート

ジボワール保健省の医薬品サプライチェーン統合・改善プロジェクトを実施している 48。 
また、医薬品の輸入・販売には、保健省への登録と最終承認が必要であるが、ECOWAS（西アフリカ

諸国経済共同体）に基づく承認手続きを取るため、約 120 日を要する。 

 
図 2-38 コートジボワールにおける医薬品調達の概要 

                                                   
47 The Observers (2018 年 3 月 5 日) 
48 Chemonics “Promoting Supply Chain Integration in Côte d’Ivoire” 

医薬品登録
医薬品の登録要件-概要

登録出願
医薬品の製造業者は、薬事・医薬局長を経由して、次の事項を記載し
た申請書を保健大臣に提出する。
• 申請品目
• 出願人の名称
• メーカーの名称
• 製造、品質管理及び包装の場所
• 製品の商品名、有効成分の一般的国際名称又は科学的名称、製
剤形態、表示

• 提供されたサンプル数
• 価格証明書(付加価値税を含まない仕入先価格)

• 提出された一式文書の性質

コートジボワールでは、医薬品の輸入・販売には、保健省への登録が必要である。
登録要件

添付ファイル
• モジュール1:承認申請者、製造業者、製品の企業化に関する情報を含
む行政文書

• モジュール2:技術一式文書の要約
• モジュール3:品質に関する文書
• モジュール4:非臨床試験資料
• モジュール5:臨床試験資料
• サンプル: 必要数は分析によって異なるが、ほとんどの場合30個のサンプ
ルが必要である。

コートジボワールにおける医薬品の調達
医療調達の概要

• 病院や診療所は、医療機器や医薬品を入手するために、医療機器の入札や入札に参加することが可能。
• 同入札はオンラインでも参加可能であり、グローバル入札公告及び入札契約書は様々な政府機関、多国間資金調達機関、民間企業によって
公開されている。

• 国内で操業する製薬会社が少ないため、流通業者は海外メーカーと連携している。公立病院は公設の卸売業者が、薬局は民間業者が提供し
ている。

サプライチェーンの概要
• 医薬品のほぼ全ての需要は輸入によってまかなわれており、2018年に稼働している現地生産拠点は8か所で、供給の約6%を占めている。
• 流通分野では、医薬品の60%から70%を流通させる公共卸売業者と民間企業4社に集中している。

— 公立病院はNouvelle Pharmacie de laSantéPublique (Nouvelle-PSP) によって供給され、民間販売は主要4社によって独占されている。
この4社の内、1社は国内企業で、他の3社はヨーロッパの大手製薬会社および物流会社と提携している。

サプライチェーン統合を促進するためのUSAIDとのパートナーシップ
•USAIDはコートジボワール保健省と提携し、エンド・ツー・エンドの可視性を備えた保健製品サプライ・チェーン・システムの構築を支援。
•同システムにより、HIV/エイズ、マラリア、母子保健、家族計画のための保健製品の利用可能性が改善される見込みである。
•プロジェクトの目標には、国全体のサプライチェーンの強化、保健省の管理能力構築、サプライチェーンのギャップ対策、適切な情報に基づいた意思
決定を行うための計画立案、意思決定、問題解決のためのデータの収集と利用支援が含まれる。
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図 2-39 コートジボワールにおける医薬品認証の概要 

 

2-3-5-5. 国内外の保健関連企業の概況 
上述のとおり、コートジボワールの医薬品需要はほとんどを輸入に頼っているが、2019 年にモロッコ

の製薬大手 Pharma5 がコートジボワール国内に製造拠点を建設するなど、一部で国内での開発も進んで

いる 49。ICT 技術を活用した保健分野のスタートアップ企業については、主要な例は図 2-40 のとおり

である。オンライン医療ネットワークシステム、妊婦・母親のためのワクチンリマインドシステム、医療

事務支援プラットフォームに注目が集まっている。 

 
図 2-40 コートジボワールの主要スタートアップ  

                                                   
49 日本貿易振興機構（2019） 

登録出願
医薬品の製造業者は、薬事・医薬局長を経由して、次の事項を記載し
た申請書を保健大臣に提出する
• 申請品目／出願人の名称／メーカーの名称
• 製造、品質管理及び包装の場所
• 製品の商品名、有効成分の一般的国際名称又は科学的名称、製
剤形態、表示

• 提供されたサンプル数
• 価格証明書(付加価値税を含まない仕入先価格)

• 提出された一式文書の性質

登録要件

添付ファイル
• モジュール1:承認申請者、製造業者、製品の企業化に関する情報を含
む行政文書

• モジュール2:技術一式文書の要約
• モジュール3:品質に関する文書
• モジュール4:非臨床試験資料
• モジュール5:臨床試験資料
• サンプル: 必要数は分析によって異なるが、ほとんどの場合30個のサンプ
ルが必要である。

出願の受領

管理分析

不備あり 不備なし

出願人への通知

出願人の応答 国家委員会

専門家委員会

却下 承諾 保留

国内委員会の決定通知書

抗告 製造販売承認案 追加情報の提出
約120日

申請手順

本部:アビジャン

設立:2018年
主なソリューション

• すべてのアフリカの医師をオンラインで繋ぐことを目的に開発され
たプラットフォームアプリケーション。

• 医療専門家ネットワークとして、複数の医師が患者や疾病につ
いてリアルタイムで診断や、議論、問題解決を行うことが可能。

本部:アビジャン

設立:2018年
主なソリューション

• 医療顧客エンゲージメント、請求サイクル、収益管理の最適
化を支援する薬剤管理のためのプラットフォーム。

• 医療従事者向けに、保険契約や保険請求を管理するサー
ビスも提供している。

医療関連のスタートアップ企業

本部:アビジャン

設立:2019年
主なソリューション

• e-ワクチン接種登録システムであり、ワクチンに関して母親や妊婦
にSMSと電子メールのリマインダーを送信する。

• ワクチン脱落率を減らし、実施されるすべての予防接種へのアク
セスを可能にする。
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 対象各国比較 
 対象各国の医療費支出と疾病負荷 

ここまで各国の経済及び保健指標を分析してきたが、ここでは初期取組国及び新規取組候補国の合計

11 か国における、国民一人あたり医療費支出と疾病負荷に関して比較検討する。 
図 2-41 では各国の一人あたり医療費支出を分類し、2011 年と 2017 年で比較している。南アフリカと

チュニジアを除くサブサハラ諸国での支出額はガーナ、ケニア、コートジボワールが高く、他の対象国

は、GDP 及び GDP に占める医療費支出が低いエチオピアを除くと、ほぼ同じ水準である。 
図 2-42 では、各国の疾病負荷を比較している。ここでは、DALY（障害調整生存年数：疾病により早

死にすることで失われた年数と疾病により障害を持つことで失われた年数の合計）を感染症、非感染性

疾患、事故等の大きく 3 つに分けて比較している。非感染性疾患の割合が突出して高いのはチュニジア

（DALY が国民一人あたり 0.23 年分のうち 78.4%）であり、ガーナ（DALY が 0.40 年分のうち 40.0%）、

セネガル（DALY が 0.36 年分のうち 39.0%）、ウガンダ（DALY が 0.38 年分のうち 36.5%）の順である。

チュニジア以外の対象国は DALY のうち感染症が 50~70%を占める。 
疾病負荷に関し、非感染性疾患の要因となる肥満・糖尿病・高血圧も含めた比較は、COVID-19 のリス

ク要因にも関係するため、第 3 章にて比較する。 

 
図 2-41 国民一人あたり医療費支出 
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図 2-42 国民一人あたり疾病負荷 

 
 新規取組候補国 

新規取組候補国に関しても、表 2-25 にて、主な政策と実施状況、主要な疾患、薬事登録等の規制、コ

ロナ禍での規制面の変化について比較している。政策面の特徴は、南アフリカは国家の重点開発計画に

保健分野を指定していること、ルワンダは ICT 等へのパラダイムシフトを記述していること、チュニジ

アは非感染性疾患対策に重点を置いていることが挙げられる。 
疾病については、南アフリカは HIV や結核が非常に疾病負荷が高いこと、ルワンダでは薬剤耐性を持

つマラリアの影響が近年あったこと、コートジボワールはマラリアが最大の疾病課題の一つであること、

エチオピアは前述のように GDP や医療費支出が低く課題対応が遅れがちのため母子保健の課題（新生児

障害等）が大きく残ること、チュニジアは上述のように非感染性疾患が非常に大きいことが挙げられる。 
認証については、南アフリカやエチオピアでは本邦の PMDA 認証取得により、該当国での薬事登録が

迅速に対応されることが可能である。 
表 2-25 新規取組候補国の比較 
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 国家開発計画: ビジョン
2030では保健を5大重
点分野とし、中期5か年
計画を実施

 国民健康保険をUHCの
要として2011年から推
進

 HIVが圧倒的に大
きい疾病負荷

 死因の3位と4位
には脳卒中や心
疾患

 結核も依然として
大きな課題

 保健製品規制機関 (SAHPRA)が医薬品と
機器の認証と輸入を管轄（ライセンスは5
年ごと）

 クラスCとDにはPMDAが有用

 国家感染予防管理戦略フレームワークを策定
（適切な手指衛生、個人用保護具の使用、
環境と医療器具の洗浄と消毒等）、WHOと
共にマニュアルも開発

 保健セクター戦略
(2018-2024)では医療
ICTなどへのパラダイムシ
フトを強調

 新生児障害、マラ
リア、結核が依然
として重要課題

 高齢者に心疾患
と脳卒中が増加

 認証はRwanda FDAが管理し、GMP等の国際基準検査を通じ5年間のライセンスが付与される
 調達は2020年設置のRwanda Medical Supply （前身はRwanda Biomedical Center）が
管理

 大半の医薬品を輸入（1億ドル）に依存している状況

 医療制度管理法案
2019により公立病院の
管理体制の効率化を実
施

 皆保険制度は2015年
に開始

 マラリアと新生児
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病課題

 認証は保健省が実施
 公立病院向け調達はNouvelle-PSPが、民間向け調達は4社の寡占（3つは欧州企業）
 医薬品の90%は輸入依存

 保健転換計画 (2015-
2020) にて医療費自己
負担を15%未満と国産
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 新生児障害や
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 医薬品供給局 (EPSA) が政策と連動し国内メーカーとの長期契約を締結
 食品医薬品局 (EPDA) がクラス I ~IVに分類（4年有効）、PMDAにより迅速手続き可能

 NCDs予防管理戦略
(2018-2025) にてマルチ
セクターの取組みを推進

 心疾患、脳卒中、
慢性腎疾患が疾
病負荷・死因共
に上位

 薬事医薬品局 (DPM)が管轄し、ラボ医薬
品管理局 (LNCM)の評価のもと認証（5
年間有効、輸入ライセンスは毎年更新）

 現在は電子調達が必須化 (TUNEPS)
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 新型コロナによるアフリカの医療情勢、経済情勢の変化

及びヘルスケアビジネスに関する規制に関する調査 
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 初期取組国 
 ケニア 

3-1-1-1. 感染動向 
2021 年 2 月時点でのケニアでの感染は、2020 年 7-8 月にかけての第 1 波（ピーク時の日次新規感染

者数は 7 月 26 日の 960 人）と、2020 年 10-12 月にかけての第 2 波（ピーク時の日次新規感染者数 11 月

27 日の 1554 人）が見られている。日次の死亡者数は第 1 波のピーク時に 23 人、第 2 波のピーク時に

41 人が記録されているものの、死亡率は第 1 波前の 2020 年 5 月 18 日の 6%をピークに 1%台後半の推

移に落ち着いている。2021 年 3 月 13 日時点では、第 2 波の収束前に第 3 波といえる状況（日次新規感

染者数 870 人）に至り、累積感染者数は 112,805 人（うち死亡者は 1,908 人）となっている（参照：図 
3-1）。なお、累積 9 万件の症例のうち、4 万 2 千件以上はナイロビ首都圏と第 2 都市モンバサ都市圏が

占める。 

上述のように、一定の感染抑止が為されているケニアだが、早期対策が講じられている事が特徴であ

る。図 3-2 にみられるように、2020 年 3 月 13 日の最初の感染確認から 2 週間後の 27 日に夜間外出禁

止、国際線の運航停止、マスク着用等の対策を実施した。また、第 2 波の傾向が顕著になる前には、再び

会合中止や外出禁止令を出す等、感染拡大前の対策が見られるが、これに寄与しているのが、National 
COVID Taskforce と考えられる（本調査協力者の AHB 社はタスクフォースメンバー）。 

社会経済的には経済活動や運輸の停止に伴い、2020 年はマイナス経済成長が予測されていたが、最新

の IMF の見通しではプラス 1.0%に上方修正された。失業率は倍増し、財政赤字も大きく拡大すること

が想定される。これに対し 2020 年 5 月には経済対策プログラムが発表され、中小企業支援（130 億 KES：
123 億円）や遠隔教育 (65 億 KES) 及び保健医療分野 (17 億 KES) 等に対して資金提供がなされた。 

 

図 3-1 ケニアの感染動向 
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 COVID-19により国民の栄養不良や食料不足はさらに深刻化
• COVID-19の封じ込め対策は、ケニアでの健康的な食事へのアクセスを妨げ、栄
養失調と食糧不安の状況を悪化させている

• 2020年時点で5歳以下の子どもの発育障害は全体の26.2%であるが、パンデ
ミックにより貧困層を中心に今後数は上昇する

 国際社会からの支援
• カナダ発NGOであるNutrition Internationalはケニア政府と共同で食糧や栄養
に係るプログラムを開始し、自治体への指導を行っている

• WFPはCOVID-19の影響を受けたナイロビ地域の住民に支援を展開

 医療従事者の少なさによりCOVID-19への対応がひっ迫
• 医師、技術者、救急医療看護師の不足が深刻になっている
• ICU設備がある病院は47カウンティ中22カウンティのみであり、現時点で非

COVID-19患者が既にその90%を利用している
• ケニアには集中治療ベッドが537床と人工呼吸器が256台しかなく、ケニアの

ICUベッドのほぼ75％がナイロビとモンバサに集中している
 ケニアの対応

• 医療機器の大量供給に向けて最新技術の活用を推進しており、人工呼吸器
や3Dプリンターで生産したフェイスシールドなどを開発

政府による徹底したロックダウン等の施策に反して、COVID-19の
症例数はアフリカの中でも非常に高い

 ドローンの活用
• COVID-19の影響により2020年5月に国内でのドローン使用を認める法案を通
過した

 遠隔診療の普及
• COVID-19に特化した遠隔診療サービスを2020年3月に開設した
• 2020年5月、Minet Kenyaは複数の医師と提携し、ケニアの顧客向けに遠隔医
療サービスを開始した。

• 通信会社とヘルスケアサービス会社が2020年5月より患者と医師を電話でつな
ぐ「Dial Daktari」サービスを展開した
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図 3-2 ケニアの感染状況概要と対策 

 
3-1-1-2. 感染拡大による影響 
新型コロナ拡大に伴い、医療インフラの全体的な不足や都市・地方での格差、信用性のある医療データ

の不足、食糧供給の悪化が懸念されており、政府及び国際社会の支援が行われている。 

(1) 医療インフラ不足 

パンデミック以前は、ICU ベッドを有するカウンティ―（郡）は 22 に留まり、また、病床数の 537 床

のうち 75%はナイロビとモンバサに集中しており、国内の格差が顕著となっていた。また、三次医療ま

で提供可能な病院も 22 に留まり、人工呼吸器も 256 台と限定的であった。 

これに対し、政府は保健支出を医療インフラ改善のために 100 億 KES（95 億円）増額した。新型コロ

ナの経済政策の中で、1 年間に資格認定レベルの医療従事者を追加で 5,000 人追加雇用する予定である

他、17 億 KES は公立病院の病床拡大に使用される。また、EU から 2.7 億 KES が供与された他、2020
年 7 月には国連によりナイロビ病院（私立）に ICU ベッド等の設置が為された。 

(2) 医療データ不足 

新型コロナに関する信頼性のあるデータについて課題が挙がっている。例えば、無症候患者数、新型コ

ロナ対策の有用性、及び医療機器とスタッフの要件を決定する際に、顕著な情報格差があることが指摘

されている。これに対し、米国の NGO である IntraHealth は、保健人材情報システム iHRIS のデータ

や健康情報を提供し、ケニア政府が重篤な症状リスクのある集団の特定や、重度感染区域のニーズ算出

を支援している。 

 2020年3月13日の最初の感染確認後、3月27日には夜間外出禁止令、国際線運航停止、マスク着用義務、車両容量削減、学校や礼拝
所の閉鎖、公共集会の制限などの措置を即実行

• National COVID Taskforceが設置され、リスク評価と対応方針となる” Kenyan COVID-19 Contingency plan”策定等にあたっている
• 第2波到来の20年9月28日の外出禁止令に加え、10月の病床占有率増加に伴い、11月4日から2か月間の夜間外出禁止令を再発布
• 累積症例数が9万例を超え（20年12月10日）、内訳はナイロビ35,000例、モンバサは7,000例以上
• 専門的な治療や対策にあたる適切な医療従事者の不足が露呈された

感
染
状
況

 社会経済的影響
• 2008年以降初の四半期のGDPマイナス成長を記録し、2020年は通年でも-0.5%GDP成長の想定
• 2020年第2四半期には失業率が前年から倍増し、10%を記録（190万人が新たに失業）
• GDPに占める財政赤字比率は予算目標の6%から8.5%まで大きく拡大
 経済対策（2020年5月の537億シリングの経済刺激プログラム）

• 保健医療には国公立病院の病床拡充や医療従事者の雇用のため17億シリング
• その他、中小企業のVAT還付等の支援に130億シリング、遠隔教育振興のため人材等に65億シリング等

影
響
と
対
策 1 KES （ケニアシリング） = 0.95円

最新のIMF統計では
+1.0%成長に上方修正
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図 3-3 ケニアの保健や栄養への影響 

(3) 栄養と食料へのアクセス 

新型コロナ対策として移動制限が課されたことにより、食料供給不足が深刻化している。2020 年第 3
四半期には、東アフリカ地域において食料不安に直面している人口は 4,300 万人に増加することが推定

される他、乳幼児死亡率は 45%程度増加することも予測されている。また、ロックダウンに伴う物流制

限に起因する食糧供給の悪化により、低所得世帯における栄養バランスの取れた食事の提供が妨げられ

ているため、ケニアにおける乳幼児の 26%が抱える、栄養失調に起因する発育阻害は更に悪化すること

も予想されている。 

これに対し、カナダの NGO である Nutrition International は、コロナ禍の食糧・栄養安全保障と社

会保護に関する諮問委員会を設置し、地方自治体と協力して栄養ガイドラインの理解促進やリーダー育

成プログラム等を行っている。また、政府は国連世界食糧計画（WFP）、米国、フィンランド、ポーラン

ド、スウェーデンの支援を受け、ナイロビで 25 万人以上の貧困層に栄養支援を実施している。 

3-1-1-3. 政府の対策やビジネス動向 

(1) 遠隔医療等に関する動向 

ケニアはmPesaに代表される携帯電話を通じた振込や送金が行えるアプリケーションが世界的にも高

水準で普及しているが、感染拡大に伴いその傾向は拡大している。 

ケニア保健省は、National eHealth Policy 2016-2030 において、ICT を利用した高品質の医療サービ

スの提供の枠組みを提示し、また、Kenya Health Act 2017 や Health Information Policy 2014-2030 に

おいても、eHealth、特に国民健康情報システムの構築の重要性を強調してきた。その中で、病床数や薬

局等の施設に関する Master Health Facility List（KMHFL）や地区保健情報ソフトウェア（DHIS-2）
等のシステム構築のために、e-Health ユニットを設立し、ケニア健康情報学会（KeHIA）と協力して、

全国単位での患者識別コードや健康情報システムの認証フレームワークの確立などを実施していた。 

医療インフラの全体な不足と格差
• パンデミック以前は、ICU（集中治療室）を有するのは47の郡のう
ち22郡のみ
 422の病院のうち、三次医療を提供できるのは22病院のみ
 ICUは537床（うち75%はナイロビとモンバサに集中）、人工呼吸器
は256台と限定的

政府による対策
• 政府保健支出を2019年のKES 730億から2020年のKES 830億に増額
（医療インフラ改善）

• 景気刺激策の一環で、政府は資格認定レベルの医療従事者を追加
で5,000人一年間雇用する予定
‒ KES 17億は公的病院の病床数拡大に使用

• EUの市民保護・人道支援活動局(ECHO) はKES 2.7億（無償）で
提供

• UNによる私立ナイロビ病院へのICU設備等の設置（20年7月）

政府による対策
• IntraHealth（米国NGO）は、iHRIS（保健人材情報システ
ムソフト）のデータと健康調査を活用
 重篤なCOVID症状のリスクのある集団の特定と、該当重篤区域の
労働力要件をケニア政府が算出するのを支援

パンデミックの影響を評価するための医療データの不足
• 無症候患者数、コロナ対策の有用性、および医療機器とスタッ
フの要件を決定する際に、顕著な情報格差がある

栄養と食料へのアクセスの低下
• コロナ対策に伴う物流制限に起因する食料供給の悪化
 東アフリカの食料不安に直面している人々の数は、2020年第3四半
期には4,300万人に増加すると推定

 基本的な保健サービスの中断の結果、五歳未満の死亡率は45%増
加すると予測されている

• ケニアの乳幼児の26.2%が栄養失調のため発育が阻害されているが
、パンデミックにより更に悪化する想定（”Global Nutrition Report 
2020”)

 ロックダウン等の制限により、低所得世帯の栄養バランスの取れた食事
の提供の妨げになっていると分析

政府による対策
• Nutrition International（カナダNGO）はコロナ禍の食糧・栄養安
全保障と社会保護に関する諮問委員会を発足

 地方自治体と協力して技術的リーダーシップ支援の提供、栄養に
関する世界的ガイドラインの理解促進、栄養プログラムの提供戦略
の策定を実施

• WFPはナイロビで25万人以上の貧困層に栄養支援を実施

 米国、フィンランド、ポーランド、スウェーデンの支援を受け、ナイロビの
一世帯KES4,000の毎月の支援金を提供
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医療分野の ICT の事例として、M-Tiba Health Wallet 社は mPesa の決済プラットフォームを活用し、

これまで紙媒体だった請求書等の情報を、一般利用者、医療機関、公的保険をデジタル接続するサービス

を展開している。利用者は保険料を毎月 100 KES を積み立て、提携医療機関の医療サービスは治療デー

タと共に保険会社へ即時送信され、医療機関も保険会社からの早期還付が行われる。遠隔医療も公立・民

間の双方で事業が形成されている。ケニヤッタ国立病院は 2020 年に遠隔医療センターを設立したほか、

オンライン診療を提供する医療法人（Valentis Health 社と通信企業 Telekom Kenya 社の共同事業等）

や、スタートアップ（SASAdoctor 社の医師相談アプリ等）も立ち上がっている。 

 
図 3-4 ケニアの医療 ICT や遠隔医療の推進 

 

 

図 3-5 ケニアの遠隔医療スタートアップ 

• National eHealth Policy 2016-2030では、ICTを利用した高品質の医療
サービスの提供の枠組みを提示

• Kenya Health Act 2017やHealth Information Policy 2014-2030によっ
ても、eHealth、特に国民健康情報システムの構築を重要性が述べられ
ている

• 2020年の調査（39人の郡保健記録情報管理者 (CHRIO) 、58人の病
院管理者、9社のデジタル保健ベンダー）にて、公立病院でeHealthの
導入による運営改善を分析し、以下の結果が確認された
 公立病院では、行政サービスや検査室管理システムのためのデジタル化が進
んでいる

 集中的な人口データ収集のためのDHIS-2（地区保健情報システム）や、
結核・HIVプログラムを管理のためのOpenMRSのような健康情報学のイニシ
アチブは増加すると予想される

• 保健省は、マスターファシリティリスト(MFL) や地区保健情報ソフトウェア
(DHIS-2)などの国レベルのシステムの設定を支援するために、e-Healthユ
ニットを設立
 ケニア健康情報学会 (KeHIA) と協力して、全国単位での患者識別コードや

健康情報システムの認証フレームワークの確立などを実施
• M-Tiba Health Walletは、銀行振込プラットフォームmPesaを活用し、認
定医療機関への支払資金を確保

政府/民間の技術イニシアティブ

医療保健の事業機会

• ケニアの高水準のインターネット普及（2017年は84%）により、遠隔医
療産業は成長の基盤がある

• 政府によるNational eHealth Policy 2016-2030, Health Information
Policy 2014-2030等の施策により遠隔医療サービスは国家的な優先事
項とされている

• ケニアの多くの病院では診察に遠隔医療を採用している
• ケニアでは農村地域の医療サービスのアクセスや医療従事者の不足
（人口1万人あたりの医師は2名以下：世界銀行 2018）への対応策
としても期待される

• 2020年3月、ケニヤッタ国立病院は遠隔医療センターを開設
 ケニアはインド等の海外での治療を受けることが多かったが、同センターにより海

外渡航の負担とリスクを削減
• 2018年設立の遠隔医療企業SASAdoctorは、コロナにより利用数が70%
増加

• 2020年、Minet Kenya（医療保険ブローカー）は、医師と連携して遠隔
医療サービスを開始

• 2020年、Telkom Kenyaと医療法人Valentis Healthが連携し、医療コン
サルティングサービス”Dial Daktari”を開始

遠隔医療医療ICT / e-Health

本社:ナイロビ

設立:2017年
主なソリューション

• 処方箋をオンラインにアップロードすることで、市販薬や処
方薬を購入できるオンライン薬局

本社：ナイロビ

設立:2019年
主なソリューション

• 個人向けにオンライン初の健康保険プラットフォームを提供
するマイクロ保険会社

• 保険料の安いマイクロ保険や保険金請求処理サービスを提
供

本社：キスム

設立:2012年
主なソリューション

• サプライチェーンおよび在庫管理ソフトウェアのプロバイダー
• 在庫管理、売上の記録と追跡、財務分析、レポート作成な
どの機能で薬局を支援

本社：ナイロビ

設立:2015年
主なソリューション

• ケニアや東アフリカで普及している銀行振込プラットフォーム
”mPesa”の技術を採用

• 認定された医療機関に料金を支払うために利用されるドナ
ーと顧客から資金を確保
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(2) 法規制の変化 

新型コロナ検査キットに関する特別使用承認制度（ECUA: Emergency and Compassionate Use 
Authorization）が 2020 年 4 月に認定され、日本、米国、欧州、南アフリカ等の特定国と地域の認証を

得た製品が、特定要件を満たすことでケニア国内の利用が可能になった。また、5 月には ECUA の対象

製品が医療機器や体外診断用医薬品にまで拡大された。なお、承認プロセスについては第 5 章で詳述す

る。その一方で、ケニア政府は国内生産のマスクの輸出を一時停止し、追って N95 規格マスクや医療用

3 層マスクの輸出禁止を決定している。総じてケニアは新型コロナ対策を比較的早期に行い、一定の封じ

込めの成果を得てきていると考えられる。 

 
図 3-6 ケニアの医療機器に関する法規制の変化 

  

申請者の要件:
1. 南アフリカSAHPRA （南アフリカ保健製品庁）、オーストラリア、ブラジル、カナダ、ヨーロッパ、日本、および米国のいずれかの管轄区域にお

いて、市販前承認または登録の証拠を提出
2. 原産国の規制当局によって承認された真正性と合法性を確認する自由販売証明書を提供
3. オリジナルメーカーは、ISO 13485:2016認証を提出

• 2020年5月、世界的感染拡大を踏まえて、PPBはECUAの対象製品をコロナ検査キットから、コロナ関連のヘルスケア製品や医療技術、特に医療
機器や体外診断用医薬品に拡大した
 マスク、手袋、消毒剤、消毒剤などの製品に適用できた。
 ECUAの申請手続きは迅速化され、通常7営業日以内に回答する
 迅速化された場合もECUAガイドラインに準拠することは必須
 提出された申請書類に不備がなく、申請者は要件を満たし、PPBからの質問に対する適切な回答が適時に行われることが必要

• 2020年3月、ケニア政府は国内生産のマスクの輸出を一時禁止した
• 追って医療調達庁 (KEMSA: Kenya Medical Supplies Authority) CEOは、緊急計画の一環として、地元の製造業者と流通業者に対し、N 95規格
と医療用3層マスクの輸出禁止を発表

• 2020年4月、Pharmacy and Poisons Board (PPB) で、コロナ検査キットに対する特別使用承認 (ECUA: Emergency and Compassionate Use 
Authorization (ECUA) 制度が認定された

Emergency and Compassionate Use Authorization (ECUA) :

輸出入規制
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 ガーナ 
3-1-2-1. 感染動向 
ガーナにおける感染状況としては、2020 年 5 月から 8 月にかけての第 1 波（ピーク時の日次新規感染

者数は 8 月 1 日の 1,513 人）と、2021 年 1 月下旬から 3 月中旬にかけて第 2 波（ピーク時の日次新規感

染者数 1 月 31 日の 1,583 人）の 2 回の大規模な感染拡大が発生している。死亡率は比較的安定し、1%
台に満たない低いレベルの推移に落ち着いている。日次の死亡者数は第 1 波のピーク時に 15 人、第 2 波

のピーク時に 28 人が記録されている。2021 年 3 月 13 日時点では、第 2 波が減衰傾向であり、累積感染

者数は 87,480 人（うち死亡者は 679 人）となっている（参照：図 3-7） 。 

上述のように、ガーナにおいては感染抑止策が講じられ、世界的にも死亡率が低い国の一つとなってい

ている（2021 年 2 月 9 日現在、総症例数で世界第 88 位、総症例死亡率で 161 位）。世界的な感染が見ら

れ始めた 2020 年 3 月初めには国境を閉鎖し、ロックダウンを課し公共の集会を禁止する等の対策を実施

するとともに、予防プロトコル（社会的距離、マスク着用、手指消毒等）を講じてきた。 

他方、社会経済的な影響は、GDP 成長率や失業率に見られるように、小さくない。2020 年の成長率は

マイナス 0.2%まで落ち込んでいる。2021 年は回復基調となり 1.9%になる推定されている。財政赤字は、

減少傾向であるものの、2021 年においては 8.9%の赤字見込みである。パンデミックにより、2020 年 11
月時点で 4 万 2 千人以上の労働者が解雇されている。政府は、財政圧力を抑制しつつ、社会経済的損害

を最小限に抑えることを目指した「新型コロナ被害軽減プログラム（The Coronavirus Alleviation 
Programme）」において、ヘルスケア拡充・雇用支援・企業支援等を包含するプログラムを実施している。 

 

図 3-7 ガーナの感染動向 

 

 COVID-19の拡大によりガーナの栄養不足は加速見込み
• 5歳以下の子どもの低体重（12.6%）や発育障害（17.5%）が見られる
• COVID-19による失業率の上昇により、栄養不足人口は今後加速することが見
込まれる

• 5歳以下の死亡率は2000年より年間約4.1%ずつ改善している
 政府主導の対策

• ガーナ政府はWFPにGHS1千万を拠出した
• 私立教育機関に対して政府は支援策を提示することを予定している

 医療従事者、ICU機器、人工呼吸器、医薬品の不足が課題
• ICU病床数と医師数の確保が喫緊の課題である
• 2020年3月時点でCOVID-19の検査機関は1機関のみであった
• 医薬品の外国依存が高く（約80%）、COVID-19により調達が遅れている
 政府や国際機関のプログラム

• 保健省は病床数確保や人工呼吸器の補充のため、施設の寄付や助成金を
給付。2021年2月、総事業費USD7億7,000万で111の地区病院を建設する
計画を発表

• COVAXとのワクチン合意に至った最初の国であり60万ものワクチンを受け取った

初の事例確認以降の政府による効果的な働きかけにより、
COVID-19による死亡率は世界的に見ても低い水準である

 ドローンの活用
• ドローン輸送を現在4つの検査施設で導入し、Ziplineのドローンは、2020年5月～7月に、

2,500以上のCOVID-19サンプルをNMIMRとKCCRの試験センターに、そして医療施設に
～80,000の医薬品を届けた

 遠隔診療の普及
• 民間企業に加え、保健省とGhana Health Serviceは遠隔医療サービスの提供を開始し
た

 その他のヘルステック
• KNUSTはクマシ共同研究センター (KCCR*) とPCR検査に代わる10-15分で診断結果の

出る迅速検査キットの国内生産を開始
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図 3-8 ガーナの感染状況と経済対策 

 
3-1-2-2. 感染拡大による影響 
新型コロナ感染拡大に伴い、医療インフラ（医師、ICU ベッド、人工呼吸器等）の不足及び栄養と食

料へのアクセス低下が懸念されており、政府及び国際社会による支援が行われている。 

(1) 医療インフラ不足 

新型コロナの感染拡大により、医療インフラの不足が表面化した。具体的には、人口 10 万人あたりの

医師が約 1.8 人、人口 10 万人あたりの ICU ベッド数は約 0.5 床、人工呼吸器は約 200 人分と全体的に

不足している。また、医薬品や医療機器が輸入へ依存していることにより、供給に支障をきたしているこ

とも課題である。 

これに対し、政府は上述の「新型コロナ被害軽減プログラム」を通じ、医療施設・機器の供給への予算

手当や、医療従事者の救済措置を講じている。医療施設については、総事業費 7 億 7,000 万 USD を計

上し 111 の地区病院を建設する計画を立てている。一方で、人工呼吸器等に関し、国産の導入を計画し

ているものの本格的な生産には至っていない。 

(2) 栄養と食料へのアクセス低下 

新型コロナ以前より、ガーナにおいては特に子供の食糧供給に課題があり、5 歳未満の子どもの 17.5%
が発育阻害児であり、6～23 ヶ月の乳児の 13%しか必要な食事を摂取できていなかった。ロックダウン

による所得減少と失業増加（労働者 25.7%の減給、4 万 2 千人の解雇）に起因し、特に低所得世帯におい

て栄養バランスの取れた食事提供が困難となり、栄養失調等の状況を悪化させると予想されている。 

これに対し、政府は WFP と協力し、食料と栄養へのアクセス最適化プログラムを実施するために、

1,100 万 GHS（約 2 億円）を拠出している。 

 

感
染
状
況

影
響
と
対
策

 感染者状況
• COVID-19の総症例数で世界第88位、総症例死亡率で161位（2021年2月9日現在）となっている
• 2020年3月12日にCOVID-19の最初の感染確認後、政府が積極的な予防対策を実施しており、COVID-19の感染拡大を効果的に封じ込む
• 社会的距離を置くこと、マスクの着用、手の消毒を頻繁に行う、等の予防プロトコルを課してきた。公共の集会を禁止し、積極的な消毒等の
対策を実施し、ロックダウンを課すなどし、3月初めにガーナの国境を閉鎖

• 2020年8月現在、政府は消毒・燻蒸に7600万GHSを拠出

 社会経済的影響
• 2021年のGDP成長率は~1.9%と想定
• 財政赤字は、2020年の11.5％の赤字から2021年には8.9％に減少する見込みである（EIU調査）
• COVID-19による77万人の労働者の所得が減少し、4万2千人以上の労働者が解雇された（2020年11月現在）
 経済対策

• 政府が「Ghana Beyond Aid Development Strategy」を推進し短期的には工業化、FDI、輸出の改善が期待される
• 「The Coronavirus Alleviation Programme」の下で、失業による経済低迷を緩和するために様々なプログラムを実施
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図 3-9 ガーナの医療と栄養への影響 

(3) 新型コロナ検査キット不足 

感染拡大が始まった 2020 年 3 月時点においては、ガーナにおける新型コロナ検査設備を備えた検

査機関は一機関のみであった（野口記念医学研究所）。そのため、2020 年 3 月時点の 1 日の検査率は、

1,000 人あたり 0.01 回未満と極めて低かった。政府は、2020 年 10 月には、ロックダウン緩和に伴い

検査を強化するために検査場を 16 カ所に拡大することを、2020 年 11 月には、接触者追跡と検査を

強化する計画を発表した。また、政府は、診断薬やワクチン生産の国内能力を高めることを目的とし、

製薬セクターを支援するために薬剤師会と提携し資金拠出（1 年間で 330 万 GHS：約 6,240 万円）を

行うことを決定した。 

(4) 新型コロナ感染予防用品の不足 

政府は各種予防対策を講じてきたが、PPE（個人防護具）やマスクなどの感染予防用品が不足し対

策の効果を減じてきた。そのため、政府は現地企業に融資を行い、マスクや PPE の国内生産を支援し

てきた。2020 年 10 月には、国内で 18.8 百万枚のマスクが生産され、PPE の現地生産により 1 万人

の雇用が創出されている。 

医療インフラの不足
• 医師、ICU、人工呼吸器が著しく不足。COVID-19感染拡大に直面
しているガーナの医療セクターにとって大きな懸念材料である
 2020年10月の調査では、ガーナの人口10万人あたりのICUベッド
数は約0.5床である

 2020年5月のロイターの調査によると、ガーナには人口10万人当た
りの医師が約1.8人である（アフリカ諸国の中では22番目に医師
不足である）

 同時にガーナでのCOVID-19の感染ピーク時に必要な人工呼吸器
は2,680人であるが、ガーナには約200人分と限定的

• 医療消費の80％を輸入品（特に中国とインドから）に依存している。
この輸入品への依存によりCOVID-19の対応に、国内の医薬品や医
療機器の供給に支障をきたしている

政府による対策
• 医療施設：政府は2021年2月、総事業費USD7億7,000万で111
の地区病院を建設する計画を発表

• 医療機器：アカデミック・シティ・カレッジや KNUST等の大学は、組
み立てが簡単で低コスト(USD500-USD1,000)の人工呼吸器を設計。
しかし、臨床試験がまだひかえており国産人工呼吸器の本格的な生
産は遅れている

• 医薬品：スタートアップ企業「mPharma」は、サプライチェーンの非効
率性を緩和するための技術を導入し、薬価の安定化と引き下げを
図る

栄養と食料へのアクセス低下
• ユニセフの2020年報告書によると、5歳未満の子どもの12.6％が低
体重児で、17.5％が発育阻害児である

• ユニセフ2019年報告書によると、ガーナでは6～23ヶ月の乳児の
13％しか最低限の食事を摂取できていない

• 2020年8月現在、ロックダウンにより77万人（労働者の25.7％）
の労働者が減給、4万2千人が解雇。それにより、COVID-19による
失業率の上昇は全体の栄養不良率を悪化させると予想

政府による対策
• COVID-19の影響による食料及び栄養へのアクセスの最適化のため
に世界食糧計画と協力してGHS1,100万を拠出

• COVID-19の影響により食料アクセス向上への対応策として2020年
9月、政府は私立学校への救済策を発表

• 政府は2020年9月に「全国失業保険制度実施委員会」を設置
• ガーナは、主に栄養不良などの予防可能な子どもの死亡原因に取
り組むことで、5歳未満児死亡率を2035年までに20％以下にするこ
とを掲げている
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図 3-10 ガーナの検査体制への影響 

3-1-2-3. 政府の対策やビジネス動向 
ガーナにおいては、新型コロナの感染拡大を契機とし、遠隔診断施設、ドローンの活用、AI の採用等、

ヘルスケアの技術革新が急速に進められている。 

(1) 遠隔医療の動向 

新型コロナの感染拡大が引き金となり、特にオンライン診断の機器を始めとした遠隔医療の需要と供

給が急成長している。地方の保健当局の強いコミットメントにより、遠隔医療の拡大が後押しされてい

る。これまで、保健省とガーナ保健サービス（GHS）は、e-Health 戦略の一環として 2016 年から遠隔

医療の施策「tele-consultation series」を実施しており、遠隔医療相談、遠隔検眼、医師間の連携等を促

進してきている。また、大手多国籍企業と遠隔医療プログラムの実施に向けた協力も進んでいる他、

Talamus 社をはじめとした国内の遠隔医療企業が、遠隔医療機器の展開を行ってきている。さらに、現

地スタートアップの Redbird 社は、遠隔で医師に症状を申告できるシステム開発している。 

(2) ドローンの活用 

ガーナにおいては、ドローンは医療用品（新型コロナ検査キット、機器、医薬品等）を運搬するための

重要なツールになりつつある。国レベルでは、4 つの主要な配送センターを拠点にドローンによるサービ

スが行われている。ガーナ民間航空局は、ドローンによる配送を促進するために、ドローン専用の輸送経

路の開設を計画している。保健省は Zipline 社と提携し、ドローンを利用したサプライソリューションの

提供を開始している。また、複数の ICT 企業がドローン活用の市場参入を模索している。 

(3) 技術イノベーション 

新型コロナの影響により、ヘルスケアに係る技術イノベーションが急速に進んでいる。医療サービスに

対する急速な需要増加に対し、医師数が必要数より少ないため、より迅速な診断を実現するために AI を
活用した技術が注目されている。例えば、オランダのユニバーサル・デルフト社は、胸部 X 線により新

COVID-19検査キット不足
• 2020年3月、野口記念医学研究所は国内で唯一のCOVID-19検
査設備を備えた検査センター
 2020年3月のガーナにおけるCOVID-19の1日の検査率は、1,000
人あたり0.01回未満と極めて低い

 試験キットの不足と政府による試験の重視のため、ガーナは
COVID-19試験の手段として「プール試験」を実施

政府による対策
• 2020年7月、政府はガーナで使用されている主要な検査方法で
あるPCR検査キットを5万個配布

• 2020年7月の時点で、政府は試験のためにUSD3,500万を費や
しており、全国の病院に試験施設が配備

• 2020年10月、大統領は国内のロックダウンの緩和と並行して試
験対策を強化する目的で、試験場を16カ所に拡大することを発
表

• 2020年10月、製薬セクターを支援するために薬剤師会と提携。
このセクターへの支出は、医薬品開発（新弾薬やワクチン生
産）に焦点を当て、1年間でGHS330万の金額を想定

COVID-19感染予防用品の不足
• 政府及び警察による取締りのもと、フェイスマスクの使用を厳格に課
してきた。しかし、ガーナでは、PPEやフェイスマスクなどのCOVID-19関
連物資が不足

政府による対策
• 予防資材：ガーナ保健局は2020年4月にフェイスマスクの現地生
産を発表。医療用ガウン、ヘッドカバー、手術着の国内生産も政府
による現地メーカーへの融資を推進
 政府は現地企業にUSD1,000万の融資を行い、PPEの生産の支
援を実施

 その結果、2020年10月には、国内で18.8Mn以上のフェイスマス
クが生産され、2021年1月、政府は2200万個のPPEの学校への
配布を開始

 ガーナはアフリカにおいてCOVAXとのワクチン合意に至った最初の
国であり、600,000ものワクチンを受け取った

• 消毒への取り組み：国内での消毒の取り組み周知を実施
 2021年1月、政府は学校再開に先立ち、COVID-19の蔓延を抑
制するため、国内で様々な予防接種キャンペーンを実施

 ガーナ保健省も2020年2月に「ガーナ統合物流管理情報システ
ム」を導入した。これは、同国の医療提供を改善することを目的と
する

 政府は2021年1月には全国の消毒対策でも「Zoomlion」と提携
• ガーナ保健省も2020年2月に「ガーナ統合物流管理情報システム」を
導入した。これは、医療提供を改善することを目的とする
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型コロナ感染を診断するために、AI を利用したソフトウェアユニット 51 台を納入している。また、ガ

ーナ KNUST 大学とクマシ共同研究センターによる国産の新型コロナ検査キットの共同開発や、Ultra 
Red Technologies 社による医療従事者向けのフェイスシールドの生産等、医療分野におけるイノベーシ

ョンが進められている。 

 
図 3-11 ガーナの新規ビジネス動向 

  

• 保健省とガーナ保健サービス（GHS）は、国のeヘルス戦略
の一環として、2016年から遠隔医療への整備を開始
− 医師との受診向上を目的とする遠隔医療相談
− ウェブベースの遠隔検眼システム
− 地域に焦点をあてた保健サービスにおけるSene PDA

− 医師間の連携のためのワンタッチメディケアライン
• ガーナ保健サービスは、2016年からノバルティスなどの大手多
国籍企業と遠隔医療プログラムの実施に向けて協力

政府/民間技術の取り組み ヘルスケア企業へのビジネスチャンス

遠隔医療

• 僻地における医療施設不足、医療施設の資金不足への課題に対応する
ため、ガーナでは医療の専門知識を一元化する遠隔医療プログラムが展開
し、保健当局の参加により遠隔医療が急速に普及拡大している

• COVID-19の影響により遠隔医療の導入が促進。Talamus等の国内の遠隔
医療企業は、その遠隔医療機能を利用するための施設を設置し、増加し
ている

• スタートアップであるeヘルスプレイヤーのRedbirdは、患者とのやりとりを最小
限に抑えるための技術を模索している。3月、患者が医療従事者に症状を
自己申告できるようにする「COVID-19 Daily Check-in App and Symptom 
Tracker」を発表

• 医師と患者の比率が非常に低い（人口10万人に対して1.8人）ことから、ヘ
ルスケア企業は、特にパンデミック時には、より迅速な診断を支援するために、
AIをベースにした技術に注目しています。

• 胸部X線でCOVID-19を検出するために、AIを利用したソフトウェアユニット51台
をガーナの51の医療施設に設置

• KNUST大学はクマシ共同研究センターと共同で、10～15
分で結果が出るCOVID-19 IgG/IgM迅速検査キットを開発

• 3Dプリント会社のUltra Red Technologiesは、ガーナで医療
従事者向けのフェイスシールドを印刷し、輸入への依存を
減らす目的である

イノベーション

• COVID-19の試験サンプルや医薬品の輸送に主要4つの配送
センターを拠点にドローンによるサービスを行う

• Ziplineのドローンは、2020年5月から7月までの間に、2,500
以上のCOVID-19サンプルをNMIMR、KCCRの試験センター及
び医療施設に～80,000の医薬品を輸送

• ガーナでは、試験キット、医薬品、PPEなどのCOVID-19に関連する機器や消
耗品の輸送にドローンが重要なツールとなりつつある

• 保健省はCOVID-19の対応策としてZiplineと提携

• ガーナ民間航空局は、この分野の発展を促進するために、国内にドローン専
用の輸送経路の開設を予定

ドローン
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 ウガンダ 
3-1-3-1. 感染動向 
ウガンダは、他のアフリカ諸国に比して新型コロナ感染症の拡大を効果的に抑えている。2020 年 3 月

のロックダウンの実施により国内への拡散を効果的に抑制したが、措置が解除されると感染が一時急激

に増加し、2020 年 12 月初旬から 2021 年 1 月下旬にかけて第 1 波（ピーク時の日次新規感染者数は 12
月 9 日の 1859 人）が発生した。その後は減衰傾向に落ち着いている。日次の死亡者数は第 1 波のピーク

時に 16 人が記録され、死亡率は 2020 年 7 月より 2021 年 3 月まで 1%前後の水準を推移している。2021
年 3 月 13 日時点では、累積感染者数は 40,544 人（うち死亡者は 334 人）となっている。 

社会経済的な影響として、GDP 成長率は 2020 年にマイナス 0.3%まで急落したが、2021 年は回復し

4.9％まで上昇する推定されている。財政赤字は、経済活動の鈍化による歳入減で、2020 年の財政赤字は

GDP 比マイナス 8.8% まで減少する見通しである。失業率については、人口の大部分が農業に依存して

いるため 2020 年時点で 1.92%と低いものの、感染拡大の影響により 300 万人以上が貧困に陥っている。 

 
図 3-12 ウガンダの感染動向 

 
3-1-3-2. 感染拡大による影響 
感染拡大に伴い、医療インフラ（医師、ICU ベッド、人工呼吸器等）や医療用品の不足が懸念されて

いる。 

(1) 医療インフラ不足 

医師の不足（1 万人あたり約 0.9 人）と共に、ICU ベッドや人工呼吸器の操作に関する専門知識を有し

た医療従事者が不足している。2020 年時点で ICU ベッドは 268 床あったが、専門知識を有した医師の

不足により、そのうち 70 床しか稼働できなかった。また、2021 年 2 月時点で、新型コロナ検査場の数

は 15 に留まっている。 

(2) 不十分な医療用品 

 栄養不足人口の多さ
• 人口3分の1が栄養不足に苦しんでおり、主な原因として貧困、高い出生率や
教育水準の低さが挙げられる

• 特に5歳以下の50%が貧血に苦しんでいる（一方で5歳以下の死亡率は2000
年から約6.4%ずつ改善している）

 政府主導の対策
• 食糧の確保、高栄養の作物の生産、サプリメントの提供及び子どもへの食糧プ
ログラムなどに重点的に取り組んでいる

 医療従事者、ICU機器、病床数の欠如である
• 2020年9月に国内の病床が病床利用率が100%に達した
• 2021年2月現在、ウガンダには15のCOVID-19検査ラボで平均して48～72時間
の検査結果を要しサンプルの85％が24時間以内に検査センターに到着している

 政府や国際機関のプログラム
• ウガンダ保健省はICU機能強化のため、145台の人工呼吸器、137台の患者モ
ニター、143床のベッド、150台の酸素療法機器、救急車を調達した

• 個人防護具やマスクの調達を行い、地元民間企業も生産に関わっている

他のアフリカ諸国と比べ、厳格なロックダウンを行ったことから新規
症例や死亡者数は比較的少ない

 遠隔医療サービス提供者の多様化
• COVID-19以前はドナー中心に提供されていた遠隔医療は、Twogere Health, 

Rocket Health, GoGP+, Seven Doctors等の民間企業や医療施設によるサービ
スが展開されている

 大学を中心としてヘルステックの振興
• アルベルタ大学とGlobal Health Ugandaが共同で太陽光を活用した酸素療法
機器を開発

• アルベルタ大学はCOVID-19を感知・監視するAIブレスレットを開発した
• マケレレ大学により太陽光を活用した人工呼吸器を開発
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新型コロナ感染予防用品（PPE、マスク）や新型コロナ検査キット等、基本的な医療用品の深刻な不足

に直面しており、医師が患者を検査・治療することが困難な場面が生じている。 

 

3-1-3-3. 政府の対策やビジネス動向 
新型コロナの流行を契機に、遠隔医療等の技術が拡大し医療機関の利用の間口が広がった。一方で、医

療機器の技術革新の試みは進められているが、医療現場での実地に移される事例は多くない。 

(1) 遠隔医療の動向 

保健省と複数企業（Baylor Uganda 社、Rocket Health 社等）は、テレヘルス・ポータルを開発し、ビ

デオや音声による相談等のオンライン・ヘルスサービスの提供を開始している。また、医薬品や実験室サ

ンプルの配送サービスの提供も行われている。一方で、遠隔医療サービスの実施及び監視に関する法規

制・枠組みが整備されておらず、今後の課題となっている。 

(2) 医療機器の技術革新 

感染拡大を抑制するための医療用品・機器として、唾液診断キットや太陽電池式の携帯用人工呼吸器等

の開発が、ウガンダ国内の大学や研究所等で進められてきた。しかし、予算や基礎インフラが不足してい

るため、これらの技術の大量生産は困難な状況である。また、ドローンや人工知能等の医療分野へ適用は

まだ確認されていない。 

 
図 3-13 ウガンダの遠隔医療に関する取組 

  

• テレコンサルテーション：ウガンダでロックダウンが行われると、MoH、Rocket Health、
Baylor Ugandaなど多くの組織・企業がスマートフォンを使って、音声やビデオ相談な
どのオンラインヘルスサービスを提供を開始
 これらの企業の多くは、市民がチャットボットに接続してCOVID-19やその他の病
気の情報を収集できるスマートフォンアプリを構築

• 遠隔精神医学:精神保健支援サービスは、COVID-19感染拡大の中国内のジェン
ダーに起因する暴力が発生にニーズが集まった
 研究機関であるレジリエンス・アフリカ・ネットワーク（RAN）は、性に関する遠隔
カウンセリングサービスを提供するスマートフォンベースのアプリケーションCenter4Her
を支援

• テレラボ・テレファーマシー:市民に薬の補充を提供するために企業が開設した薬の
宅配サービスの事業が開始
 プロバイダーがお客様の場所からサンプルを取りに行くラボサービスも開始

• COVID-19の影響により遠隔医療など
の技術が拡大し、医療機関が広く利
用できるようになった .

• MoHは、フェイスブックやツイッターなどの
オンラインプラットフォームを利用して、市
民に信頼できる情報を提供している

• しかし、遠隔医療や遠隔健康サービス
の実施、実行、監視に関する枠組みや
法律がない。今後、保健医療機関を
管理し、国民にこれらのサービスを提供
するための運営モデルの開発が必要で
ある

遠隔医療

政府/民間技術の取り組み ヘルスケア企業へのビジネスチャンス

• 2021年2月現在、ウガンダのマケレレレ大学保健科学部の研究センター「マプロナノ
エース」は、COVID-19の感染拡大を抑制のため、医療機器の開発を行う
 唾液診断キット：医療従事者が直面する感染リスクを軽減するために唾液から

COVID-19を検出するキットの開発
 携帯用マスク殺菌ポッド：コロナウイルスを殺すのに十分な熱を発生させる充電式

リチウム電池を使用した医療器具の開発
 携帯用人工呼吸器：バッテリーの充電に太陽光発電を使用することで、救急車

でも病院でも使用できる人工呼吸器の開発。アフリカ諸国では電気の供給が不
安定なため有用な機能である

• アルバータ大学とウガンダのグローバルヘルス社は4月、太陽光発電を利用した人体
内SPo2酸素濃度検出器を開発するために提携。
 酸素治療システムは現在、アフリカの10の病院（ウガンダ8カ所、DRコンゴ2カ所）

に設置
• アルバータ大学の研究者は2020年10月、COVID-19の症状を検出して監視、医療

従事者にアラートを発信し伝達するAIを搭載したブレスレットを発表

• ウガンダでは新技術の開発が著しく進
んでいるが、予算や基本的なインフラが
不足しているため、これらの技術の大量
生産は実現は困難である

• 技術が導入されれば、国内の医療体
制は改善されるがウガンダでは総人口
の26％近くが貧困ライン以下である。
機器が製造され、病院に導入されたと
しても、現在の状況では国民が購入す
ることは難しい

医療機器



3-13 
 

 タンザニア 
3-1-4-1. 感染動向 
タンザニアにおける感染状況については、2020 年 3 月中旬に初めての感染が確認され、4 月下旬には

大幅に増加し 5 月には感染者数が 509 人、死亡者数が 21 人に達した。タンザニア政府は、規制を緩和す

る独自のアプローチを採用し、2020 年 5 月に症例報告を中止したため、以降は実際の数値が公表されて

いない。試験レベルが低く、公表された数値も不確かであるため、実際の症例数は非常に多いと予想され

おり、WHO によるとアフリカではケニアに次いで多いとしている。 

タンザニアは、2020 年には世界銀行の格付けにおいて中所得国入りしたものの、パンデミックは経済

に大きな打撃を与えている。経済活動は、地域的な貿易の混乱、観光客の減少、企業の操業能力の低下に

よって打撃を受け、2020 年の GDP 成長率は 0.7%まで落ち込んだが、2021 年には 4.2%まで回復すると

予測されている。失業率については新型コロナ以前よりの課題ではあるが、主要な経済活動である観光

業への影響により失業者が増加している。 

 
図 3-14 タンザニアの感染動向 

 
3-1-4-2. 感染拡大による影響 
新型コロナ感染拡大に伴い、医療従事者の不足、不十分な医療用品（新型コロナ検査キットや PPE）、

また、栄養へのアクセス低下が懸念されている。 

(1) 医療従事者の不足 

資格を有する医療従事者の不足（10 万人あたり 1 人）は、パンデミックの現在の状況において深刻な

脅威となっている。これに対し、政府は WHO と協力して、医療従事者の訓練、監視、検査、接触者追

跡、治療能力の改善に取り組んでいる。保健省と WHO が共同で開催した重症患者のケアに焦点を当て

たトレーニングには、160 人を超える医療従事者が参加した。 

(2) 不十分な医療用品 

政府による不十分な医療投資により、PPE の供給が滞り、医療従事者が感染リスクにさらされている。
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 世界と比較しても深刻な食糧不足
• 食糧不足は117ヵ国中95位（2019 Global Hunger Index）とされており、国民
の約30%が栄養不良に悩まされている

• World Food ProgramはCOVID-19の影響により210万人までの人々が食糧援
助を必要とする可能性があると報告した

 政府主導の対策
• タンザニア政府と提携して栄養を進めるUSAIDは、国家多部門栄養アクション
プランの開発を支援するために直接技術支援を提供している

 COVID-19の検査体制
• アフリカでは全体的に検査のレベルが非常に低く、100万人あたりの検査率
は約500人に留まっている

 政府や国際機関のCOVID-19プログラム
• 国内182施設をCOVID-19の隔離・治療施設としている。26のクリティカルケ
アを提供する地域紹介施設を設置

• 400人以上の医療従事者をCOVID-19流行時よりトレーニングを実施してい
る。

2020年5月から国内のCOVID-19に関する情報を政府が一切公
開していないため、実情を把握することはできない

 病院による遠隔診療の普及
• 国内で初のCOVID-19事例が発生してから、アガ・カーン病院はCOVID-19の症
状を評価するためのモバイルアプリを開始、提供している

• このアプリは、人工知能による対話型のチャットボットを使用しており、ワクチンの
配送や患者のスケジューリングを改善するために用いられている。

 その他のヘルステック
• COVID-19が流行する以前からドローンを活用した医薬品の輸送を実施しており、

DHLやZiplineなどの民間企業が参入している
• UNDPは3Dプリンターを活用して医療機器不足の改善に取り組んでいる
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また、検査の水準は極めて低く、人口百万人あたりの検査実施率はわずか 500 人程度である。検査を受

けられないことが、治療の妨げになっている。さらに、検査に対する技術的モニタリングの欠如とサンプ

ルの不適切な保管により、検査結果の信頼性が問題視されている。 

(3) 栄養と食料へのアクセス低下 

WFP の推定によると、新型コロナによる社会経済的影響により、210 万人が食糧援助を必要とする可

能性がある。特に、都市部の最貧困世帯はその収入の約 7 割を食料に費やしており、農村部よりも大き

な影響を受ける可能性が高い。 
 

3-1-4-3. 政府の対策やビジネス動向 
政府は民間セクターとともに、新型コロナ対策として、人工知能やデジタル通信技術の開発・導入に力

を入れている。複数の組織や医療機関が協力して、新しい技術やイノベーションの活用を始めている。 

(1) 人工知能による診断 

タンザニアにおいては、携帯電話を通じたテクノロジー（E バンキング、E コマース、ブロックチェー

ン・アプリケーション等）が急速に展開されており、AI をはじめとしたデジタル技術を活用したヘルス

ケア企業の参画への間口を広げている。例えば、Aga Khan Health Services 社と Aga Khan 大学は、人

工知能により作動する対話型チャットボットを使った、新型コロナの症状評価モバイルアプリを開発し

た。 

(2) デジタル通信技術 

モバイル技術関連のインフラを活用することにより、既存の公衆衛生プログラムの強化が期待されて

いる。例えば、スイスに拠点を置く慈善団体が資金を提供する Afya-Tek 社は、患者、公共医療施設、地

域の医療従事者、民間の薬品販売業者をネットワーク経由でつなぐサービスを提供している。 

 
図 3-15 タンザニアの遠隔医療の取組  

• セルフスクリーニングのモバイルアプリ：コロナチェック アガカーン健康
サービスとアガカーン大学は、アンドロイドとiPhoneユーザー向けに症
状を評価するためのモバイルアプリを開始
 無料でダウンロードでき人工知能によって駆動される対話型の
チャットボットを使用

• 人工知能は、ワクチンの配送や患者のスケジューリングを改善するた
めにも採用
 リアルタイムのデータソースを活用したワクチン予測ツールを通じて、
各保健所のワクチン接種に何人の子供が来るか等の予測を行う

 予測サプライチェーンに使用されているCHAIN（Connected 
Health AI Network）により、ワクチンの誤割当を96％削減

• 人工知能を活用した診断法によ
り患者と医療従事者の接触を減
らす

 タンザニアでは、携帯電話取引
プラットフォーム、e-バンキング、
電子商取引、ブロックチェーン・
アプリケーションなどの技術の採
用が急速に進んでいる

• スイスに拠点を置く慈善財団がAfya-Tekに資金提供しており、患者、
政府の医療施設、地域の医療従事者、そして民間の医薬品調剤
業者の間のデジタルリンクを提供
 医師間の連携が強化され、患者の健康に関する適切な情報へ
のアクセスが可能になる

• 同時にテレコンサルトの採用が増えている

政府/民間技術の取り組み ヘルスケア企業へのビジネスチャンス

情報技術の活用

AI技術の
診断への
適用

• mHealthデジタルソリューションは、既
存の公衆衛生プログラムを強化し、
モバイル技術のインフラを活用するこ
とで、健康状態の向上を図る

• ザンジバルは、企業にイノベーション
の可能性を提供するデジタルヘルス
戦略を提案
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 ザンビア 
3-1-5-1. 感染動向 

2021 年 2 月初旬時点でのザンビアにおける感染は、比較的小規模な第 1 波（ピーク時の日次新規感染

者数は 7 月 17 日の 915 人）が 2020 年 7 月から 8 月にかけて発生した後、2020 年 12 月下旬から 2021
年 3 月にかけての第 2 波において大規模な感染拡大が発生した（ピーク時の日次新規感染者数 1 月 16 日

の 1,796 人）。日次の死亡者数は第 1 波のピーク時に 67 人、第 2 波のピーク時に 21 人で、死亡率は 1～
2%を推移している。2021 年 3 月 13 日時点では、第 2 波は減少傾向（日次 200-600 人の範囲）にある。

累積感染者数は 84,474 人（うち死亡者は 1,153 人）となっている。 

ザンビアにおいても、新型コロナによる社会経済への影響は大きい。GDP 成長率については、2019 年

に旱魃のため既に低下していたが、感染拡大によりマイナス 4.8%にまで急落した。失業率は、2020 年に

11.4%と高い値を記録した。パンデミック以前は、人口の 58%が貧困ライン以下であったが、 2020 年に

は 77%に増加すると予想されている。 

新型コロナ危機に対処するため、政府は、保健インフラ、社会的保護及び経済刺激策のための追加費用

を支出する必要があり、前年の旱魃と相まって 2020~2021 年度の財政赤字は 10.9%に拡大すると予想さ

れている。 

 
図 3-16 ザンビアの感染動向 

 
3-1-5-2. 感染拡大による影響 

(1) 医療インフラの欠如 

ザンビアにおける医師数は、人口 10万人あたり 1.19人と他のアフリカ諸国に比較し多いものの、WHO
基準は満たしていない。医療施設については、2,585 の医療施設（内、10 の中央病院、26 の総合病院、

7 つの第三次医療機関が含む）が存在するものの、ICU ベッド数は大きく不足しており、10 万人あたり

１床以下である。 

(2) 検査体制の未整備、検査用品の不足 
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 食糧不足と農地不足
• 2020年9月に実施された調査によると322,074名がザンビア国内で食糧不足に
苦しんでいる

• 農地のうち472,540ヘクタールがサバクトビバッタの被害を受けている
 国際機関による支援

• WFPはCOVID-19の影響を受けた国民を対象に現金給付プログラムを実施して
おり、ザンビア国内の322,000名を支援してきた

• さらにWFPは都市部貧困層の食糧不足に悩む181,555世帯に対して現金や
食料給付を実施している

 水道インフラや医療施設の未整備が深刻
• 人口の36%が安全な飲料水を調達することができなく、76%の世帯が手洗い
施設へのアクセスがないことからCOVID-19対策に必要な手洗いの徹底が困難
である

• 100,000人あたりICU病床数が1つのみ等、医療設備不足が深刻である
 政府による対策

• ザンビア政府による検査能力向上のための具体的な施策が欠如している
• WHOやUNにより不足している人工呼吸器や機器の提供が行われた

ザンビアでは軽症状患者に対して自宅療養を推薦する等の施策
を実施し、症例数を比較的低く抑えている

 保健省主導のCOVID-19対策プロジェクトの始動
• ザンビア保健省とザンビア国立保健機関（ZNPHI/PIU）が主導でCOVID-19緊
急対策プロジェクトが立ち上がり、財源は国際開発協会（IDA）から提供され
る

 国連主導でコミュニティ・アウトリーチ・キャンペーンが開始
• 2020年5月よりUNDPとUNVが共同でコミュニティ・アウトリーチ・キャンペーンを開
始し、700,000世帯への啓もう活動が行われている
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医療用品に関しても、検査用品や PPE は不十分である。加えて、検査体制（新型コロナ検査キットの

サプライチェーン管理、検査施設の強化、検査サービスの地方自治体への権限移譲等）に関する政府の明

確な戦略は確認されていない。検査は中央集中型であり、検査能力を有するのは全 10 州のうち 3 州のみ

である。 

 
図 3-17 ザンビアの医療インフラ及び医療用品の不足 

(3) 深刻な食料不安 

新型コロナの流行は、物流網の混乱を引き起こし、農村地域での食料供給不足につながっている。2020
年 9 月に実施された食料安全保障評価によると、約 32 万人が食料援助を必要としている。これに対し、

WFP は、新型コロナによる被害を受けた 322,000 人を対象とし現金支援プログラムを 7 月から実施して

いる。なお、2018 年の保健調査によると、5 歳未満児の死亡原因の 42%が栄養不良、45%が発育不良、

15%が低体重と、幼児の栄養へのアクセスは従前から深刻であり、新型コロナによるさらなる悪影響が懸

念される。 

 
図 3-18 ザンビアの食料供給の深刻化 

医療インフラの欠如:
• ザンビアには 10の中央病院、26の総合病院、7つの三次病院を含む2,585の医療施設がある

• ザンビアの医師患者比率は1:12,000であり、 WHOが設ける基準である1:1500を下回っている
• 2014年の基準である22.8人/1万人に対して12.4人/1万人の臨床医のみに留まっている
• 2020年の時点で、ザンビアには3,500人の学生を医師として養成する政府運営の機関が4つのみである。就職機会が乏しい為、多くはイギリスなどの近隣国に移住す
る

• PMCの報告によると、ザンビアのICUベッド数は非常に少なく、1床/10万人以下である
政府による課題対処に向けた処置: 
• 保健セクターの予算は16%増加し、2019年の3億7246万ドルから2020年には4億3223万ドルとなった

• 政府は2020年2月、全国に650か所の保健所を設置し、医療訓練校を増やす七か年計画を発表
不十分な医療物資:
• 医療施設および実験室検査用品における個人用保護具 (PPE) の医療物資の備蓄が不十分である

• ザンビアには、検査キットのサプライチェーン管理、検査施設の強化、検査サービスの分権化のための明確なCOVID-19検査戦略への対応が遅れている
‒ 試験能力は中央集中型であり全試験能力を有するのは10州のうち3州のみである
‒ 2021年1月現在、合計1,047,418件の検査が実施され、73,894件の陽性が確認されている(陽性率7.1%)
‒ 2021年1月には、人口100万人当たり61,613人まで検査範囲が拡大した。しかし、症例調査と接触者追跡を担当する追跡チームは、リソースが不足しているた

め不十分である
政府による課題対処に向けた処置: 
• ザンビアのWHO現地事務所は、カンボジア保健省に70万米ドル相当のPPEキット、緊急用機器、検査機器を寄贈

• UNOCHOなどのセクター・パートナーは、519,950枚の手術用マスク、130万枚の手袋、266個の酸素濃縮器、5,500個のCOVID-19検査キット(6880コバスと遺伝
子エクスペルト)を提供し、1万件の検査を実施

• Cobas 6880、Gene-Xpert Xpress、TagPath、Aptima Hologicなどの組織が診断項目に協力。2020年12月までに、これらの組織によって37,000を超える検査キット
が提供され、約35,000の検査キットの提供を予定

食料供給の深刻化:

• 道路状況の悪い地形と道路および低い地域社会へのアウトリーチサービスも要因となりCOVID-19 の流行は農村地域に住む人々のフードアク
セスへの妨げとなっている。供給網の混乱を引き起こし、農村地域での食料供給不足につながっている

• 2020年12月の 「 the Acute Food Insecurity Analysis」によると142万人が深刻な食料不安に直面しており、洪水、平年を下回る降雨量、
• ミミズの発生、主食価格の高騰、COVID-19の大流行などにより、食料援助が急務である

‒ 2020年10月から2021年3月の間に状況は悪化し、198万人(人口の29%)が食料不安の問題に直面すると予想される
• また、472,540ヘクタールの農地が2020年のアフリカで発生したイナゴ (AML) の大発生の影響を受けている

政府による課題対処に向けた処置: 

• 世界食糧計画 (WFP) は7月から、COVID-19の被災者322,000人を対象に現金支援プログラムを実施
‒ 食料品と現金の支援はルサカとカフエの低所得都市部の181,555世帯の食料不安世帯などで行われている
‒ ザンビア南西部の10地区にある農務省がイナゴの大発生を消毒を行った20,170ヘクタールを含む 100,900ヘクタールの調査を実施
‒ 「COVID-19食料安全保障対応」を実施するために、このセクターは合計4億8900万ドルを必要としているが、そのうち1100万ドルのみ

が政府から確保されている
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図 3-19 ザンビアの栄養と衛生 

 
3-1-5-3. 政府の対策やビジネス動向 
保健省は 2017 年に「e-Health Strategy 2017-21」を策定し、不十分な医療インフラを補完するために

遠隔医療の拡充を戦略的優先事項に含めた。しかし、保健医療分野におけるデジタル・イニシアチブは始

められてはいるものの、効果的に実施されているものは僅かである。このため、遠隔地の医療インフラは

不十分なままである。 

 
図 3-20 ザンビアの医療 ICT の取組 

  

高い栄養失調率と死亡率
• 2018年のザンビア人口保健調査によると、5歳未満児の死亡原因の最大42%が栄養失調、45%が発育不良、15%が低体重である

‒ 微量栄養素欠乏症は依然として高く、5歳未満の小児では54%、女性では13%がビタミンA欠乏症である
‒ 2020年12月、栄養部門に割り当てられる予算は限られているため、 貧困層 が多い西部州の6つの地区において、医療従事者とボランティアのためのキャ

パシティ・ビルディングと医療施設に必要な支出のわずか55%となった
• 「Severe Acute Malnutrition (SAM) Program coverage」は43%と低く 目標値の70%を下回っている。 現在6万以上がSAM症例および13万が中等度急性栄養
不良 (MAM) 症例と推定されている

• 死亡率は人口1,000人当たり24人で、2015年の平均寿命は男性が51.1歳、女性が55.6歳である
• 2018年の妊産婦死亡は278/10万生児、5歳未満児死亡は61/1,000生児であった

‒ 生後6カ月未満の乳児のうち、母乳のみで育てられたのはわずか40%だった
政府による課題対処に向けた処置: 

• 乳幼児の摂食 (IYCF) 能力開発を486人の地域保健労働者に対して実施し、多くの都市と地方で食料支援、介護、妊婦への対応の訓練を提供
• 6つの地区がMoHとPeople in Need NGOの支援を受け、74の医療施設でSAMおよび統合型MAM治療を提供.

飲み水を含む公衆衛生サービスの欠如:
• 2018年のザンビア人口保健調査 (ZDHS) によると、人口の36%以上が飲み水にアクセスできない
• また、 76%以上の世帯が手洗い環境が整っておらず、 COVID-19予防への深刻な課題となっている.

政府による課題対処に向けた措置: 

• ドイツはKfW開発銀行を通して、ユニセフへの寄付を通じて、ザンビア政府の COVID-19に対する多部門対応に 2,400万米ドルを拠出
‒ 1337万米ドルは飲み水を含む公衆衛生に割り当てられ、1064万米ドルはCOVID-19による様々な打撃を受けた家庭への支援に支給されている

• 合計118の医療施設とCOVID-19の治療センターが、IPC の改善策よりサポートを受けている

• 2016年、ザンビア保健省はUNICEFに対し、国内の主にHIV治療施設を改善するデジタ
ルソリューションの設計を要請した。
— これを受け、検査結果の伝達の遅れを減らし、出生後のフォローアップを改善し、定

期的な検査を増やすためのMwanaプロジェクトが開始された。
• ザンビアのe-Health Strategy 2017-21では、同国の保健インフラが不十分であることか
ら、保健省は遠隔医療を戦略的優先事項に含めた。
— 米国政府は、E-Health Knowledgeプログラムの名称で、医療の質向上を目的に、

医療情報通信技術を利用する医療従事者の能力強化を支援している。
• ザンビア疾病管理センター (CDC)は、PEPFAR基金と連携し、健康記録システム
『SmartCare』を含む健康情報システムに多大な投資を実施している。
— 200万人以上の人々が、900以上の医療施設でこの制度に登録している。

• 2017年のe-Health政策では、社
会の重要な機能におけるICTの統
合を可能にするために、政府と協
力パートナーとの間の官民パートナー
シップの構築が様々なレベルで優
先課題とされている。

• 医療インフラが不十分であり、デジ
タル化された取り組みがわずかしか
行われていないため、民間企業に
よる投資で医療の状況を改善する
余地が大いにある。

政府/民間の技術イニシアティブ 保健系企業の機会

デジタル
イニシアティブ
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 セネガル 
3-1-6-1. 感染動向 
セネガルにおける感染状況は、2020 年 4 月から 9 月まで続いた第 1 波（ピーク時の日次新規感染者数

は 8 月 12 日の 207 人）に続き、2020 年 12 月から 2021 年 3 月にかけての第 2 波において感染拡大が発

生した（ピーク時の日次新規感染者数 2 月 11 日の 393 人）。日次の死亡者数は第 1 波のピーク時に 6 人、

第 2 波のピーク時に 18 人と比較的少ないものの、死亡率は 2%~3%の間を推移している。2021 年 3 月

13 日時点では、第 2 波は減衰傾向が続いており（日次新規感染者数 100-300 人の範囲）であり、累積感

染者数は 36,726 人（うち死亡者は 955 人）となっている 。他の西アフリカ諸国と比較すると、症例数

及び死亡者数は低い水準であり、ロックダウンや公衆衛生の啓蒙活動が奏功したと考えられる。 

新型コロナの影響により、特にサービス業と輸出が大きな打撃を受け、セネガルの経済に影響を及ぼし

ている。2020 年の GDP 成長率は、2011 年以来初めてマイナスに転じ、マイナス 2.5%まで急落した。

また、サプライチェーンの不安定化と貿易の混乱によって、食料の流通システムの脆弱性が高まってい

る。 

 

図 3-21 セネガルの感染動向 

 
3-1-6-2. 感染拡大による影響 
新型コロナの拡大に伴い、医療用品や検査のためのロジスティックスの不足や、食糧供給の悪化が懸念

されており、政府及び国際社会の支援が行われている。 

(1) 不十分な医療用品、ロジスティックス 

セネガルにおいては、医師数は人口 10 万人あたり 7 人と限られている一方、新型コロナ患者に対処す

る訓練を受けた医療従事者 300 人を擁している。国には 40 を超える治療センターと 60 の集中治療ベッ

ドが存在するが、人工呼吸器は限られている。関連医療用品（新型コロナ検査キットや PPE）について

は、世界的な需要増により不足に直面している。また、検査のための人員とロジスティックスが不足して

いる。これに対し米国 USAID は、医療用品（マスク、手袋、PPE、消毒剤等）10 万 USD 相当の物資を
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 貧困層の食糧不足や栄養不足が加速
• COVID-19の影響による移動の制限は、食糧不足を生み、通信の途絶、労働
力の流れを制限している

 政府と国際機関による動き
• UNICEFが重度低栄養の子どもに対して療養食の提供を実施している
• 100 万世帯分の食糧購入にUSD114 万の資金を充てる。さらに、政府はWFP
と協力して、緊急食糧支援の実施に取り組んでいる

• 学校閉鎖に伴い、WFPは児童生徒に支援を提供するため家庭への現金給付
を実施しました。106,997人の児童に総額USD65万の現金が分配される

 医師及びICU病床不足が課題
• 低い検査レベルにより西アフリカでの感染拡大につながっている
• 10万人に1人の割合で医師が7人しかおらず、酸素供給量も限られている
 政府による対策

• セネガル政府はICU病床の拡充に加えて、軽症状患者に対して自宅療法を導
入したCOVID-19対処方針を発表

• 40の治療施設、60のICUを設置し及び300人余りの医療従事者にトレーニング
を実施している

COVID-19の症例数及び死亡者数は世界と比較しても非常に低
い水準であり、国による対策の効果を示している

 病院の近代化に向けた国による投資
• セネガル政府は、ダカールを中心とした病院にUSD8億9,300万の投資を今後4
年間で実施する

• 人員増加のため、投資と並行して1,500名の医療従事者のリクルート活動も行
う

 簡易検査キット普及のためのプラットフォーム
• セネガルのパスツール研究所は、Diatropixというプラットフォームを立ち上げ、3月
より簡易検査キットの普及に向け運用試験や提供を進める

合計件数： 3 6 ,726件
(2021年3月13日時点）
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提供している。また、Enabel（ベルギーの開発機関）は、保健社会行動省と協力し、新型コロナ対策計

画を策定し、医療人材開発を支援している。 

(2) 栄養と食料へのアクセス 

移動制限により物流が阻害され、食糧不足が生じた。一方で、農産物が流通に乗らず、在庫が積み上が

った。これに対し、政府は 100 万世帯の食料を購入するために 1 億 1400 万 USD の支援を講じた。ま

た、WFP と協力して緊急食糧援助を実施し、学校閉鎖による給食停止の影響を受けた児童を支援した。 
 

3-1-6-3. 政府の対策やビジネス動向 

(1) イノベーションとデジタル化 

政府は、デジタル化に重点を置き、医師と患者の接触を減らすための新技術について開発を進めてい

る。例えば、地方自治体と市民がコミュニケーションできるデジタルプラットフォーム Sunucity は、ユ

ーザーが新型コロナ感染の疑わしいケースを報告できるインシデント報告機能を有している。また、

Alerte Sante Senegal app といった新型コロナを含む病気に関する情報と統計を提供するアプリが開発

されている。さらに、政府は医療品メーカーに対し新型コロナ検査キットの生産を促している。 

イノベーションの一例として、Diatropix 社は迅速診断のための専用プラットフォームで、Mologic 社
と協力してポケットサイズの検査キットを試作しており、400 万個のキットが生産可能としている。 

(2) 遠隔医療 

医療にテクノロジーを組み合わせることを通じ、新型コロナ感染対策を支援する試みも始まっている。

例えば、セネガル国家情報局は、通信アプリ Whasapp のバーチャル医師機能により、市民が専門家に質

問・相談ができるシステムを開発している。また、SenVitale 社は、新型コロナに関するプラットフォー

ムを開発し、新型コロナ自己評価テストや感染への対処方法を情報提供し、公共の保健サービスの負荷

を減らす試みを実施している。 
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図 3-22 セネガルの医療 ICT の取組 

  

• ロボットドクター（Docteur Car): セネガルの工学部の学生が医療補助
機を設計
 4つの言語を話すロボットは、医療従事者に代わってロボットが患者さんの
部屋まで食べ物や水、薬を運ぶ

• COVID-19検査キット:国は3月、1USDドルで自宅ででき、10分程で結果を
表示するCOVID-19診断テストの検証試験を開始
 Diatropix社がMologic社と提携し、ポケットサイズのキットを試作。提携に
より、400万個のキットが生産される予定

• Alerte Sante Senegal アプリ: セネガル保健社会活動省、Centre des 
Opérations d‘UrgenceSanitaire (COUS)、世界保健機関等の公式の情報
源に基づくすべての疾患に関する情報と統計を提供するアプリを開始

• Sunucity: 自治体と市民のコミュニケーションを可能にするデジタルプラット
フォーム
 COVID-19の疑いのあるケースを報告する機能を完備
 また、地方自治体が市民と連絡を取り合い、情報通知を可能にする

• 技術企業は、COVID-19の状況で治療
のためのロボットを製造することができる

• 医療機器メーカーは検査キットを製造す
る機会を得る

• データとアナリティクスを活用して、データ
ベースのアプリを立ち上げ、市民の意識
を広めている

• 当局と市民の連携を促すために、症例
や予防策などの情報を医療機関や市
民に発信し、市民とのコミュニケーションプ
ラットフォームが必要である

政府/民間技術の取り組み ヘルスケア企業へのビジネスチャンス

イノベーションと
デジタル化

• SenVitaleは医療分野とITの橋渡しをすることで政府や医療サービスを支援する遠隔
医療スタートアップ
 テックスタートアップであるDefar Softと協力して、コロナ情報と認識のプラットフォー
ム「Prev COVID-19」を立ち上げた

 コロナウイルスの症状や病歴を考慮したコロナ自己診断テストを受けることができ、
コロナウイルスへの対処法のガイダンスを提供す

 利用者数は10万人に達しており、収集したデータから将来のコロナ感染源を予測
にも応用

• 国家情報局（ADIE）は、コロナウイルスに関する有益な情報を提供し、質問に答
えるWhatsappバーチャルドクター「Dr.COVID」の提供を開始

遠隔医療

• 医療従事者やスタッフとの連絡を容
易にするバーチャルセットアップの推進

• 医療施設は、この技術によってパンデ
ミックの感染源が特定されるため、充
分な事前準備を可能にする
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 新規取組候補国 
 チュニジア 

3-2-1-1. 感染動向 
チュニジアにおける感染状況は、2020 年 3 月に最初の症例が確認された後、封鎖措置と公衆衛生の強

化を組み合わせることで、9 月まで感染を抑制していた。9 月以降、封鎖措置撤廃と国境開放により急激

な増加に転じ、2020 年 9 月から同年 12 月下旬にかけて第 1 波（ピーク時の日次新規感染者数は 10 月

17 日の 5,752 人）が発生した。その後、2021 年 1 月から 2 月にかけ第 2 波（ピーク時の日次新規感染

者数は 1 月 15 日の 4,170 人）が生じた。2021 年 3 月時点では、減衰傾向に落ち着いてきている。日次

の死亡者数は第 1 波のピーク時に 217 人が記録され、死亡率は 2020 年 3 月より 2021 年 3 月まで 4%台

後半から 3%台を変動しながら推移している。2021 年 3 月 13 日時点では、累積感染者数は 241,257 人

（うち死亡者は 8,359 人）となっている。 

チュニジア経済も新型コロナの影響により打撃を受けている。個人消費の減少、景況感の悪化、失業率

の上昇により、GDP 成長率は 2020 年に前年比でマイナス 9.1%まで急落した。特に、失業率は 2020 年

に 17.4%と高い水準を記録している。 

 
図 3-23 チュニジアの感染動向 

 
3-2-1-2. 感染拡大による影響 

(1) 医療インフラ不足 

チュニジアは、十分に開発された公衆衛生インフラと、北アフリカ地域において最も先進的で効果的

な医療システム有している国の一つである。また、医師数は、2020 年時点で 10 万人あたり 127 人と、

アフリカにおいて 3 番目高い値である。他のアフリカ諸国と比較し、医療施設は十分に整備されている

状況といえる。しかし、第二波の感染拡大以降、増加する症例に対応できず、医療逼迫が起こっている。

ICU ベッドについては、2020 年 10 月時点で 181 床の内 145 床が使用されているため、増え続ける患

者数に対応できなくなるおそれがある。人工呼吸器についても 250 台しかなく、感染拡大のピークに必
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 COVID-19により深刻化した食糧不足
• 厳格なロックダウンが施行されたことから、国内の日雇い労働者の収入が奪わ
れ、食糧調達が困難な人口が増加した

• 国境封鎖により、国外から輸入していた穀物等を確保することが難しくなった
 政府主導の対策

• チュニジア政府は貧困層の世帯向けに計USD1億5,500万の経済支援パッケー
ジの提供を開始した

• さらに、政府は中小企業向けの税金支払いの延期を発表した

 ICU病床数の欠如
• 2020年10月時点で、国内にある181のICU病床のうち145床が既に埋まってい
る状況であり、今後も病床数は足りなくなることが予想されている

• ICU施設を最低1つ有する地域は国内の24地域中13に留まっている
 政府や国際機関のプログラム

• 世界銀行はチュニジアの保健省向けにEUR3,300万の支援を実施し、支援金
は医療機器の購入等に活用される

初の事例が確認されてから、厳格な政府の施策（ロックダウンや
罰則規制等）により9月までの症例数は非常に少ない

 COVID-19予防のためのプラットフォーム
• チュニジア保健省はWHOと連携し、2020年4月にCOVID-19に関するデジタルト
レーニング及び学習プラットフォームを立ち上げた

• チュニジアエンジニア技術研究所では、X線からCOVID-19感染有無を診断する
ウェブベースのプラットフォームを構築した

 保健省予算の増加見込み
• COVID-19の影響を受け、保健省は次年度予算を2019年度のTND7.03から

TND7.61に引き上げる方針を明らかにした
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要とされる 903 台を満たしていない。 

これに対し、保健省は 2020 年 11 月、ICU ベッド 118 床と酸素吸入器 560 台を備えた野外病院を開

設すると発表した。また、国際機関や各国政府（ドイツ、トルコ、カタール、中国等）もチュニジアへ

の支援を行っており、世銀は医療や機器の調達のために 1 億 200 万 TND（約 40.4 億円）の資金供与を

行っている。 

(2) 新型コロナ関連物資 

 チュニジアにおいても新型コロナ検査キットの入手は限られており、検査対象を症状のある集団に限

定し検査を行っている。また、マスクや PPE も不足している。これに対し、アラブ首長国連邦は、医療

従事者 11,000 人分の医療用品と人工呼吸器を支援している。また、マスクと PPE については、民間ベ

ースで生産を増やしている。例えば、Orange Solidarity FabLabs 社は、医療従事者用に約 1,500 枚/日
のフェイスシールドを製造している。医療機器メーカーのコンソメド社は、5 万枚/日のマスクを製造し

ている。 

 
図 3-24 チュニジアの医療インフラと医療用品の不足 

 
(3) 食糧と栄養へのアクセス 

チュニジアでは、近年、乳幼児の栄養改善が着実に進んでいる。2018 年時点で、5 歳未満児の発育阻

害と体重過多の有病率は、それぞれ 8.4%と 17.2%であった。当局は、WFP 国別戦略(2018~2022) の一

環として、2022 年までに食料安全保障と栄養を改善するため、学校給食の提供を強化している。 

医療インフラの不足:
• ICUベッド数:2020年10月現在、チュニジアには181のICUベッドしかなく、そ
のうち145のベッドが使用中である。国内の患者数は増加傾向にあり、病
床数は不足すると予想される

− チュニジアの24の13州のうち、住民人当たりの集中治療ベッド数が
住民10万に対して１床に満たない居住区もある

• 医師: 2020年5月時点で、12.7人/1万人の医師がいた。アフリカではモーリ
シャスとアルジェリアに次いで3番目に医師数対患者数の比率が高い

- 2020年10月のパンデミックの第二波以降、増加する症例数に対
応できなくなっている。ほとんどの州立病院はICUが不足しており、
収容キャパシティーの限界に達している

政府による課題対処に向けた措置:
• 病院のベッド容量の拡大: 2020年11月に保健省がパンデミックの
第二波に対処するべく、118のICUベッドと560の酸素ベッドを備え
た二つの野戦病院がSfaxとKram Exhibition Centerに開設すると
発表。また、政府は公衆衛生施設のための設備を購入に向けた
特別基金を設立

• 国際支援: チュニジアはパンデミックの間、世界銀行などさまざまな
国際機関や国から支援を受ける。世界銀行はTND 1億200万
(3300万ユーロ近辺)に相当する資金を援助しており保健省が
COVID-19のための医療品や機器の調達に割り当てられる

• インフラ開発・医療品を調達のために、チュニジアの医療費への拠
出は2021年にはTND 7.61 bnに増加すると予想される。2020年3
月21日、政府はTND 5億基金の創設を発表。この基金は、重要
な医薬品およびその他の必要な備蓄を目的とした備蓄戦略の改
善に役立つものである

不十分なCOVID-19 への医療物資:
• 検査キット: 

− 検査キットの不足は症状が確認された限られた患者への使用
を行う選択的テスト戦略の導入に繋がった

− COVID-19を検査する設備を備えた研究所のほとんどが国の首
都周辺にあり、医療提供における地理的格差を悪化させてい
る

• 人口呼吸器: 2020年のロイターの調査によると、チュニジアには250台し
か人工呼吸器がない。COVID-19のピークに対応するための人工呼吸器
の推定必要量は903である

政府による課題対処に向けた措置:
• 専門施設の設立: 2005年に保健省の下に 「新・新興疾病全国観
測所」のような施設を設立し、国内でのCOVID-19の流行への対処
に助力した

• 人口呼吸器:  
− アラブ首長国連邦は2020年11月に、国内の11,000人の
医療従事者へ向けた医療用品と人工呼吸器を搭載した
支援航空機を派遣

− スース工科大学の学生たちは、呼吸補助装置の公募に
2020年3月に応じた。

• テスト: Djerbaのような特定の地域の市民社会グループは、資金を
調達し、研究所を設立

• マスクと防護用品: チュニジアの市民社会と民間セクターは、医薬
品の生産を増やす。例えば、Orange Solidarity FabLabs (チュニジア
のメーカースペース)は、医療従事者のために約1,500枚/日の顔面
シールドを製造している。医療機器メーカーの米コンソメド社は5万枚
/日のマスクを製造。繊維産業もまた、フェイスマスクと防護服の生
産を行っている
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図 3-25 チュニジアの栄養への影響 

 
3-2-1-3. 政府の対策やビジネス動向 
チュニジアにおいては、民間ベースで医療分野への新技術の取込みが進められており、遠隔診断ロボッ

トや AI を活用した予備診断等の事例が見られる。 

(1) 遠隔医療 

ドイツの DräxlmaierTunisia 社は、チュニジアのスタートアップ Enova Robotics 社と提携し、遠隔診

療ロボットを開発している。このロボットは、医療スタッフが非接触で遠隔予備診断を行う機能を有し

ている。ただし、チュニジアは 2018 年に遠隔医療実施のための法的枠組みを確立したが、遠隔医療の取

組を制限する法的問題が依然として存在している。 

(2) 人工知能 

都市部から離れた地域に医療を提供する際に、AI は効果的な成果を生み出すのに役立つ可能性が高い

ことから、チュニジア国立応用科学技術研究所は、肺の X 線画像から新型コロナを診断できる AI ベース

のツールを開発している。 

食料と栄養へのアクセス
• 未満の子どもの発育阻害と衰弱: チュニジアにおける5歳未満児の発育阻害と体重過多の有病率は、2018年にはそれぞれ

8.4%と17.2%であったが同年における消耗症の有病率は2.1%と比較的低かった
• 幼児死亡率:

− 5歳未満児死亡率が32.5人 (男児) と27.1人 (女児) (2000年) から18.3人 (男児) と15.4人 (女児) (2019年) へと改善
• 貧困ライン以下の人口:

− 2018年現在、チュニジアでは人口の2.8%が貧困ライン以下(1日当たり3.2米ドル未満で)、0.2%が極度の貧困状態(1
日9米ドル以下で)にある

政府による課題対処に向けた措置:

• 政策目標:子どもの発育阻害、子どもの衰弱、糖尿病などの慢性疾患の予防など、栄養強化のほぼすべての分野における
目標が含まれる

• チュニジアの国家機関は、世界食糧計画 (2018~2022) の国別戦略の一環として、2022年までに食料安全保障と栄養を改
善するためより栄養価のある学校給食の提供を図る
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図 3-26 チュニジアにおけるビジネス面の変化 

 
  

• Honoris United UniversityはDigital Industry Tools 
Expert (DITEX) (コンソーシアム)と提携し、3Dプリントに
よる人工呼吸器、救命診断装置、およびCOVID-19の
対処を支援する機器を開発

• ベジャの技術者たちが3D技術を使ってフェースシールドを
開発

• 人工呼吸器、顔面シールド、人工呼吸器、体外診断用医
薬品などのCOVID-19の医療用品の不足は、3Dプリント会社
が需要と供給のギャップを埋める機会への提供となる

3D printing

• 国立応用科学技術研究所 (NIST) の学生たちが、オー
プンソースのAIを基盤としたの機器を開発し、肺のX線
画像からCOVID-19を診断できるようになった

• ソリューションは90%の精度を提供し、国内のさまざまな
病院でテストを実施

• 人工知能は短時間でX線データから即座に結果の取得が可
能になる。プラットフォームは一般的に集約した管理ではない
ため国内のどこでも使用できる

Artificial 
intelligence

• ドイツの自動車部品サプライヤーであるDräxlmaierTunisia
社とスタートアップEnova Robotics社と提携・開発をしたロ
ボットはチュニジアのAbderrahmen MAMI Hospitalで遠
隔医療を通じてCOVID-19患者を支援
— このロボットにより、医療スタッフは、接触なしでので

遠隔で予備診断を行い、患者の病状の観察をする
ことができる

• 2018年に遠隔医療実施のための法的枠組みを整備したが、
国内での遠隔医療の取込みを制限する法的問題への対応が
必要である

• パンデミックは、特に地理的弱者への医療を対処するために、
遠隔医療の採用を早めることが期待される。チュニジア政府は、
医療情報システムの近代化の一環として、テレヘルスのためのプ
ラットフォームを確立することを目指している

Telemedicine

政府/民間技術の取り組み ヘルスケア企業へのビジネスチャンス
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 エチオピア 
3-2-2-1. 感染動向 
エチオピアへの感染の伝播は遅かったが、2020 年 7 月上旬から感染のペースが加速し、9 月にかけ第

一波が発生した（ピーク時の日次新規感染者数は 8 月 21 日の 1,829 人）。以降も下げ止まり状態が続き、

2021 年 1 月より増加に転じ第 2 波（ピーク時の日次新規感染者数 3 月 10 日の 1543 人）が生じ、3 月中

旬時点で増加傾向が続いている。死亡率は１%中盤で推移し、日次の死亡者数は第 1 波のピーク時に 28
人、第 2 波のピーク時に 30 人が記録されている。2021 年 3 月 13 日時点で、累積感染者数は 174,054 人

（うち死亡者は 2,540 人）となっている 。 

エチオピアでの感染拡大の要因として、不適切な封鎖措置、社会的距離や衛生対策の実施が不十分であ

ったこと等が考えられている。死亡率は比較的小さい値を示しているが、同国の年齢層が比較的若いこ

ととの関連性が指摘されている。 

 
図 3-27 エチオピアの感染動向 

 
3-2-2-2. 感染拡大による影響 

(1) 医療インフラ 

2020 年 5 月時点で、同国の ICU ベッドは 570 床のみしかない（10 万人あたり 1 床以下）。感染爆発

のピーク時（重症感染患者 100%が医療機関を受診した場合）の必要数を満たすためには、5,000 床の追

加が必要とされている。これに対し、エチオピア政府は医療インフラ改善や新型コロナ対策（医療機器購

入、医療従事者の給与、衛生施設、消毒剤、PPE の調達等）の予算増加を行っている。また、2,000 人の

重症患者を収容できる野外病院を首都アディスアベバに開設している。 

(2) 新型コロナ検査キット、フェイスマスクの不足 

エチオピアでは新型コロナ検査キットが不足し、2020 年 5 月までに 10 万人あたり 23 人の検査しか行

えなかった他、医療用マスクの不足も深刻で、今後 4 か月間で少なくとも 1 億 3000 万枚が必要になると

第2波にあたる時期に掛かっているが感染は組み止められている
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 医薬品、検査キット、フェイスマスクの不足問題
• エチオピア政府の支援を受けて、エチオピアの4つのメーカーは、フェイスマスクの
生産と供給体制を確立した

• COVID-19 PCR診断検査キットの商業生産のために、新しい工場であるBGI 
HealthEthiopiaが中国企業と共同で設立された

 医療インフラに対する需要の高まり
• 医療費を強化し、医療インフラを改善するためのETB50億パッケージを発表し
た

• いくつかの施設が仮設病院に転換された

 食糧不安の高まり
• 米ドルの資金不足で、難民や子供、妊婦の食糧安全保障が脅かされる
• サバクトビバッタの侵入により耕作地が被害を受け、多くの穀物が失われた他、コ
ロナや洪水等によって、約850万人の生活が影響されると予想される

 世界銀行の「都市のセーフティネットと雇用プロジェクト」は、都市部の貧困層の収
入改善、若者の労働市場への参加改善に役立っている

 世界銀行は、エチオピアの小規模農家の農業生産性と商業化を向上させることを
目的とした「開発目標」プロジェクトを開始した

 医療施設の組織化方法の変更
• 医療サービスの需要の増加をより適切に管理するために、医療システムは3つのタ
イプの施設/サービスに分類された

• COVID-19医療従事者に生命保険を導入した
 医療施設の衛生状態が改善され、予防措置の実施、医療従事者の保護、水源
の改善、衛生設備の導入等が推進されている
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予測された。これに対し、BGI ヘルス・エチオピアと中国企業との合弁会社は、新型コロナ検査キット

の商業生産を開始している。また、繊維メーカー数社が生産ラインをフェイスマスクに転換し生産を開

始している。 

 

図 3-28 エチオピアの医療インフラ及び医療用品の不足 

 
(3) 食と栄養へのアクセス 

WFP によると、エチオピアでは新型コロナの影響により、難民 70 万人、生後 6~59 か月の子供 115 万

人、妊婦 75 万人の食糧安全保障が脅かされている。また、新型コロナの影響に加え、イナゴ被害や洪水

の複合的影響により、850 万人の食料が不安定になると予想されている。これに対し、エチオピア政府は 
「COVID-19 マルチセクター対応計画」を策定し、農村部及び都市部の 1500 万人に対し、緊急食料配布

を実施するために 6 億 3500 万 USD を割り当てている。また、農業セクターの支援、栄養へのアクセス

が不足する人々の保護に 2 億 9300 万 USD が配分されている。 

 
図 3-29 エチオピアの食料への影響 

医薬品、検査キット、フェイスマスクなどの医療物資の不足

• エチオピアでは、利用可能な検査キットがないため、5月までの
平均検査数は10万人あたり23人である

• 2020年6月、保健相のリア・タデッセ博士は、今後4カ月間で少
なくとも1億3000万枚の医療用フェイスマスクが必要になると発
表

政府による課題対処に向けた措置:

• エチオピア政府の支援を受け、エチオピアのエベレスト、シント、
アルメダ、カルゼドニアの4つの衣料メーカーが、フェイスマスク
(1.5 lakhマスク/日の総生産量)の生産・供給能力を動員

• 9月14日、BGIヘルス・エチオピアの新工場が中国企業と共
同で年間1000万個の試験キットの生産能力を持つ工場を
設立。COVID-19 PCR診断キットの生産を開始

医療インフラ需要の増加:
• エチオピアでは今年5月、全国で570床の集中治療室が開設
したが10万人あたり1床以下である

• Center for Disease Dynamics, Economics&Policy (6月4日に)の
報告によると、エチオピアでは重症感染患者の100%が医療機
関を受診した場合、予測される必要なICUベッドを満たすため
にICUベッド5000床の追加が必要となる

政府による課題対処に向けた措置: 
• 3月、医療支出を強化し、医療インフラを改善するための

ETB 50億パッケージを発表
• 9月13日、アディスアベバに2000人の重症患者の収容が可
能となる COVID-19の野戦病院が開設。

• 2020年度/21年度には、ETB 300億をCOVID-19関連の支出
(医療機器の購入、医療従事者への支払い、衛生施設、消
毒剤、PPEの調達を含む) に割り当てる予定である

COVID-19・サバクトビバッタによる食料不足:
• WEPの報告によると、WEPによる1億5800万ドルの資金不足 (2020年) は、難民70万人、6~59カ月の子ども115万人、妊婦75万人の食
糧安全保障にマイナス影響となっている

• 2020年の サバクトビバッタ の侵入は、エチオピアの約20万ヘクタールの農地が被害を受け、356 000 MTを超える穀物の損失、約100万人
のエチオピア人の食料安全保障に影響を与えた
— Belg Food Security Monitoring Survey (FSMS–2020年7月)によると、COVID-19の封じ込め政策が実施されて以来、31%の世帯が食
料価格の上昇、12%が収入の減少に直面

—エチオピアの2020年7月の国内食料インフレ率は、2019年7月と比較して23.7%上昇
政府による課題対処に向けた措置:
• 4月3日、政府は「COVID-19マルチセクター対応計画」を発表

—計画では、食料不足に直面する現在農村部および都市部のPSNP (プロダクティブセーフティネットプログラム)の対象となっていない1500
万人に対し、緊急食料配布のために6億3500万ドルが割り当てられた

— この計画ではまた、農業セクターの支援、栄養、弱い立場にある人々の保護に2億9300万ドルを配布

• 世界銀行が5億5000万米ドルで2020年9月に立ち上げたられた「都市のセーフティーネットと雇用プロジェクト」は、都市貧困層の所得向上
と、若者の労働市場への参入を支援
— これにより、貧困層の収入源が創出され、食料へのアクセスの改善が期待される

• 2020年9月、世界銀行はエチオピアの小規模農家の農業生産性と商業化の向上を目的とした8000万ドルの「開発目標」プロジェクトを
開始
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3-2-2-3. 構造的な変化と政府の対策 
エチオピア政府は、新型コロナによる基本医療サービスへの悪影響を緩和するため、医療システム・施

設を 3 分類に分け運営を行っている（トラック 1：新型コロナ患者のみ対象、トラック 2：大規模な医療

施設であり、新型コロナ患者と日常的な医療提供の両方を対象、トラック 3：日常的な医療サービスのみ

対象）。また、パンデミックの発生以来、医療施設の衛生改善が行われた結果、医療施設の 34%が上水を、

61%が衛生施設を有することができるようになった。 

 

図 3-30 エチオピアの構造的な変化と対策 

  

医療施設の衛生改善

• JSIの調査・研修機関によると、COVID-19は、医療施設が現場
で強力な予防措置を実施する結果となり、顧客の信頼を高め、
医療従事者の安全の担保へとつながった

• COVID-19の感染拡大以来、保健施設の34%が安全な水の確
保が可能となり、61%が衛生施設を整備することで第一線で
働く医療従事者と利用者の対するリスクを低減

エッセンシャルケアに対するCOVID-19の影響

• 2020年4月の第1回出生前出席率は前回8か月の平均値と比較して、
12％、5歳未満肺炎治療は35％減少

• Dire Dawa Health Bureauのデータによると、4月1日から2020年6月30
日までの期間に結核患者は110人であり、これは以前の報告期間に
検出された患者の約3倍である。

保健施設の整備における変化

• COVID-19による保健サービスに対する需要の増加を受け、保健システムを3つのタイプに施設/サービスを分けて対応を行う
— トラック1には、COVID-19患者のみを対象とした幅広いサービスを提供する医療施設が含まれる
— トラック2には、COVID-19を提供とより大きな医療体制とキャパシティを備え、基本的な医療サービスを行う医療施設が含まれる
— トラック3には、継続的な日常的ケアサービスを提供する医療施設が含まれる

• 政府はCOVID-19の医療従事者にも生命保険を適用
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 ルワンダ 
3-2-3-1. 感染動向 
ルワンダにおいては、2020 年 3 月に国全体でロックダウンが実施され感染拡大を抑え込んでいたが、

5 月以降の段階的な規制緩和により、8 月から 9 月にかけて第 1 波（ピーク時の日次新規感染者数は 8 月

24 日の 217 人）が発生した。その後 12 月から感染者が再度急増し、2021 年 2 月にかけ第 2 波が生じた

（ピーク時の日次新規感染者数 1 月 26 日の 574 人）。日次の死亡者数は第 2 波のピーク時に 9 人で、死

亡率は 1%中盤以下で緩やかな増加傾向が続いている。2021 年 3 月 13 日時点では、第 2 波は収束に向か

っており（日次 100-200 人の範囲）、累積感染者数は 20,143 人（うち死亡者は 276 人）となっている 。 

新型コロナの感染拡大は、ルワンダ経済に悪影響を及ぼし、サプライチェーンの混乱、インフォーマル

セクターでの高い失業率、外国直接投資等の資金流入減少を引き起こしている。2019 年の GDP 成長率

は 9.4%とアフリカで最も高かったものの、2020 年にはマイナス 1.9%まで急落した。 

ルワンダ政府は、経済・景気対策として、製造業、零細・中小企業の振興のためのイニシアティブと財

政措置を展開してきた。また、国連開発計画（UNDP）は、支援分野を特定し新型コロナ対策予算を計上

している。支援分野には、保健システムの強化（PPE や衛生用品の提供）、包括的かつ統合的な危機管理

（予防情報の発信、AI を利用した診断等）、社会経済影響の回復等のプログラムが含まれている。 

 
図 3-31 ルワンダの感染動向 

 
3-2-3-2. 感染拡大による影響 

(1) 医療インフラ、検査場及び新型コロナ検査キット、 

ルワンダにおいては医師が不足しており、2020 年時点において 10 万人あたり 13 人である。また、医

療施設についても、2020 年時点で 1 万人あたり 1.3 病床と不足している。さらに、新型コロナ流行の当

初においては、PCR 検査はルワンダ生物医学センター国立基準研究所（NRL）のみ実施可能であった。

これに対し、ルワンダ政府は検査能力を向上させるとともに、リスク軽減のために新技術を活用する取

組を行っている。具体的には、移動式検査ラボの投入、防疫ロボットの導入、ドローンによる医療用品の
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 食糧価格上昇と栄養不足人口の増加
• 移動制限は経済活動、及び農産物の販売への影響が懸念される
• 低所得層の世帯を対象に、現金や食料支援を実施している
 封鎖措置の影響

• 封鎖期間中に失業は約40%増加し、貧困は27%も増加したと推定されている

 政府による対応
• 中央・地方行政責任者・医師・パンデミック対策の専門家等から構成される

400人のCOVID-19対応チームが組織され、データ主導型の感染症対策が実施
されている

 国際機関のプログラム
• IMFはUSD 2億2,050万の資金援助を実施
• 世界銀行は保健分野・経済回復を支援する為、USD1,425万を支援
• EUは防護服や医療機器の生産を支援する為、EUR5,200万を支援

厳格な封鎖措置が功を奏したが2021年に入り感染が大きく拡
大している

 コロナ禍での技術活用
• ロボットが薬剤や食料の配布、施設の消毒を行う事業を実施
• COVID-19の診療所では人間サイズのロボットが患者の体温を測定し、物資の
運搬を行っている

• スマートフォンを活用して在宅ケアを受けている患者の追跡調査や、接触者の
特定に使用されている
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運搬等が行われている。 

(2) 栄養と食品 

農業は新型コロナによるサプライチェーンの混乱等の打撃を受けた分野の一つであり、食と栄養のア

クセスに悪影響を及ぼしている。5 歳未満児の発育阻害率は、2010 年から 2015 年の間に 44%から 38%
に低下しているが、新型コロナによる悪影響が懸念されている。これに対し、ルワンダ政府は国家幼児開

発プログラム（NECDP）を策定し、栄養プログラムの促進を図っている。また、米国 UNAIDS は EU
と共に、新型コロナに影響を受けた若い母親や LGBTI 等の人々を対象とし食糧援助と衛生設備を提供し

ている。 

 
図 3-32 ルワンダにおける医療施設・新型コロナ関連物資と栄養 

 
3-2-3-3. 技術的進歩と対策 
新型コロナの感染拡大を契機に、ルワンダにおいても医療分野での技術革新が進められている。具体的

には、非接触のためのロボット活用、ドローンによる運搬、在宅療養患者の携帯電話を通じたモニタリン

グ、感染者の追跡アプリ等の導入が始められている。 

研究所、検査キット 、とインフラ
• ルワンダでCOVID-19の症例の報告当初は、すべてのCOVID-19検査はルワ
ンダ生物医学センターの国立基準研究所 (NRL)のみでの実施。しかし試験
のための新たな戦略が導入され、周辺地区の試験所を通じた検査体制の
分散化を図る

• ルワンダは2020年時点で医師1人:1万と医師不足である（WHOの規定の
人口に対する医師の比率は1:1,000）

• 全体として、ルワンダでは1.3床/1万人の市民 (2020年時点) のキャパシ
ティーなためCOVID-19対処は極めて困難である

政府による課題対処に向けた措置:
• 2020年4月にEast African Community からMobile Lab unitがルワンダ
に派遣。これにより、COVID-19での試験能力が向上と全国規模の試
験が容易になる。

• ルワンダ保健省はUNDPの支援を得て、リスク軽減策として、スマートな
5台の防疫ロボットを導入。ロボットは、毎分50人から150人をスクリー
ニング、データの取得及び患者の部屋に食べ物や薬を届ける。異常を
検出した場合は報告を行う

• サンフランシスコに拠点を置くZipline Inc.が持つ60機のドローンを使用し
COVID-19のサンプル、防護服や点滴を運搬

• Rwanda Biomedical Centerの研究室では、自動化システム(プーリング
方式)を導入し、毎日1000サンプルの容量を15倍に増加

• COVID-19の感染拡大以来、~6万名のルワンダのコミュニティヘルス
ワーカー (CHW) が、ルワンダ生物医学センター (RBC) を支援

• 国の地域社会ベースの健康保険 (CBHI) が、保健医療へのアクセスを
確保するために、都市部に住む難民や難民の学生にも適用

栄養と食料: 

• ユニセフによると、80万人近くのルワンダの5歳未満児が発育不良で
ある。栄養不良に関連した乳幼児死亡率により約9%のルワンダにお
ける労働力が減少している

• ルワンダでは、5歳未満児の死亡の40%以上が生後1カ月以内の子
どもである

• Global Nutrition Reportによると、ルワンダは妊娠可能年齢の女性に
おける貧血の低減、食事に関連した非伝染性疾患 (NCD) の低減が
進んでいない

政府による課題対処に向けた措置: 
• 政府は、ジェンダーと家族保護省 (NECDP) 内に国家幼児開発プロ
グラム (MIGEPROF) を設立

• 国連食糧農業機関 (FAO) の支援を受けて、新しい品種の導入へ
の研究と技術革新を促進することにより、農業改革を優先している

• UNAIDSは欧州連合からの支援とともに、特にコロナウイルスに最も
感染したLGBTIの人々と若い母親のコミュニティに食糧援助と衛生
設備を提供

• 国家食料・栄養政策は、2歳未満の子どもの発育阻害を減らし、
特にルワンダの貧しい家族の食料安全保障を改善する戦略的方
向性を示す

• National Women‘s Council Village Committees (NWCVC)は、栄養
の重要性を推進しています。彼らは、授乳中の女性および離乳食
(6~24ヶ月)の年齢にある小児のための健康的な食事に重点を置く

• MINAGRIと連携して、小学生と以下の子供を対象とした 「ミルク
カップ」 を実施
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図 3-33 ルワンダの技術的進歩と対策 

  

• 5台のハイテクロボットを配備し、薬剤の配布、食品の配布、患者ステーションの消毒などにより、医療従事者と患者の接触を減らした
• COVID-19の診療所で人間サイズのロボットを利用して、患者の体温を測り、物資を届ける
• COVID-19の予防策を市民に周知するためのドローンの配備

• コロナウイルス検査を強化するためにプール検査アプローチを採用。時間、コスト、労力が節約され、結果の精度が向上し、失敗率はわずか
0.001%である

• スマートフォンは、在宅ケアを受けているCOVID-19患者の追跡調査や、 COVID-19で確認された症例の接触者の特定に使用されている

• 地理情報システム (GIS) を用いて家庭レベルでCOVID-19症例を監視し、ロックダウン措置の実施の必要性を評価
• 感染はペーパーレスのOpen Data Kitアプリケーションを通じて追跡され、アウトブレイク調査チームによる分析のためにデータを収集
• 特定の構内に入る訪問者と従業員を記録する Ikaze App を導入

オンラインでのデータ収集と可視化:

数学的とスマートフォンによるアプローチ:

ロボット・ドローン: 
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 南アフリカ 
3-2-4-1. 感染動向 
南アフリカの感染状況は本調査対象国の中で最も深刻である。2020 年 6 月から 8 月にかけての第 1 波

（ピーク時の日次新規感染者数は 7 月 24 日の 13,944 人）、また、2020 年 12 月から 2021 年 2 月にかけ

ての第 2 波（ピーク時の日次新規感染者数 1 月 8 日の 21,980 人）において大規模な感染拡大が発生して

いる。日次の死亡者数は第 1 波のピーク時に 572 人、第 2 波のピーク時に 844 人が記録されている。死

亡率は、感染が広がっていった 2020 年 4 月から 2021 年 3 月の時点まで、2%台から 3%台の増加傾向で

推移している。2021 年 3 月 13 日時点では、第 2 波は減衰傾向であるもの、累積感染者数は 1,528,414
人（うち死亡者は 51,261 人）となっている。 

 

図 3-34 南アフリカの感染動向 

3-2-4-2. 感染拡大による影響 

(1) 医療インフラの脆弱性、人材及び医療施設の不足 

新型コロナの大規模な感染拡大により、同国の医療インフラは対応能力を超える状態となり、ベッド、

酸素供給、ICU ベッドの不足が発生した。ICU ベッドについては、新型コロナ以前においては 3,318 床

（公立 1,178 床、民間 2,140 床）を有していたが、ピーク時の需要は 4,100 床から 14,767 床と推定され

著しい不足状態に陥っている。これに対し政府は 350 億ランドの予算配分を行い、公立病院が対応能力

を超えた際の民間病院による患者受入、検査体制の充実、ワクチンの調達等の対策を講じている。 

大陸内で感染者や致死率等のコロナに関するデータは最も悪い
値を示している
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 COVID-19影響による栄養とフードアクセスの低下
• COVID-19による南アへの最大の影響分野は、栄養、生計と収入、食糧生
産とアクセス、保健サービスの提供にあると推察

• 特に東南部アフリカでは、2020年上半期では対象となる子供のビタミン投
与が半分の人数に留まった

 政府と国際機関による支援
• ユニセフと協力し12の地区で、ロックダウンにより検診や予防接種ができな
かった5歳未満の子供を対象に「子どもの健康を取り戻す」活動の支援を実
施

左軸：累積感染者（十万人）
右軸：日次新規感染者

 COVID-19の流行により、医療インフラのひっ迫
• ICUベッドの国内全体の可用性は3,318床である
• 南アフリカ保健政策ポートフォリオ委員会は、国内のICUベッド数が不足して
おり、ピーク時の需要は4,100床から14,767床と強調

 政府主導による対策
• 国庫基金から上限ZAR 350億を医療セクター支援として拠出
• 2021年末までに3段階で少なくとも人口の67%を集団免疫としてのワクチン
接種を達成する事を目標とするワクチン戦略を発表

 医療現場のデジタル化
• 西ケープ州のタイガーバーグ病院は、患者から医療従事者へのCOVID-19の
感染を防ぐためICUでのカルテを電子化する等のデジタル化プロジェクトを実
施

• 2020年3月26日、HPCSA (南アフリカ保健職業評議会)は遠隔から患者を
管理する遠隔医療の利用を認可

 医療従事者への支援
• Vula Mobileは、国立感染症研究所 (NICD) の医療従事者向けヘルプ
ラインを通じて、ストレス軽減に貢献
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図 3-35 南アフリカの医療体制の影響 

(2) 新型コロナ検査キットの不足 

新型コロナ検査キットの不足により検査が滞り、2020 年 5 月時点においては感染の疑わしい 96,000
人が検査待ちとなった。政府は、移動式検査場等の整備を進めると共に、新型コロナ検査キット生産のた

めに民間企業への生産支援を行った。これを受け、ケープバイオ・テクノロジーズ社は、新型コロナ検査

キットの開発を行い、１日あたり 5,000 個の新型コロナ検査キットの販売を行っている。 

(3) 栄養と食料へのアクセス 

南アフリカにおける新型コロナによる影響は、保健医療サービスのみならず、食糧生産と栄養へのアク

セス、生計と収入にも及んでいる。政府はユニセフと協力して、子供の健康状況改善のための支援を行っ

ている。 

 

図 3-36 南アフリカにおける医療用品（新型コロナ関連物資）と栄養 

 

医療インフラの脆弱性と人材・施設の不足:

• 南アフリカの医療インフラは、COVID-19の感染拡大により、ベッド数、酸素供給や集中治療室の不足に直面
• COVID-19以前の、ICUベッドの国内全体の可用性は公立病院1,178床、私立病院2,140床の3,318床であった

— 南アフリカ保健政策ポートフォリオ委員会は、国内のICUベッド数が不足しており、感染ピーク時の需要は4,100床から14,767床と強調

政府による課題対処に向けた措置: 
• 国家災害の宣言後、緊急支援として南アフリカは国庫基金から上限ZAR 350億の拠出が可能となった

— 資金は、COVID-19への国家的対応に取り組むセクターの支援へ利用され、60の新しいモバイル検査施設の確保、180の検査施設と
320の検査施設の設立、および28,000人の地域医療従事者の全国配置に拠出

• 南アフリカ政府は公立病院の病床が不足した場合、重症のCOVID-19患者の治療費を支払うことで民間病院や開業医と合意
— 政府は私立病院の集中治療室でCOVID-19の治療を受ける患者に対して１日当たり最大でZAR16,000 (USD 950) の手当てを支給す

ることで合意
— 手当てにはベッドの使用料、患者の治療へあたった専門家チームへの診療費、病理学や放射線学を含む追加サービスの費用が含まれ

る
• 2021年1月3日、南アフリカは、2021年末までに3段階で少なくとも人口の67%を集団免疫としてのワクチン接種を達成する事を目標とする
ワクチン戦略を発表
— COVAXを通じて人口の10%のワクチンを確保しており、残りの標的人口(人口の57%)のワクチン調達を進めている
— 2月28日の時点で、ジョンソン・エンド・ジョンソン社から200万回の追加ワクチンが提供され、約67,000人の医療従事者のワクチン接種

が完了

COVID-19検査キットおよび試薬の供給不足
• 保健相によると、2020年に南アフリカでは、検査キットの不足により、検査が急激に減少し、保健省の発表では今年5月末までに、コロナウ
イルス検査待ちの人数は96,000人を超えた
政府による課題対処に向けた措置: 
• 政府は災害基金を通じてZAR 4億4600万を医療従事者の個人用保護具の調達に割り当てた
民間企業の米ケープバイオ・テクノロジーズ社は、政府の支援を受け、7月末までに1日当たり5,000個の検査キットを発売

— 市販されている輸入キットでは3~4時間かかっていた検査結果が、2時間以内の結果反映が可能になった

栄養と食料へのアクセスの低下:

• COVID-19による南アフリカへの最大の影響分野は、栄養、生計と収入、食糧生産とアクセス、保健サービスの提供にあると推察される

• 東南部アフリカ (ESA) 地域では、ビタミンA補充はCOVID-19により最も大きな打撃を受け、 2020年の上半期における最初の年間用量は対
象となる子供の半分にしか到達しなかった

• 消耗性疾患の治療については、2019年の同時期と比較して、重度の消耗性疾患の小児の入院が全体で9%減少

政府による課題対処による処置: 
• ユニセフと協力して、南アフリカは優先順位の高い12の地区で、「子どもの健康を取り戻す」活動の支援を実施

— この支援では、ロックダウン中に予防接種、ビタミンA補給、栄養状態のスクリーニング、HIV検査と治療を受けられなかった5歳未満の
子どもたちが優先対象となった
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3-2-4-3. 構造変化と政府の対策 
新型コロナの大流行を経て、政府の施策に変化が起こっている。まず、政府は、医療施設における「感

染予防と管理（Infection Prevention and Control: IPC）」を優先し、IPC ガイドラインを策定し医療施

設を支援している。また、非接触技術や遠隔医療のサービス普及拡大も目指している。さらに、医療従事

者のストレス緩和等のメンタルヘルスとサポートサービスにも取り組んでいる。 

 
図 3-37 南アフリカの構造的な変化と対策 

  

• COVID-19への対応として、南アフリカ政府は国家感染予防管理戦略フレームワークを承認し、現在実施している
• 戦略は、適切な手指衛生、個人用保護具の使用、環境と医療器具の洗浄と消毒等の実践的対策の強化に焦点を置く

— 感染を抑制し、患者と医療従事者の両方を保護することを目的としており、ヘルスケア関連感染症（HAI）に直接影響を与える
• WHOは、流行病とパンデミックの緩和・対処するための重要な指針として、政府による枠組みの策定を支援
• この枠組みに沿った実践的な実施マニュアルも同時に開発され、更なる支援を医療施設に行う

メンタルヘルスとサポートサービス

• COVID-19期間中、医療従事者は高レベルのストレスと不安に晒さ
れ、重度の精神的消耗に至った

• ケープタウンに拠点を置くテクノロジースタートップ、Vula Mobileは、
国立感染症研究所 (NICD) の医療従事者向けヘルプラインを通じ
て、ストレス軽減に貢献

• 南アフリカ精神医学会、南アフリカ医師会、南アフリカうつ病・不
安グループは、医療従事者ケアネットワークを立ち上げる
— 医療従事者に心理社会的支援と教育を提供するために設置

デジタルサービスの普及拡大

• 西ケープ州にあるタイガーバーグ病院は、患者から医療従事者への
COVID-19の感染拡大を防ぐため、新しいデジタル化プロジェクトを
試験的に実施
— この病院では、ICUでの紙使用による記録を廃止し、デジタル記

録と高度な監視技術を導入。この措置により、ICUでの感染リ
スクが推定50%削減されると同時に、患者ケアが向上を目標と
する

• 2020年3月26日、HPCSA (南アフリカ保健職業評議会)は、ビデオ
や電話回線などの仮想プラットフォームを使用して、遠隔から患者を
管理する遠隔医療の利用を認可

医療施設におけるIPCガイドラインの採用
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 コートジボワール 
3-2-5-1. 感染動向 
コートジボワールの感染状況については、最初の症例が 2020 年 3 月中旬に確認されて以降、6 月初旬

までは大きな感染拡大は見られなかったが、6 月から 7 月にかけて第 1 波（ピーク時の日次新規感染者

数は 6 月 19 日の 430 人）が発生した。その後、2021 年 1 月から 2 月にかけての第 2 波（ピーク時の日

次新規感染者数 1 月 22 日の 564 人）は一旦減少傾向となったが、3 月初旬にリバウンドし日次新規感染

者数 691 人（3 月 4 日）を記録するまでになった。死亡率は他のアフリカ諸国より低く、日次の死亡者

数は第 1 波のピーク前後に 4 人、第 2 波のピーク時に 4 人が記録されており、死亡率は、2020 年 6 月か

ら 2021 年 3 月の時点まで、0.5%台で推移している。累積感染者数は 3 月 13 日時点で、37,304 人（う

ち死亡者は 211 人）となっている。 

新型コロナの流行による経済への影響は、他国同様に大きい。国内での感染拡大と欧州・アジアの主要

貿易相手国の需要減少の結果、2020 年の成長率はマイナス 5.6%まで落込んだ。貧困ラインを下回る人

口は、2015 年時点で 29.8%であったが、2020 年 10 月までに最大で 4%増加するとみられている。 

 

図 3-38 コートジボワールの新型コロナ動向 

 
3-2-5-2. 感染拡大による影響 
栄養と医療サービスに関しても、新型コロナの影響は大きい。栄養不良と食料不安は、地域格差を伴

い、依然として大きな課題である。移動制限等により約 25%の世帯が市場へのアクセスが困難になった。 

医療サービスについては、不十分な医療施設・機器、施設への物理的アクセスの制限が問題となった。

これに対し、コートジボワール政府は貧困世帯への財政支援、感染者に対する無料ケアの提供等の対策

を講じている。また、ドイツ銀行は、新たな医療施設（400 病床）のため融資を決定している。 
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6月初旬まで感染者数は少なかったが、封じ込めの緩和により増
加したが、他国よりも死亡率は圧倒的に低い。

 栄養失調と食糧不安の地域格差
• 北部と西部の農村コミュニティは食糧不安の影響を受けやすく、危機が四半期
続くと、貧困率が4%増加する可能性がある

• PAMが2020年4月に実施したアビジャンでの食糧安全保障調査では、約25%
の世帯が閉鎖のために市場へのアクセスが困難になり、60%以上が主食価格
の上昇を報告していることが明らかになった

 UNICEFの支援
• NGOのAction Against Hungerに協力して、アビジャンにおいて重度の急性栄養
失調の管理を推進している

 医療インフラの不足
• インフラ不足や施設の物理的アクセス制限による医療機器や医薬品の入手が
困難

 政府の対応
• 政府は保健分野への追加のXOF950億の資金提供を発表した
• 経済財政省は、ドイツ銀行とイスラム開発銀行にEUR1億4,200万の資金で2つ
の病院の建設を要請した

• 2021年2月末時点でCOVAXプログラムを通してアストラゼネカのワクチン50万
本を受領

 デジタルの活用
• 2020年4月保健相とデジタル経済郵便省は10の現地スタートアップ企業の協
力の下、統合アンチCOVID-19プラットフォームを立ち上げた

• 教育ツール、健康自己診断、遠隔温度測定、eコマース、デジタル決済、デジタ
ル健康サービスなどを提供している

 健康情報システムの展開
• 2020年8月、保健省指導の下、コミュニティの対応を測る9つの指標がUNICEFと

Save the Childrenによって導入され、国の情報システムに統合される予定である
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図 3-39 コートジボワールにおける栄養面に与える影響 

 
3-2-5-3. 政府の対策やビジネス動向 
新型コロナの感染拡大を契機に、コートジボワール政府の保健医療に係る取組も変化している。政府

は、国民皆保険スキームの拡大、デジタル技術を活用した情報システムの強化、給水ネットワークの拡大

等に重点をおいた施策を講じている。 

 
図 3-40 コートジボワールの構造的な変化と対策 

  

コートジボワールでは、栄養不良と食料不安が依然として大きな地域格差を伴う課題である
• 特に西部と北部の農村地域では、食料不安の影響を受けやすい。危機が次の4半期まで続くと、貧困は2020年10月までに最大4%増加す
る可能性がある

• Passive and Active Measurementが2020年4月に実施した食料安全保障に関する調査によると、約25%の世帯が市場閉鎖による食料への
アクセスが困難になり、60%以上の世帯がが主食食料価格の上昇を報告

• また、医療システムの容量は、不十分なインフラ、施設への困難なアクセス状況、不十分な医療機器や必須医薬品などの要因により制限さ
れている

政府及び民間による課題対処に向けた処置: 

• 政府は連帯基金(2020年4月15日命令第2020-382号)を設立し、COVID-19の被害を受けた世帯に財政支援を行っている
• また。感染者に対する無料診療の提供と疫学的および生物学的検知の強化に焦点を当て、CFAフラン960億の緊急保健対応計画を立ち上
げた

• 世界銀行はコートジボワールのCOVID-19に2020年までに7500万米ドルの緊急措置を提供
• ユニセフは、NGO 「飢餓に立ち向かうための行動」と協力して、アビジャン地域における深刻な急性栄養不良課題に対応するべく、21の保健
施設に身体測定資料を設置

• 経済財政省の認可によりドイツ銀行は、ICIECと共同で、ベッド数400床、融資額1億4200万ユーロの新しい病院を建設する
• オレンジは、医療研究施設、NGO、慈善団体に559,000米ドルを2020年4月に寄付

年 栄養不足人口の割合

2019 21.6% (560万)

社会省が行っている国民健康保険基金構想（CMU）は、政府と
家計のリソースを保管し、病気に伴う経済的リスクに対する保護・救
済を国民全体への拡大を図る
• 当構想に伴う2つのスキーム

 拠出型基本総合スキーム
 低所得者又は極貧者のための非拠出制医療扶助スキー
ム(医療扶助制度)

• 現在、CMUは人口の10%のみへ留まっており、貧困世帯のわずか
4.8%しか恩恵を受けていない

ユニバーサル・ヘルスケア・スキームへの関心の高まり 健康情報システムの充実・向上

2020年8月21日、保健省の主導の下、ユニセフとセーブ・ザ・チルドレン
は、コミュニティの様々な側面を網羅する9つの指標を検証
• これらの指標は適用され、国の保健情報システムに統合される予定

デジタル医療技術の採用
COVID-19の影響に対応・管理するために、コートジボワールは、より広く経済に付与する様々な保健技術措置も採用した。
• 2020年4月、10の地元スタートアップがMHPHおよびデジタル経済・ポスト省と協力して開発した統合Anticoroプラットフォームを開始。教育ツール、
健康セルフスクリーニング、遠隔検温、電子商取引、デジタル決済ソリューション、デジタル健康サービスなどの幅広いソリューションを提供

• コートジボワールでは、ドローンを活用して農村部でのメッセージ発信も行っている。Côte d‘Ivoire Drone社、WeFly Agri社、Investiv社の3社が開発し
たこのドローンは、広い地域の衛生管理にも利用されている

上水道ネットワークの拡大

ユニセフは、全米教育委員会の学校生活局と協力して、手洗いモデル普
及のため、給水ネットワークに接続されている123のパイロット・スクールを特
定
• このソリューションを水の供給ネットワークに接続されていない学校に拡大
するために、最も適切なモデルについて学生からフィードバックを収集を行
う
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 調査結果から得られる考察 
 感染者数と死者数 

ここまで各国の新型コロナの影響について検討を行ってきた。図 3-41 では、改めて感染者と死者数に

関し、累積値と 2021 年 3 月 1 日～14 日の 2 週間における日次平均値を比較している。人口 100 万人あ

たりの累積感染者数と死者数は、南アフリカとチュニジアが他国より群を抜いて高い。累積感染者数と

死者数を比較すると、感染者数では 5 位と 6 位と 8 位だったセネガルとケニアとエチオピアが、死者数

ではガーナよりも上位になっており、感染者の致死率が相対的に高いことが分かる。また、人口 100 万

人あたりの 2021 年 3 月 1 日～14 日の日次平均の感染者は、感染の波を迎えている国が高い数値になる

ため、エチオピアやケニアは累積感染者数よりも上位になっている。一方で、南アフリカは落ち着いた数

値である。日次平均死者数を見ても、チュニジアと南アフリカは変わらず他国を引き離して高い。 

 
図 3-41 各国の感染者と死者数の比較 

 
 検査体制と感染の拡大・抑止の関係性 

感染症対策には早期発見や報告から、早期の感染者の隔離や治療に導くためのサーベイランスの重要

性が広く論じられている。新型コロナについても同様で、政策と連動した水際対策や徹底した監視体制

を取り、感染を抑え込めた台湾やベトナム等の事例もある。一方で、増殖力・感染力の非常に強い新型コ

ロナは、サーベイランスの能力を超えた速度で感染するため、欧米諸国等これまでの感染症対策に対す

る強靭な体制を持つ国も感染者や死者数を多く出している。 
 

(1) 検査体制と陽性率 

図 3-42 では、本調査対象国のうち最大限にデータが比較可能な 2021 年 2 月 26 日を締め日とする過

去 10 か月分の比較を行っている。X 軸が日次平均の感染者数で Y 軸が日次の新規検査数を示している。

図の左側の上のグラフは過去 10 か月、下のグラフはそのうち最新の 2 週間の集計である。また、円（泡）
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の大きさは陽性率を示している。一般的には、人口あたりの検査数が多い程、感染対策が行われていて、

一定のタイミングで抑え込みが現れてくると予想されるが、図 3-42 からは、人口あたりの検査数の多さ

が、感染者数や陽性率と正の関係性をもたらしているとは必ずしも言い切れない。 

 

 
図 3-42 検査体制と陽性率 

(2) 感染特徴とリスク要因 

新型コロナの拡大には、都市化や生活習慣（特に肥満率、その他は糖尿病や高血圧）、高齢等が正の相

関性を持つ 50という議論もされている。表 3-1 では各国の新型コロナの状況とリスク要因とされる項目

を比較している。人口あたりの感染者と、感染者の致死率の双方が高い南アフリカとチュニジアは、生活

習慣のリスクと都市化率が他国と比較しても高いことが分かる。両国は、医療インフラや健康保険のカ

バー率及び医療インフラ（医療人材や施設）の充実度も他国よりも高いことから、これらの対応能力を上

回る感染速度と強度であることが推察される。反対に、医療インフラや公的保険の充実度が低いものの、

生活習慣リスクや都市化が低いウガンダは感染者数も致死率も低い。これらの数値が比較的低いコート

ジボワールやエチオピアも、感染者数や致死率は低めになっている。また、ケニアやセネガルのように生

活習慣のリスクが比較的高い国では致死率は高めになる傾向がある。ガーナに関しては、対象国の中で

は比較的人口あたり感染者の割合は高いものの、致死率は低く抑えられている。これには、2-2-2.にて述

べたような早期の国境封鎖や政策（医療分野の支援や先進的な技術の利活用）が貢献していると考えら

れる。 

                                                   
50 JICA (2020a)  

南アフリカ, 83.7, 489.5ザンビア, 14.1, 192.6

エチオピア, 4.6, 60.8
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 泡の大きさは陽性率を示す
 チュニジア、ウガンダ、タンザニアの日次データは集計されていない

陽性率 順位

南部 南アフリカ 14.13% 1

西部 ガーナ 9.34% 2

西部 コートジボワール 8.20% 3

西部 セネガル 7.76% 4

南部 ザンビア 7.34% 5

東部 ケニア 7.13% 6

東部 エチオピア 6.92% 7

東部 ルワンダ 1.51% 8

東部 ウガンダ N/A N/A

北部 チュニジア N/A N/A

東部 タンザニア N/A N/A
Our World in Dataより作成

ザンビア, 39.7, 312ウガンダ, 0.6, 41

ガーナ, 19.4, 145

セネガル, 16.0, 133

エチオピア, 7.3, 56

南アフリカ, 28.2, 481コートジボワール, 4.9, 109

ケニア, 3.9, 69

ルワンダ, 8.4, 343

10

100

1000

10000

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0 45.0

10
0万

人
あ
た
り
新
規
検
査
数

100万人あたり日次新規感染確認者数

100万人あたり日次新規感染確認数と検査数
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 泡の大きさは陽性率を示す
 チュニジア、タンザニアの日次データは集計されていない

2020.4.26-2021.2.26の平均の陽性率
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各国の肥満・高血圧・糖尿病や高齢者人口、医療インフラ等を比較した図を以下に再掲する。表 3-2 か

らは、新型コロナの感染率と致死率の高い南アフリカやチュニジアでは、成人の肥満率と糖尿病の比率

が他国よりも著しく高いことが分かる。 
また、表 3-3 からは、医師数や看護師数及び病床数といった医療体制の整備が、新型コロナの感染や

抑止と直接の関係性があることは確認できない。その一方で、南アフリカとチュニジアの 65 歳以上の人

口比率は他国よりも高いことが分かる。 

表 3-1 各国の感染特徴とリスク要因 

 
 

表 3-2 国別の基礎指標と新型コロナのリスク要因（１） 

 
 

国名 感染動向と
感染の特徴

感染者数
（人口当
たり）

感染者の
致死率

(2021/2/3)

生活習慣病
の要素 疾病構造

健康保険の
対象となる
人口の割合

100万人あた
り検査数／
陽性率

医療インフラ 都市化率

ケニア 第3波の傾向
都市集中 0.19% 1.75% 高 NCD 39.4%

(2009) 79.71 / 3.9% 中 28%

ガーナ 第2波収束 0.23% 0.63% 高 NCD/
感染症

73.9%
(2010) 92.13 / 5.6% 中 57%

ウガンダ 第1波収束
感染少ない 0.09% 0.82% 中 感染症 2%

(2008) 67.53 / 5.7% 悪 24%

タンザニア データ公開停止
（2020.5~） N/A N/A 高 感染症 13%

(2010) N/q 悪 35%

ザンビア 大きな第2波収束
増加傾向 0.32% 1.40% 高 感染症 8.4%

(2008) 545.87 / 9.6% 中 44%

セネガル 大きな第2波収束
増加傾向 0.17% 2.37% 高 NCD/

感染症
20.1%
(2007)

107.13 / 
12.4% 悪 48%

南アフリカ 大きな第2波収束
増加傾向 2.50% 3.10% 高 NCD/

感染症
100%
(2010)

1,006.0 / 
28.3% 良 67%

ルワンダ 第2波収束
増加傾向 0.13% 1.31% 中 感染症 91%

(2010) 288.13 / 4.2% 中 17%

コートジボワール 第3波最中
増加傾向 0.11% 0.55% 高 感染症 1.2%

(2008) 90.40 / 6.6% 悪 51%

エチオピア 第2波最中
増加傾向 0.12% 1.52% 中 感染症 N/A 43.60 / 8.1% 悪 21%

チュニジア 第2波最中（9月
以降急拡大） 1.82% 3.28% 高 NCD 80%

(2005) N/A 良 69%

大陸内の感染の動向はそれほどない（南部が高く東部が低い傾向はある）

*検査率と陽性率は2021年1月前半の14日平均

一人あたりGDP
(USD) (2020)

GDPに占める
医療費支出

(2020)

1人あたり
医療費支出

(2020)

平均寿命
(2020)

乳幼児死亡率
(1000人あたり）

成人の肥満率
（BMI≧30）

高血圧の比率
（SBP≧140 or

DBP≧90)

糖尿病の比率
（20～79歳
の人口比）

ケニア 1,816.5 5.17% 88.39 66.1 32 7.1 26.7 3.1

ガーナ 2,202.1 3.54% 77.91 66.3 34 10.9 23.7 2.5

ウガンダ 794.3 6.53% 43.14 66.7 33 5.3 27.3 2.5

タンザニア 1,122.1 3.63% 36.82 67.3 36 8.4 27.3 5.7

ザンビア 1,305.1 4.93% 75.99 62.5 42 8.1 27.1 4.5

セネガル 1,446.8 3.98% 58.90 68.6 33 8.8 30.2 2.4

南アフリカ 6,001.4 8.25% 525.96 65.3 28 28.3 26.9 12.7

ルワンダ 820.0 7.54% 58.31 69.1 26 5.8 26.7 5.1

コートジボワール 2,276.3 4.19% 71.88 62.9 59 10.3 27.2 2.4

エチオピア 855.8 3.30% 24.23 68.7 37 4.5 30.3 4.3

チュニジア 3,317.5 7.29% 251.55 77.0 15 26.9 23.2 8.5

日本 40,246.9 10.95% 4,266.59 84.3 2 4.3 17.6 5.6

全世界 11,441.7 9.85% 1,110.81 73.0 28 N/A N/A 8.8

World Bank, WHO, Fitch Solutions より作成
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表 3-3 国別の基礎指標と新型コロナのリスク要因（２） 

 
  

人口（百万）
(2020)

都市人口
比率

(2020)

人口1000人
あたり医師数

(2020)

人口1000人
あたり

看護師数

人口1000人
あたり

病床数 (2020)

0-14歳の
人口比率

(2020)

15-64歳の
人口比率

(2020)

65歳以上の
人口比率

(2020)

ケニア 52.6 28% 0.2 1.2 1.4 39% 58% 2%

ガーナ 30.4 57% 0.1 4.2 0.9 37% 60% 3%

ウガンダ 44.3 24% 0.2 1.2 0.5 47% 52% 2%

タンザニア 58.0 35% 0.1 0.6 0.7 44% 54% 3%

ザンビア 17.9 44% 1.2 1.3 2.0 44% 53% 2%

セネガル 16.3 48% 0.1 0.2 0.3 43% 54% 3%

南アフリカ 58.6 67% 0.9 1.3 2.3 29% 66% 5%

ルワンダ 12.6 17% 0.1 1.1 1.6 40% 57% 3%

コートジボワール 25.7 51% 0.2 0.6 0.4 42% 55% 3%

エチオピア 112.1 21% 0.1 0.6 0.3 40% 56% 4%

チュニジア 11.7 69% 1.3 2.5 2.2 24% 67% 9%

日本 126.3 92% 2.4 12.2 13.0 13% 59% 28%

全世界 7,673.5 56% 1.6 N/A 2.9 26% 65% 9%
3.5以上が
望ましいWHO推奨の医師

＋看護師数は4.45

高齢化にはまだ
至らない
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 現地ビジネスパートナーの選定方法 
 ビジネスパートナー選定の手法 

日本企業のアフリカ進出に際し、現地のビジネスパートナーとなりうる優良な企業・組織の発掘を行い

リスト化した。ビジネスパートナーの選定に関する手法は以下である。 

(1) 医療技術・サービスの国際展開に関連する既存文献（JICA、経済産業省、JETRO、国際機関等）を

レビューし、有望な現地企業・団体をロングリスト化した。 
(2) 医療分野におけるプレーヤーの体系的な分類（調査研究、事業会社、業界団体、医療機関、ファシリ

テーション）を行い、ビジネスパートナー候補の評価の際に業種や役割が明確になるように設定し

た。 
(3) ビジネスパートナー候補とのパートナーシップが実現化することを念頭に、図 4-1 に示される評価

項目を設定した。 
(4) 評価項目に基づいて審査を行い、ショートリスト化を行った。 
(5) 審査に際しては、アフリカの医療ビジネスに詳しい Africa Health Business やアドバイザー（アフ

リカビジネス協議会事務局）と相談の上、選定先を決定した。 
(6) アフリカ進出を検討する日本企業が参照しやすいように、現地企業リスト及び各ビジネスパートナ

ーのプロフィール（分類の記載を含む）を作成した。 

 
図 4-1 評価項目 

 ビジネスパートナーの調査項目 
前述のように、多岐にわたるが、アフリカ健康構想の参画に関心を持つ企業や関係者に視覚的にビジ

ネスパートナー候補の情報が分かるように配慮した。図 4-2 に示すように、組織概要に加え、市場

のプレゼンスに関する情報（共同研究や事業連携をしているような、該当国内や対外的なパートナー

の有無など）も掲載した。候補機関は後述のとおりだが、日本政府・企業・学術機関との協業経験を

有する組織も一定数見付かった。 
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図 4-2 パートナー候補の分類とプロフィール 

 
 ビジネスパートナー候補 

上述の選定プロセスを通じ現地ビジネスパートナー候補のショートリストを作成した。以下に各機関

のプロフィールを示す。 
表 4-1 ケニア・ガーナ・ウガンダのショートリスト 

 
 

 

 

 

 

概要

組織・個人の名称
パートナーの分類
分類詳細
事業展開国
組織・個人の概要
事業概要
Webサイト
本拠地住所
その他拠点
代表者
連絡先名称（個人・部署名等）
連絡先（メール／電話番号）
創業年
従業員数
資本金

市場情報

主な取引先
売上
市場でのプレゼンス
外資企業や機関との実績
ドナー等とのプログラム実績
相手国政府の大規模調達実績
パートナーシップ（団体・企業等）

パートナー候補の分類 パートナー候補プロフィール項目（案）
分類¥¥¥ 分類

調査研究

コンサル・シンクタンク

医療研究機関
（ガーナ：野口研、ケニアKEMRI、各国：Pasteur研究所等）

医薬品開発業務受託機関 （南ア：Quanticate等）

事業会社

グローバル医薬品メーカーの現地代理店

医薬品の現地製造業者

サービス提供者（民間保険や医療ICTサービス等）

業界団体

医師会

製造業協会

医療従事者連名（技師や保健師等）
疾病別協会

医療機関

国公立病院

市立病院（ケニアMP Shah Hospital等）

検査機関（公立・民間の双方）

ファシリテー
ション

AHBと関連組織

実証の担い手（主に医療機関）

規制当局（認証やICT規制等）

アドボカシー能力の高いNGO（ケニアのAMREF等）

Global Fund Country Coordination Mechanism

退役政府高官

手
順

 2021年2月に対象分類に基づいた候補を1ヵ国10程度ずつ抽出
 評価項目に基いてショートリスト化
 ショートリストとAHBの独自リソースで面談

• コロナ禍やコロナ後に連携したい企業
• 今後考えられるニーズ

各
国
10
機
関
程
度
を
抽
出

機関 分類 備考

ケ
ニ
ア

Kenya Medical Research Institute (KEMRI) 公立 国立研究機関、長崎大との接点大きい

Kenyatta National Hospital 公立 最大の国立病院、遠隔医療にも積極的

MP Shah Hospital 民間 昨年度も訪問、日本に協力的

Academic Model Providing Access to Healthcare 民間 国立病院と米国大学の共同研究機関

Kenya Healthcare Federation 民間 政府にも影響力あり

ガ
ー
ナ

Ministry of Health 公立 昨年度に訪問し、関心を表明いただいた

Komfo Anokye Teaching Hospital 公立 昨年度に訪問し、現在も一部の企業と継続協議中

野口記念医療研究所 公立 日本との接点が大きい

Healthcare Federation of Ghana 民間 元国内最大病院のCEO

Ghana Association of Medical Laboratory Scientists 民間 保健省高官との接点が大きく会合にも呼び込める

ウ
ガ
ン
ダ

African Center for Global Health and Social Transformation 民間 昨年度訪問、所長は野口英世賞を受賞

International Hospital Kampala 民間 民間の高度医療の病院（南アで高く評価）

Uganda Medical Dental Practitioners Council 民間 医師会で海外ドナー等との接点多い

Uganda Healthcare Federation 民間 現地医療施設の経営者がAHBの協力で設立
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表 4-2 その他初期取組国及び新規取組候補国のショートリスト 

 
 

 初期取組国 
4-2-1-1. ケニア 
(1) ケニア国立医療研究所 (Kenya Medical Research Institute: KEMRI)  

1979 年の法案により、保健医療研究を担当する国家機関として設立されて以降、地域・国際機関や CDC、

USAID、JICA などの主要機関とのパートナーシップを促進している。 

 

図 4-3  Kenya Medical Research Institute（KEMRI） 

 
 

機関 分類 備考
タ
ン
ザ
ニ
ア

National Institute for Medical Research, Tanzania 公立 海外ドナーとの接点も多い
Benjamin Mkapa Hospital 公立 徳洲会（腎移植）や西村医科器械との接点あり
Apollo Medical Centre 民間 2019年にMEJ招聘ミッションで来日し多くの日本企業と面談

セ
ネ
ガ
ル

Pasteur Institute 公立 栄研化学が仏語圏アフリカ諸国のパスツールの研究に関与
ICT Users Association 民間 政府が医療ICTを世銀と推進しているため動きも多いと考えられる

Bio 24 Lab 民間 代表者はセネガル免疫学会副会長
ザ
ン
ビ
ア

University Teaching Hospital, University of Zambia 公立 JICAを含む複数の開発援助機関とのパートナーシップを有する
Zambia Healthcare Federation 民間 代表者はMedland Hospital等の複数医療機関のCEO

チ
ュ
ニ
ジ
ア

L'institut National De Normalisation Et De La Propriete Industrielle 公立 産業財産権を所管し、関連する国際機関の窓口を担う
Tunisia Healthcare Alliance 民間 代表者は専門医療人材の育成を目指した“Institut des 

Métiers de Santé»の創設者

南
ア
フ
リ
カ

South Africa Medical Research Council 民間 国際的な研究機関と共に、世界水準の研究を行っている
Chris Hani Baragwanath Hospital 公立 世界で3番目、アフリカで最大の病院
University of Witwatersrand 民間 国際機関や多国籍企業との共同研究を多く実施している
Healthcare Federation of South Africa 民間 代表者はKwaZulu Natal Managed Care Coalition のCEO

ル
ワ
ン
ダ

Rwanda Biomedical Centre (RBC) 公立 公立の中央保健実施機関で、USAID等とのパートナシップあり
㈱アルムとの提携あり

Rwanda Healthcare Federation 民間 代表者はRBCのメンバーやルワンダ薬局協会の代表も兼任

分類 国立医療研究所

事業概要

 以下分野の研究実施
• 非感染性疾患
• 公衆衛生
• バイオテクノロジー
• 性生殖および思春期児童
の健康

• 感染症他

主なサービス
法医学およびDNA分析、製
品および診断サービス、マーケ
ティング

設立 1979
拠点 Nairobi, Kenya

従業員数 4,000

代表 Prof. Yeri Kombe (Director 
General)
問い合わせ先

ウェブサイト https://www.kemri.org/con
tact/

窓口 NA

連絡先 +254 722205901

Kenya Medical Research Institute ( KEMRI)

売上規模 USD75 Mn (2015)
地域拠点 Kenya

主要パートナー

国際  CDC (US)
 WHO

 WAITRO
 IRDC (Canada)

域内

 East African Health Research 
Commission

 Suez Canal University (Egypt)

 East African Community 
(EAC)

 Noguchi Memorial Institute of 
Medical Research (Ghana)

 Medical Research Council of 
South Africa

国内
 Ministry of Health
 All 47 county governments
 NACOSTI

日本
 JICA
 Nagasaki 

university

 Shiga University of Medical Sciences
 Kanazawa University

主要な資金提供者
 Government of Kenya
 Government of the United States
 Bill and Melinda Gates Foundation

 The European and Developing Countries 
Clinical Trials Partnership (EDCTP)

 Wellcome trust/Oxford University (UK)
 USAID (US)
 USAMRU (Kenya)

 JICA
 Diseases for Neglected Diseases initiative

一般情報 マーケット情報
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(2) ケニヤッタ国立病院（Kenyatta National Hospital: KNH)  
1,800 の病床を備えた最大規模の公立病院であり、同病院の CoE（センター・オブ・エクセレンス（施

設認証））には癌、内分泌学、糖尿病、感染症、心臓学、腎臓学、HIV 医学が含まれる。 

 

図 4-4  Kenyatta National Hospital 

 
(3) MP Shah Hospital 

癌、糖尿病、腎臓、整形外科、眼科、小児、心臓病等の専門分野に特化した医療サービスを提供する

公立病院であり、210 床の病床数を有している。 

 
図 4-5  MP Shah Hospital 

分類 公立病院

事業概要
専門的な医療と研修の提
供、研究開発促進、ケニア
の国家保険政策の策定に
参加

主なサービス ヘルスケア、患者業務、研究
開発、看護学校

設立 1901
拠点 Nairobi, Kenya

従業員数 4,600 (2018/19)

代表 Dr. Evanson N. Kamuri (CEO)

問い合わせ先
ウェブサイト https://knh.or.ke/

窓口 NA

連絡先 0709 854000

Kenyatta National Hospital

売上規模 USD116 Mn (2018)
地域拠点 Kenya

主要パートナー

国際
 Radiation AID (US)
 Israeli embassy
 Johnson and Johnson

 Danone baby nutrition
 American Cancer Society
 International AIDS Vaccine Initiative

域内

 Radio Africa Group
 East Africa Refugees and 

Orphan Group

 Jubilee Insurance

 Africa Foundation
 Security Group Africa
 Ecobank

国内
 Ministry of Health
 Kenya Pipeline Co.
 Chase Bank

 Nairobi county governments
 Living International Kenya Ltd

日本  JICA
 富士フイルム

主な資金提供者

 MSN laboratories (India)
 Government of India
 Franciscan Health (US)

 Korean Red Cross Society
 Standard Chartered Bank
 Safaricom foundation

一般情報 マーケット情報

分類 私立病院

事業概要 ケニアで医療サービスを提供
する非営利組織

主なサービス 専門医療、検査室、放射線
科、外科

設立 1930s

拠点 Nairobi, Kenya

従業員数 NA

代表 Dr. Toseef Din (CEO)

問い合わせ先
ウェブサイト https://mpshahhosp.org/#

窓口 NA

連絡先 +254 20 4291 100

MP Shah Hospital

売上規模 NA
地域拠点 Kenya

主要パートナー

国際
 Lions Club International
 East African Heart 

Rhythm (Germany)

 The Society for Healthcare 
Epidemiology of America

域内  NA

国内
 Cochlea Implant Group of 

Kenya (CIGOK)
 Allergy Society of Kenya

日本 • Paramount Bed

主な資金提供者

 Healing Little Hearts (UK)
 Jain Social Group (India)
 Great Ormond Street Hospital (UK)

 BAPS Charities (India)
 Superfoam

一般情報 マーケット情報
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(4) Academic Model Providing Access to Healthcare（AMPATH） 
Indiana University School of Medicine’s Academic Health Center（米国）と the Moi University 

School of Medicine（ケニア）との学術・医療連携機関である。 

 
図 4-6  Academic Model Providing Access to Healthcare（AMPATH） 

 
(5) Kenya Healthcare Federation 

ケニアの民間医療セクターを代表する業界団体であり、医療の質の向上のために 政府、病院、保険会

社及び製薬会社との連携を行っている。 

 
図 4-7  Kenya Healthcare Federation 

 

分類 民間研究機関

事業概要
持続的な医療サービス体制を確
立するためのインディアナ大学をは
じめとする北米大学とモイ大学、ケ
ニア政府の連携

主なサービス
農業と栄養、生産農場、児童
サービス、伝染病、母子保健、プラ
イマリ・ケア、慢性疾患

設立 2001
拠点 Eldoret, Kenya

従業員数 NA

代表 Mr. Wilson Aruasa (CEO)

問い合わせ先

ウェブサイト https://www.ampathkenya.org/

窓口 NA

連絡先 +254 532-033-471

Academic Model Providing Access to Healthcare (AMPATH)

売上規模 NA
地域拠点 Indiana, US

訓練者数 (2020) 2,600

主なパートナー

国際
 US Agency for 

International 
Development

 Celgene

 The World Bank
 AMPATH consortium
 President’s Emergency Plan for AIDS 

Relief (PEPFAR)
域内  NA

国内
 Moi University
 Moi Teaching and referral 

hospital
 Kenya Ministry of Health

日本
 Takeda
 Astellas Global Health Foundation
 JICA

主な資金提供者
 The National Institutes of Health
 CDC
 The Bill and Melinda Gates Foundation

 Abbott Fund
 Abbvie Foundation
 Lilly Endowment Inc
 Merck

 Access Accelerated
 AstraZeneca
 Boehringer Ingelheim
 Bristol-Myers Squibb Foundation
 Corteva agriscience
 Indiana Hemophilia and thrombosis center
 Pfizer

一般情報 マーケット情報

分類 ビジネス団体

事業概要
ケニアの医療の質と手頃な
価格で提供できる医療を促
進するために活動している民
間の会員制連盟

重点分野
サービス提供、医療従事者、
情報システム、サプライチェー
ン、保健財政、ガバナンス

設立 2004

拠点 Kenya

会員数 160以上の組織

代表者 Dr. Anastasia Nyalita (CEO)

問い合わせ先
ウェブサイト https://khf.co.ke/

窓口 NA

連絡先 +254 (0)702 249 853

Kenya Healthcare Federation

売上規模 NA
地域拠点 Kenya

主要パートナー

国際
 USAID
 International Finance 

Corporation (World Bank)
 WHO

域内

 East Africa Healthcare 
Federation

 Africa Health Business

 Africa CDC

 African Union
 EAHP
 EABC

 Africa Healthcare Network 

国内  Government of Kenya
 KEPSA

 Christian Health Association of 
Kenya

 SDG Partnership Platform

日本  Government of Japan
 JICA

主要メンバー

 Abbott
 AMREF
 GSK

 Global Health Strategies

 Harley’s Limited
 Huawei
 Johnson and Johnson
 Roche
 Villgro

 Terumo
 Strathmore University
 Phillips Pharma Group
 Sanofi

 Read complete list

一般情報 マーケット情報
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4-2-1-2. ガーナ 
(1) ガーナ保健省 

国際機関や JICA をはじめとした二国間援助機関との連携実績が多数あり、その傘下には保健医療関

連機関が配置されている。 

 
図 4-8  ガーナ保健省 

 
(2) Komfo Anokye Teaching Hospital 
ガーナ第 2 の国立病院であり、Ashanti 地域の唯一の第三次医療提供機関である。 

 
図 4-9  Komfo Anokye Teaching Hospital 

分類 政府機関

事業概要
保健医療関連の法整備
ヘルケアのナレッジ共有
健康促進

主なサービス
保健医療政策の整備、資源の
動員と配置、 M&E（材料と設
備）、規制

設立 1957
拠点 Accra, Ghana

従業員数 NA

代表 Hon. Kwaku Agyemang
(Minister Of Health)
問い合わせ先

ウェブサイト https://www.moh.gov.gh

窓口 Dr. Maureen Martey

連絡先 maureen.martey@gmail.com

Ghana Ministry of Health

売上規模 NA
地域拠点 Ghana

主なパートナー

国際

 WHO
 UNICEF
 UNFPA

 UNAIDS
 UNDP
 WFP
 World Bank
 The Global Fund

 Gravi -The Vaccine Alliance

 USAID
 Department for International

Development（DFID）
 Danish International 

Development Agency
 European Union
 Korean International Cooperation 

Agency(KOICA)

 Korean Foundation for 
International Healthcare (KOFIH)

域内  Africa Development Bank

国内

 Ghana Health Agencies
 Ghana Medical and Dental 

Council

 Pharmacy Council
 Nursing and Midwifery 

Council
 Foods and Drug Authority

 National Health Insurance 
Authority

 Center for Plant Medicine 
research

 National Ambulance Service
 Training Hospitals
 Foods and Drug Authority 等

日本  JICA

一般情報 マーケット情報

分類 公立病院

事業概要
ガーナ北部の主要な病院の
一つであり、1975年より教育
研究病院に転換

主な専門分野
麻酔、小児医療、耳鼻咽喉
科、救急医療、産婦人科、
腫瘍学、放射線科、口腔保
健、外科、外傷整形外科

設立 1955
拠点 Ghana

従業員数 4,000

代表 Dr. Oheneba Owusu Danso

問い合わせ先
ウェブサイト http://www.kathhsp.org/

窓口 NA

連絡先
+233 266 083 585

Komfo Anokye Teaching Hospital

売上規模 NA
病床数 1,200
地域拠点 Ghana

主要パートナー

国際

 Mayo Clinic (US)
 University of Michigan
 St. George's Healthcare 

Trust (NHS London)
 University of Utah
 Tropical Health and 

Education Trust

 Klinikum rechts der Isar (Germany)
 Korean Foundation
 Guandong Provincial People's 

Hospital (China)
 American Society for Clinical 

Pathology

域内  NA

国内
 Ministry of Health
 Emergency Medical Society 

of Ghana

日本  JICA

主要な資金提供者
 WHO
 University Hospital of North Norway
 Center for Translational and 

International Hematology
 The Himalayan Cataract Project

• American Association for Hand Surgery
• Hand Surgery Endowment
• Partners in Africa Cleft Training
• EDGE

一般情報 マーケット情報
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(3) 野口記念医学研究所（Noguchi Memorial Institute for Medical Research：NMIMR） 

ガーナの主要な生物医学研究機関である。同研究所の設立には、JICA 及び本多憲児氏（福島県立医科

大学教授）が大きくかかわっている。 

 
図 4-10  Noguchi Memorial Institute for Medical Research  

 
(4) Healthcare Federation of Ghana 

保健医療系企業の業界団体であり、主な役割は会員と医療部門の利益を代表し保護することである。 

 
図 4-11  Healthcare Federation of Ghana 

分類 公立研究機関

事業概要
半自治の研究施設であり、
公衆衛生において重要な疾
患に焦点を当て研究をおこ
なっている。

主な研究分野

マラリア、HIV/AIDS,ロタウイル
ス、インフルエンザ、住血吸
虫症、リンパ系フィラリア症、
顧みられない熱帯病、マイコ
バクテリア感染症

設立 1979
拠点 Ghana

従業員数 NA

代表 Prof. Abraham Kwabena 
Annan (Director)
問い合わせ先

ウェブサイト https://www.noguchimedre
s.org/

窓口 NA

連絡先 +233 030 2940421

Noguchi Memorial Institute for Medical Research

売上規模 NA
地域拠点 Ghana

主なパートナー

国際

 WHO
 Naval Medical Research 

Center 
 Walter Reed Army 

Institute
 Global Alliance for 

Improved Nutrition

 Danish International Development 
Agency

 British Council
 Canadian International Development 

Agency
 CDC
 Global Fund

域内  West African Health Organization
 African Malaria Network

国内
 Ministry of Health
 BINARI- Ghana Atomic 

Energy Commission

 Ghana Health Service
 National AIDS Control Program

日本
 Government of Japan
 JICA
 Government of Japan

 Prof. Kenji Honda of Fukushima 
Medical School in Japan

 Shimizu Corporation 
 Nikkon Sekkei

主な資金提供者
 Bill and Melinda Gates Foundation
 PATH
 Abbott

 Congressionally Directed Medical Research 
Program

 Yale University

一般情報 マーケット情報

分類 ビジネス団体

事業概要 保健セクターに属する民間企
業の会員制組織

主要部署 NA

設立 2017

拠点 Ghana

従業員数 NA

代表 Dr. Gilbert Buckle 
(Chairman)
問い合わせ先

ウェブサイト https://www.hf-ghana.org/

窓口 NA

連絡先 +233 (0)27 0273100 

Healthcare Federation of Ghana

売上規模 NA

地域拠点 Ghana

現在のメンバー

国際  AstraZeneca
 EGON German Clinic

 International Finance Corporation 
(World Bank)

 Pharm Access Foundation

国内

 F&G Consulting
 Franklyn Medical Services
 New Crystal Health Services 

Ltd

 Medlab Services Ghana Ltd
 Integrated Diagnostic Solutions
 Rabito Clinic
 Rikair Co. Ltd

会員特典

• ガーナの医療保健サービスに影響を与える組織とのネットワーク
• 医療の質を向上させるための国や地域のプロジェクトへの参画
• 国内外のセミナーへ参加（補助金あり）

一般情報 マーケット情報
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(5) The Ghana Association of Medical Laboratory Scientists 
主に臨床検査学に関する啓蒙・広報活動を目的に設立された団体である。 

 
図 4-12  Ghana Association of Medical Laboratory Scientists 

 
4-2-1-3. ウガンダ 
(1) African Center for Global Health and Social Transformation（ACHEST） 

保健医療組織の能力開発及び保健医療分野の発展を目的として、2018 年に当時のウガンダ保健サービ

ス局長・Omaswa Francis 氏により設立された組織である。 

 
図 4-13  African Center for Global Health and Social Transformation (ACHEST)  

区分 ビジネス団体

主な目標
• 臨床検査学の実践を促
進すること

• ガーナの臨床検査学者間
の結束を強めること

主な研究分野 臨床検査学

設立 1971
拠点 Ghana

従業員数 3,000+

代表 Dr. Ignatius N.A. Awinibuno

Contact details

ウェブサイト https://www.gamls.org/

窓口 NA

連絡先 NA

Ghana Association of Medical Laboratory Scientists

売上規模 NA
地域拠点 NA

主要なパートナー

国際
 International Federation 

of Biomedical Laboratory 
Science

 Clinical and Laboratory Standards 
Institute

域内  Federation of African Associations of Medical Laboratory Scientists

国内

 Ministry of Health
 Allied Health Professions 

Council
 Ghana Federation of Allied 

Health Professions
 Society of Medical 

Laboratory Managers

 Health Facilities Regulatory 
Agency

 Federation of Ghana Medical 
Laboratory Students’ Association

日本  Government of Japan

主要な資金提供者

 NA

一般情報 マーケット情報

分類 アドボカシーNGO

事業概要

保健医療の発展促進、専門
家を強化、組織の能力構築
をおこなうための、知識と根拠
を提唱するアフリカと国際的
なリーダーによるイニシアチブ

主なサービス
シンクタンク、キャパシティ・ビル
ディング、リーダーシップ・ガイダ
ンス

設立 2008
拠点 Kampala, Uganda

従業員数 NA

代表 Omaswa Francis, Executive 
Director

問い合わせ先

ウェブサイト
Home - The African Centre 
for Global Health and Social 
Transformation (ACHEST)

窓口 NA

連絡先 256-414-250022

売上規模 NA 

地域拠点 Uganda

主要なパートナー

資金調達パートナー

 International Development Research Center
 Japan International Cooperation Agency
 The Rockefeller Foundation
 NORAD

開発パートナー

 WHO
 EU
 USAID
 CARDNO

 AMREF Health Africa
 Health Action International
 WEMOS

Omaswa Francis氏について

• Dr.Francis Gervase Omaswaは、ACHESTの創設者であり、1974年にウガンダのMakerere大学の
外科修士号を取得。Kenyatta National Hospital (ケニア), Ngora Hospital(ウガンダ), Uganda 
Heart Institute等の施設で働いた経験を持つ。

• 1999年にMoHウガンダの保健サービス局長に任命。その後2008年にアフリカ諸国における医療
能力の構築と専門家の強化に利用できる共通のネットワークを構築するためACHESTを設立。

African Center for Global Health and Social Transformation (ACHEST)

一般情報 マーケット情報
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(2) International Hospital Kampala 
効率的な治療とサービスを提供するため 1996 年に設立された。女性センターと小児センターを備え、

特に婦人科の優れた施設を有する。 

 

図 4-14  International Hospital Kampala 

 
(3) Uganda Healthcare Federation（UHF） 

現地医療機関の代表者が AHB の協力で設立した業界団体である。USAID や World Bank 等とのプロ

ジェクト実施に際し、民間機関や人材の活用を推進している。 

 
図 4-15  Uganda Healthcare Federation（UHF） 

分類 私立病院

事業概要

・COHSASA認定のウガンダ唯
一の病院
・以下の設備を備えている
80人の専門医、病床100床、
集中治療ベッド10つ、新生
児ベッド8つ、劇場４つ、救
急車１台

主なサービス
手術手技、放射線科、透析
センター、集中治療室、歯科
センター、光学センター、臨床
検査室、理学療法

設立 1996
拠点 Kampala

従業員数 367

代表 Dr Peter Ntege (Hospital 
Manager)
問い合わせ先

ウェブサイト https://ihk.img.co.ug/

窓口 NA

連絡先 +256 312 200400

Internationalal Hospital Kampala

売上規模 NA

地域拠点 Kampala

サービス概要

外来患者  総合診察
 旅行ワクチン

 軽度の病気の治療
 健康診断

女性センター
 妊婦健診
 産後ケアサービス
 一般婦人科

 不妊治療相談
 婦人科腫瘍学

小児センター  新生児集中治療室
 定期ワクチン接種  小児研究室

保険パートナー

• IAA Healthcare
• UAP
• Jubilee Insurance
• AMREF 
• Sanlam
• Resolution Insurance

• Allianz Worldwide Care
• First Insurance
• Cigna
• International SOS
• MetLife
• GeoBlue

• Britam
• Liberty
• Aetna
• GMC Services
• Euro Center
• Minet

一般情報 マーケット情報

分類 ビジネス団体

事業概要

• ネットワークと連携
• アドボカシーとロビー活動
• 保健医療セクターのナレッ
ジ共有

主なサービス
会員サービスや会員トレーニン
グ、パートナーシップ、国際連
携

設立 2010
拠点 Kampala, Uganda

従業員数

代表 Dr. Ian Clarke (Chairman 
BOT)
問い合わせ先

ウェブサイト https://www.uhfug.com

窓口 Dr. Ian Clarke 

連絡先 ian@clarke-group.org

Uganda Healthcare Federation (UHF) 

売上規模 NA
地域拠点 Uganda

主要パートナーシップ

国際  Africa Healthcare Federation
 FHI 360

 Global Financing Facility
 Management Sciences for Health
 ThinkWell

域内  East Africa Healthcare 
Federation  East African Health Platform

国内

 Ministry of Health
 Access Mobile
 Bugolobi Medical Centre

 Clarke International 
University

 Clinic Master International
 Code Clinic
 International Hospital 

Kampala
 Joint Medical Stores
 Kampala Imaging Centre

 The Association of Radiologists of 
Uganda 

 The Medical Concierge Group 

 Uganda Insurers Association
 Uganda Dental Association
 Uganda Medical Association
 Uganda National Association Of 

Private Hospitals

 Zipline International
 Advocates Coalition for 

Development and Environment等

日本  NA
主要な資金提供者

 Membership fees
 USAID

 Swecare Foundation
 World Bank

一般情報 マーケット情報
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4-2-1-4. タンザニア 
(1) National Institute for Medical Research（NIMR） 

保健・村落開発・ジェンダー・高齢者・児童省の下、1979 年に国会法第 23 号によって設立された研究

機関で、主に保健分野の研究に取り組んでいる。 

 
図 4-16  National Institute for Medical Research, Tanzania (NIMR)  

(2) Benjamin Mkapa Hospital（BMH） 
タンザニア第 3 代大統領にちなんで名付けられた私立病院で、近代的な診断・治療サービスを提供し

ている。 

 

図 4-17  Benjamin Mkapa Hospital (BMH)  

分類 研究機関

事業概要
・準国営の組織
・疾患を緩和するために考案
された伝統的な医療行為を
含む保健研究の実施・促進

主なサービス
保健研究に関する規制、研究
の要約

設立 1980
拠点 Dar es Salaam, Tanzania

従業員数 NA

代表 Prof. Yunus Daud Mgaya 
(Director General)

問い合わせ先
ウェブサイト https://www.nimr.or.tz/

窓口 NA

連絡先 +255-22-2121400

National Institute for Medical Research, Tanzania (NIMR)

売上規模 USD8.22 Mn (2019)

地域拠点 9 centers across Mwanza, Tabora, Mbeya, Tukuyu, Dodoma, Amani, 
Tanga, Muhimbili, and Ngongongare

COVID-19対応パートナー
 World Health Organization
 Africa CDC
 The African Academy of Sciences
 ClinicalTrials.gov
 COVID-19 Data Portal
 Elsevier

 Johns Hopkins University of Medicine
 UK Collaborative on Development Research
 Nextstrain
 Find
 GOARN

保健研究に関する規則

医学研究調整
委員会

 医学研究調整委員会は、すべての保健研究が国の保健倫理要件に従う
ことを保証する調整機関である。

 研究の登録、倫理審査、承認、モニタリングの機能をthe National Health 
Research Ethics Review Sub-Committeeに委任している

国民保健研究
倫理委員会

研究参加者の尊厳、権利、安全及び福祉を守るために、保健研究提案が審
査されることを確実にする責任がある。

タンザニアにおけ
る保健調査実
施承認

 受領、レビュー、承認の全プロセスには最大6週間かかる
 NatHRECは、地域の医療機関と協力して研究モニタリングを実施している

Market information一般情報 マーケット情報

分類 私立病院

事業概要

泌尿器科、腎臓科、核医学
、遠隔医療、内視鏡検査サ
ービスに特化した専門的な医
療サービスを提供する診断お
よび治療センター。

主なサービス
救急医療、集中治療室、画
像検査、MRI検査、 CT検
査、マンモグラフィ、 X線検査
、超音波検査

設立 2015
拠点 Dodoma, Tanzania

従業員数 NA

代表 Dr. Deodatus Mtasiwa 
(Chairman)

Contact details

ウェブサイト https://www.bmh.or.tz/

窓口 NA

連絡先 +255-262963710

Benjamin Mkapa Hospital (BMH)

売上規模 NA

地域拠点 Tanzania

診療科

 小児科
 心臓科
 消化器科
 外科
 内科
 眼科

 放射線科
 口腔科
 産婦人科
 耳鼻咽喉科
 腎臓内科

徳洲会グループとの連携
 Dodoma大学、徳洲会グループ、東京女子医大とが連携し、初めての腎臓移植をおこなった
 現地専門家の能力向上のために今後も日本人と連携したプログラムを続けていく方針

Market informationｈ一般情報 マーケット情報
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(3) Apollo Medical Centre 
インドとつながりが深く、高次医療を提供する民間病院である。代表を務める Arab 医師は、民間医療

施設協会（APHFTA）の副理事を務めている。 

 
図 4-18  Apollo Medical Centre 

4-2-1-5. ザンビア 
(1) University Teaching Hospital of Zambia 

1934 年に設立され、心臓学、心臓外科等の医療施設を全国民に提供することを目的としている。JICA
を含む複数の開発援助機関とパートナーシップを有する。 

 
図 4-19  University Teaching Hospital of Zambia 

分類 民間病院

事業概要

 ‘Little India’の精神で設立
 Secondary・Tertiary care（イギリス式
の医療制度における第二次ケア・第
三次ケア）病院

＊インドのApollo Hospitalグループとは別
である

主なサービス
 内視鏡検査、腹腔鏡検査の特別医
療のほか、一般診療も提供

 より高次の診療を要する場合は、イン
ドへの患者紹介を実施

設立
拠点 Dar-es-salaam, Tanzania

従業員数 NA

代表 Dr. Nazir Arab
(Managing Director)
問い合わせ先

ウェブサイト http://www.apollomedicalcentre.com/

窓口 Dr. Nazir Arab

連絡先 drarab@hotmail.com

Apollo Medical Centre

売上規模 NA
地域拠点 Tanzania

主要パートナーシップ

国際  NA

域内
 Association of Private 

Health Facilities in 
Tanzania (APHFTA)

 East Africa Healthcare
Federation

 Kenya Healthcare Federation

国内  Ministry of Health and
Social Welfare（MHSW)

 Raffles City Medical Centre
 Woodlands Medical Centre
 Serangoon X-Ray Centre

日本  NA

主要な資金提供者

 NA

一般情報 マーケット情報

分類 公立病院

事業概要

全ての国民に医療を提供す
ること、医療・看護・理学療
法・放射線科・その他の関
連する準医療分野において
医療従事者を養成すること
を目的としています。

主なサービス
循環器科、心臓外科、ART
、PMTCT、眼科、ENT、泌尿
器科、整形外科、呼吸器科

設立 1934
拠点 Lusaka

従業員数 -

代表 Lackson Kasonka (Managing 
Director)

Contact details
ウェブサイト http://www.uth.gov.zm/

窓口 NA

連絡先 +260 211 251451

University Teaching Hospital of Zambia

売上規模 NA

地域拠点 Zambia

主要なパートナー

協力パートナー

 WHO
 Center for Disease Control and 

Prevention

 Global Fund
 Child Fund

 USAID
 Swedish International 

Cooperation Agency

 Japanese International 
Cooperation Agency

開発パートナー  Danida (Denmark)
 UK Department of International Development

国内パートナー
 MoH
 Central Board of Health
 Zambia Police Service

Market informationｈ一般情報 マーケット情報
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(2) National HIV/AIDS/STI/TB Council（NAC） 
ザンビアにおける HIV/AIDS 対策の中心的な役割を担っており、政策支援や援助協調等を担う医師会

である。 

 
図 4-20  National HIV/AIDS/STI/TB Council (NAC) 

 
(3) Zambia Healthcare Federation（ZHF） 
ザンビア国内最先端の病院を有する SF Group の CEO である El Shaili 氏が代表を務める医療業界団

体である。 

 
図 4-21  Zambia Healthcare Federation 

分類 医師会

事業概要
2030年までのHIV/AIDSの撲
滅を目指し開発支援、エイズ
対策の監視、疾病予防のた
めの政府への提言をおこなう

主なサービス
開発支援、エイズ対策の評
価、戦略調整、伝染病の社
会経済的な影響の軽減促
進

設立 2002

拠点 Lusaka, Zambia

従業員数 NA

代表 Mr Osward Mulenga 
(Director)

問い合わせ先
ウェブサイト https://www.nac.org.zm/

窓口 NA

連絡先 260 211 255044/ 260 965 
236889 

売上規模 NA 

地域拠点 Zambia

主要なパートナー

国際

 UNDP
 Joint Nations Program for 

HIV and AIDS (UNAIDS)
 German Corporation for 

International Development
 World Bank
 United States Agency
 The Global Fund to Fight 

AIDS, TB and Malaria

 President’s Emergency Plan for 
AIDS Relief

 CDC
 UNICEF
 UN Population Fund
 Sothern African Development 

Community
 International Organization for 

Migration
 Global Fund

国内

 Ministry of Health 
 Network for Zambian People 

Living with HIV
 National Youth Development 

Council
 Catholic Secretariat
 Zambia National 

Broadcasting Corporation

 General Nursing Council
 Health Professions Council
 District AIDS Task Force
 Alliance of Mayors and Municipal 

Leaders Initiative for Community 
Action on Aids (AMICAALL)

 Local Government Association of 
Zambia

Market information

National HIV/AIDS/STI/TB Council (NAC)

一般情報 マーケット情報

分類 ビジネス団体

事業概要 保健セクターに属する民間企
業の会員制組織

主要サービス 会員制サービスやメンバー会
議、展示会、国際連携

設立 NA
拠点 NA
会員数 NA

代表 Dr. Mohammad El Sahili 

Contact details

ウェブサイト NA

窓口 Dr. Mohammad El Sahili 

連絡先 m.elsahili@medlandhealths
ervices.com

Zambia Healthcare Federation (ZHF)

売上規模 NA
地方事務所 NA

主なパートナー

国際  NA

域内  Africa Healthcare Federation
 Southern Africa Healthcare Federation

国内  Ministry of Health

日本  NA

主な資金源

 会員企業からの会費

一般情報 マーケット情報
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4-2-1-6. セネガル 
(1) Pasteur Institute 

パリに 133 の研究チーム、世界に 32 の研究所を持つ研究機関である。生物医学研究、公衆衛生活動、

教育、イノベーション・テクノロジーを通じて、健康増進に資する研究を行っている。 

 
図 4-22  Pasteur Institute 

(2) Senegal BIO 24 Lab 
民間の医療検査機関であり、最新かつ高度な技術の検査や治療を提供している。代表者はセネガル免疫

学会副会長である。 

 
図 4-23  Senegal BIO 24 lab 

分類 公的研究機関

事業概要

・非営利の慈善団体
・研究、公衆衛生、教育とト
レーニング、および研究アプリ
ケーションの開発を通じて、主
に感染源に起因する疾患の
予防と治療を支援

主なサービス 研究、教育、公衆衛生活動、
事業開発、技術移転

設立 1888
拠点 Paris, France

従業員数 2,780 (2019.12.31時点)

代表 Stewart Cole (President)

問い合わせ先

ウェブサイト https://www.pasteur.fr/en/i
nstitut-pasteur

窓口 NA

連絡先 01 45 68 80 00

Pasteur Institute

売上規模 USD300.90 Mn (as of 31st Dec, 2019)

地域拠点 Madagascar, Guadeloupe, French Guiana, Guinea, Cote d’Ivorie, 
Cameroon, Algeria, Lille, Saint Petersburg (located in 25 countries)

パートナー(国際)

政府機関

 Ministry of Foreign Affairs and International Development
 Department of Health and Human Services - DHHS (USA)
 French Ministry of Higher Education and Research
 National Institutes of Health - NIH (USA)
 Centers for Disease Control and Prevention - CDC (USA)

民間財団

 Total Corporate Foundation
 Fondation Mérieux
 The Bill and Melinda Gates Foundation​
 Wellcome Trust (UK)

プロジェクト概要

 LabEx IBEID – Integrative Biology of Emerging Infectious Diseases: Institut Cochin, Hospital 
Necker and Hospital Georges Pompidou,と連携し、新たな感染症を予測し対処するための
体制構築を行う

 The Milieu Intérieur Project:遺伝学と環境の相互作用とそれらが免疫系に及ぼす影響を分
析し、人間の多様性の核心についての知見を提供する

 The Carnot Label:病原体の相互作用についての根本的なメカニズムと微生物の人間の健康
に及ぼす影響について更なる知見を提供する

Market information一般情報 マーケット情報

分類 民間医療研究所

事業概要 医療研究所

主なサービス

 24時間365日稼働
 医学生物学検査（血液、
生物化学、微生物、生
殖）

 サンプリング
 企業の訪問検査

設立 1994
拠点 Dakar, Senegal

従業員数 78

代表 NA

問い合わせ先
ウェブサイト www.labobio24.com

窓口 Dr Tidiane SIBY

連絡先 ghazi.darghouth@imsante.co
m

Senegal BIO 24 lab

売上規模 NA
地域拠点 Senegal

主要パートナーシップ

国際  NA

域内  Africa Healthcare Federation
 West African Healthcare Federation

国内

 Ministère de la Santé et de 
l’action sociale

 Syndicat des médecins privés 
du Sénégal（セネガル民間医
師連合）

 Bio-CR
 Bio Almadies
 Laboratoire de la Petite Côte

日本  NA

実績

 設立から25年の間に、80万人の治療と2,400万人の検査を実施した
 115人の医師及び薬剤師と外国人30人を含む180人の技術者への研修も実施た
 取得した国際品質認証：ISO9002.ver1994、ISO9001.ver2000、NF EN ISO-15189

一般情報 マーケット情報
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 新規取組候補国 
4-2-2-1. チュニジア 
(1) The National Institute for Standardization and Industrial Property (INNORPI) 

チュニジアにおける、産業財産権の標準化及び保護を所管する公的機関である。 

 
図 4-24  The National Institute for Standardization and Industrial Property (INNORPI) 

 
(2) Tunisia Healthcare Alliance (THA) 

アフリカ市場での雇用創出と輸出活動の促進の一環で設立され、会員企業の市場展開を支援する保健

業界団体である。 

 
図 4-25  Tunisia Healthcare Alliance (THA) 

分類 政府機関

事業概要 チュニジアの工業所有権を監
督する公的機関

主なサービス
製品認証、システム認証、サ
ービス認証、特許/商標/サー
ビスマーク/意匠の登録、及び
訓練

設立 1982
拠点 Tunisia

従業員数 NA

代表 Mr. Riadh Soussi (Director)

問い合わせ先

ウェブサイト http://www.innorpi.tn/fr/pr
opos-de-linnorpi

窓口 NA

連絡先 +216 71 806 758

L'institut National De Normalisation Et De La Propriete Industrielle (INNORPI)

売上規模 NA
地域拠点 Tunisia

主要なパートナー

国際

 The International 
Organization for 
Standardization

 The International 
Electrotechnical Commission

The World Intellectual Property 
Organization

域内

 The Arab Organization for Industrial Development and Mines
 The African Organization for Standardization
 The European Patent Office
 European Committee for Electrotechnical Standardization
 The Standards and Metrology Institute for Islamic Countries
 The European Union Intellectual Property Network

国内

 The Agency for the 
Promotion of Industry and 
Innovation

 The National Agency for 
Scientific Research 
Promotion

 The Ministry of Small and 
Medium Enterprises

 The Tunisian Association of 
Inventors

日本  Japan Patent Office

Market information一般情報 マーケット情報

分類 ビジネス団体

事業概要
保健セクターに属する民間企
業の会員制組織

主なサービス 会員制サービスやメンバー会
議、展示会、国際連携

設立 NA
拠点 Tunis, Tunisia
会員数 NA

代表 Mr. Ghazi DARGHOUTH

問い合わせ先

ウェブサイト https://www.tunisiahealthal
liance.com/

窓口 Mr. Ghazi DARGHOUTH

連絡先 ghazi.darghouth@imsante.c
om

Tunisia Healthcare Alliance(THA)

売上規模 NA
地域拠点 Tunisia

主要なパートナー
国際  GIZ  German Health Alliance

域内
 Africa Healthcare Federation
 North Africa Healthcare

Federation
 Kenya Healthcare Federation

国内

 Ministère de la santé publique
 TASDIR+
 Centre de Promotion des 

Exportations (CEPEX)
 La Rose Clinique
 Clinique les Oliviers
 Clinique les Olivers

d’Ophtamologie

 Jorcas Laboratories
 Pharmaghreb
 Cyutopharma

 Institut des Métiers de Santé
 Medica Sud Group
 General medical Company
 SemLab
 Helioflex

 Carthago Med等
日本 NA

主な資金源

 会員企業からの会費

一般情報 マーケット情報
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4-2-2-2. 南アフリカ 
(1) South Africa Medical Research Council（SAMRC） 

南アフリカの医療施設の改善を目的として 1969 年に設立された医師会である。国際的な研究機関と共

に、世界水準の研究を行っている。 

 
図 4-26  South Africa Medical Research Council (SAMRC)  

 
(2) Chris Hani Baragwanatha Hospital 

3,200 床を有する世界第 3 位の規模を誇る病院（アフリカで最大の病院）であり、約 6,760 人のスタッ

フが事故・救急施設、産科医療等のサービスを提供している。 

 
図 4-27  Chris Hani Baragwanath Hospital 

 

分類 医師会

事業概要
研究、開発、技術移転を通
じて市民の健康を増進するこ
とを使命として設立された。

主なサービス
生物統計分析、会議・イベ
ント企画、地理情報システム
協議、ライブラリーサービス

設立 1969
拠点 Cape Town, South Africa

従業員数 50

代表 Prof Glenda E. Gray (CEO)

Contact details
ウェブサイト https://www.samrc.ac.za/

窓口 NA

連絡先 27219380911

South Africa Medical Research Council (SAMRC)

売上規模 USD14.83 mn

地域拠点 South Africa

主なパートナー

資金調達パートナー

 The National Institutes of 
Health - United States of 
America

 The Welcome Trust United 
Kingdom 

 European Commission
 Framework Program - (FP7) 

European Union

 The World Academy of Sciences

戦略パートナー

 South Africa AIDS vaccine 
Initiative

 HIV/AIDS Vaccine Ethnic Groups

 Department of Science and 
Technology

 National Department of Health
 Bill and Melinda Gates 

Foundation 

 India- South Africa 
Collaborative Research Program 
on HIV/AIDS and TB.

 BMGF, SAMRC-UK MRC Newton 
Fund

 Forté (Sweden) Collaboration 

 CIHR Healthy Life Trajectories 
Initiative 

 US-South Africa Program for 
Collaborative Biomedical 
Research  

Market information一般情報 マーケット情報

分類 公立病院

事業概要

・世界第3位の病院施設
（約173エーカーの敷地に約
3,200床のベッドと約6,760人
のスタッフを擁する）
・施設は429の建物に収容さ
れ、総面積は233,795 平方
メートル

主なサービス 事故および救急サービス、救
急車サービス、産科医療など

設立 1948
拠点 Johannesburg, South Africa

従業員数 6,760
代表 Dr Richards Lebethe

問い合わせ先

ウェブサイト www.chrishanibaragwanath
hospital.co.za

窓口 NA

連絡先 011 933 0967/ 011 938 
8161

Chris Hani Baragwanath Hospital

売上規模 NA

地域拠点 South Africa
主要なパートナー

International 
partners

 Doris Duke Charitable 
Foundation

 Elizabeth Glaser Pediatric AIDS 
Foundation

 EngenderHealth
 Family Health International 
 International Partnership for 

Microbicides 

 WHO

 London School of Hygiene and 
Tropical Medicine 

 National Institutes of Health 

 San Francisco AIDS Foundation 
 UNAIDS
 UNICEF

International 
university partner

 Johns Hopkins University
 University of California, Los 

Angeles 

 University of California, San 
Francisco 

 University of Cape Town 
 University of KwaZulu Natal 

 University of Limpopo -
MEDUNSA

 University of North Carolina at 
Chapel Hill 

 University of Witwatersrand
 Columbia University

Market information一般情報 マーケット情報
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(3) University of Witwatersrand 
 新型コロナのワクチンの治験を英国や米国企業と共同実施したことで知られるが、国際機関とも様々

な研究開発を行っており、日本の企業や学術機関との関係性もある。 

 
図 4-28  Uniersity of Witwatersrand 

 
(4) Healthcare Federatio of South Africa（HFSA） 

Africa Healthcare Federation の南アフリカ支部として国民皆保険（National Health Insurance）の

実現に向けた民間活用を推進している。 

 
図 4-29  Healthcare Federation of South Africa 

分類 国立研究大学

事業概要

• 10のNational Centers of 
Excellenceがあるなど幅広
い研究機関を有している

• 商学部、法学部、経営
学部、工学・建築環境学
部、健康科学部、人文
科学部

主なサービス 研究、教育など

設立 1922
拠点 Johannesburg, South Africa

従業員数 1112
代表 Ms. Judy Dlamini

問い合わせ先

ウェブサイト https://www.wits.ac.za/rese
arch/

窓口 NA

連絡先 011 717 1000

University of the Witwatersrand

売上規模 NA
地域拠点 South Africa

主要なパートナー

国際

 AstraZeneca
 Novavax
 IBM

 Airbus research and Technology
 Merck Sharp & Dohme Corp

 Carnegie Foundation
 Bill and Melinda Gates 

Foundation

 IBM
 Kelloge Foundation
 NASA

日本
 Sysmex
 National Institute of Infectious 

Diseases

 Akita University 
 Meiji University

国際大学/
研究機関

 University of Oxford
 University of Cambridge
 University of Laussanne

 Harvard University
 University of British Columbia
 Monash University
 University of Otgo
 Seoul National University

 Peking University (Shenzin
Campus)

 French National Centre for 
scientic Research

 German Archaeological
Insttitute

 University of Petroleum and 
Energy Studies

 Kuwait University

Market information一般情報 マーケット情報

分類 ビジネス団体

事業概要 保健セクターに属する民間企
業の会員制組織

主なサービス 会員制サービスやメンバー会
議、展示会、国際連携

設立 2019
拠点 Cape Town, SA

従業員数 NA

代表 Prof Morgan Chetty
(Director)

問い合わせ先
ウェブサイト NA

窓口 Prof Morgan Chetty

連絡先 mnchetty@iafrica.com

Healthcare Federation of South Africa (HFSA)

売上規模 NA
地域拠点 South Africa

主要パートナー

国際  NA

域内
 Africa Union
 Africa Healthcare Federation
（AHF)

 Southern Africa Healthcare 
Federation

 Kenyan Healthcare Federation

国内

 保健省
 George Mukhari Hospital
 SAIndependent Practitioners 

Association Foundation
 ISA Medical Association
 SA Medical Technology 

Industry Association

 Lenmed
 Allegra
 Ottobock

 Neuberg Global
 First Care Solutions

日本  NA

主な資金源

 会員企業からの会費

一般情報 市場情報
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4-2-2-3. ルワンダ 
(1) Rwanda Biomedical Centre（RBC） 

診断サービスや研究等を実施する公立の中央保健実施機関で、USAID 等とのパートナーシップを有す

る。株式会社アルムと提携し、ITC を活用した医療関係者間の患者情報共有を実施している。 

 
図 4-30  Rwanda Biomedical Centre (RBC) 

 
(2) Rwanda Healthcare Federation（RHF） 

East Africa Healthcare Federation（EAHF）の関連機関や民間企業との連携を通じ、同国内の医療サ

ービスの拡充を促進する業界団体である。 

 
図 4-31 Rwanda Healthcare Federation (RHF)  

分類 国家衛生実施機関

事業概要
・保健サービスの提供
・全国的な保健介入を実施
するための政策と戦略的計
画の策定

主なサービス 診断(国立検査機関)、調査

設立 2011

拠点 Kigali, Rwanda

従業員数 NA

代表 Dr. Sabin Nsanzimana 
(Director General)
問い合わせ先

ウェブサイト https://rbc.gov.rw/index.ph
p?id=188

窓口 NA

連絡先 Toll free: (114)

Rwanda Biomedical Centre (RBC)

売上規模 NA

地域拠点 Kigali, Rwanda

主なパートナー

国際

 World Diabetes 
Foundation

 United States Agency for 
International 
Development (USAID)

 Centers for Disease Control and 
Prevention (CDC) 

 Facebook (Blood donation drive)

国内
 Ministry of Health
 Government of Rwanda
 University of Rwanda

 District hospitals
 Referral hospitals
 National Reference Laboratory

主な資金提供者

 European and Developing Countries 
Clinical Trials Partnership (EDCTP)

 Bill & Melinda Gates Foundation 

 International Development Research Centre 
(IDRC)

 United States Agency for International 
Development (USAID)

一般情報 マーケット情報

分類 ビジネス団体

事業概要

ネットワークや連携
アドボカシーとロビー活動
保健医療セクターのナレッジ
共有

主な研究分野
Membership services, 
members meetings, trade 
shows, international groups 

設立 NA
拠点 Kigali, Rwanda

従業員数 NA

代表 Mr. Danny Mutembe
(Director)

問い合わせ先
ウェブサイト NA

窓口 Mr. Danny Mutembe

連絡先 danny@pharmacieconseil.o
rg

Rwanda Healthcare Federation (RHF)

売上規模 NA
地域拠点 Rwanda 

主要なパートナー

国際  World Bank

域内
 Africa Healthcare Federation
 East Africa Healthcare 

Federation（EAHF)

 Kenya Healthcare Federation
 Uganda Healthcare Federation
 Tanzania Healthcare Federation

国内  Rwanda Ministry of Health
 Rwanda Insurance Regulatory Authority

日本  NA

主要な資金提供者

 会員企業からの会費
 World bank

一般情報 マーケット情報
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 ビジネスパートナー候補との対話 
現地ビジネスパートナー関連の 9 か国 11 機関・団体に対して、ヒアリングを実施した。 

 初期取組国におけるビジネスパートナー候補からのヒアリング 
各国における技術的なニーズにおいて共通する点は、デジタル医療ソリューションに関するニーズで

ある。医療のための情報通信システム（データ収集・集約や分析含む）に関するニーズは高く、遠隔医療

を始めとし、病院管理情報や設備管理情報システムまで広い範囲での ICT 導入が望まれている。 

日本に対しては、様々な分野での期待が寄せられている。公的機関からは UHC の枠組構築等の制度面

からの期待がある一方で、民間機関・団体からは先端医療・診断機器に関する期待が高く、バイオテクノ

ロジーに係る技術移転や遠隔医療に関するニーズが見られる。 

連携したい企業の形態については、特殊技術や革新的な医療機器を提供する企業やトレーニングプロ

グラムを提供する企業等を要望する意見が見られる。規模的には、中小企業との連携を志向する声が多

かった。 

なお、タンザニアのヒアリング先である Apollo Medical Center の Dr. Nazir Arab は、経済産業省の

国際ヘルスケア拠点構築促進事業において2019年11月に実施されたアフリカ官民ミッションで来日し、

日本の医療機関を訪問し施設見学と意見交換を行っている。こういった経験を通じて、より具体的な日

本側への期待（技術研修プログラムの高度化、腹腔鏡/内視鏡等の販売代理店との連携等）が示された。 

また、ザンビアのヒアリング先も複数の医療法人の CEO を兼務するビジネス感覚を持つ医師であり、

より踏み込んだ形での連携について希望が寄せられた。 

表 4-3 ケニアとガーナからのコメント抜粋 

 

質問分類
ケニア ガーナ

Kenya Public Sector Kenya Healthcare Federation Ministry of Health Ghana Healthcare Federation
N/A Dr. Amit Thakker Dr. Maureen Martey Dr. Lynda Decker

日本への期待

 UHC強化のためのリスク・プー
リングの技術

 保健人材 (HRH) のための研修と
能力開発

 変化するニーズ詳細調査のため
の資金

 製薬、デジタルヘルスソリュー
ション、バイオテクノロジー技術
移転

 先端医療・診断機器の支援

 技術や専門知識、関連す
る能力の提供  画像診断技術と実行資金の提

供

技術的ニーズ

 保健製品の専門的サービスと管
理

 専門の衛生医学検査室(国立研究
所と品質管理)

 健康製品の管理 (例:血液バンク
の管理) 

 医療デジタルソリューション
• 電子医療記録 (EMR) 、医療情報
システム、データ分析

 医療機器およびその設計および組
み立て手法

 遠隔医療
 仮想学習
 物流管理システム
 情報システム（設備管理、
メンテナンス、病院管
理）

 患者ケアやケースマネジメン
ト

 患者へのマーケティング
 診療所・病院と人事を結ぶコ
ミュニケーションシステム

 管理システム
 臨床技術全般の向上
 Telehealth全般

コロナ禍やコロナ後
の課題

 製造強化と自国精算の医薬品や
製品を支援するためのインセン
ティブ

 民間が保健システムの強化に取
り組むことを可能にするための
規制環境の強化と導入ノウハウ

 感染予防管理に関する患者管理の
強化（歓喜、PPEおよび消毒剤の
使用を伴う施設等）

 在宅医療、電子薬局、検体検査な
どの電子医療サービスの拡大と現
地生産能力の増強。

 e-healthの利用促進
 患者だけでなく調達プロセス
もサポートするデジタル化と
その管理プロセス

連携強化したい企業
の形態 中小企業 大企業、中小企業を含むあらゆる企

業の関与 中小企業 中小企業

備考 AHBが過去に面談した記録より抜粋
のため、参考情報 面談者はAHBのCEOでもある 面談者には昨年度事業で保

健大臣と共に面談済
ガーナ最大国立病院（野口英世
が生前勤務）の元CEOが立ち上
げた組織
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表 4-4 その他初期取組国からのコメント抜粋 

 

 
 新規取組候補国におけるビジネスパートナー候補からのヒアリング 

初期取組国と同様に、新規取組候補国におけるパートナー候補からは、デジタル医療に関する技術的な

ニーズが多く表明された。チュニジアでは医療格差に対する ICT 利活用、ルワンダは遠隔医療の振興、

南アフリカは信頼性のある医療データの取扱いに係る関心が寄せられている。 

日本側に対しては ICT 利活用（IT コミュニケーション、電子医療記録、電子処方等）に関するニーズ

が高い。なお、財政支援の必要性等、資金面での実情を示す意見が出ていることには留意を要する。 

連携を強化したい企業の形態については、戦略目標に応じて大企業・中小企業に係わりないとするとこ

ろが多く、規模的な観点よりも特定分野でのソリューションを持つ企業との連携を志向する傾向が見ら

れた。 
  

質問分類
ウガンダ タンザニア セネガル ザンビア

Uganda Healthcare Federation Apollo Medical Center Bio 24 Lab Zambia Healthcare Federation
Dr. Ian Clarke Dr. Nazir Arab Dr. Tidiane Siby Dr. Mohammed El Sahili

日本への期待  教育などの技術支援
 技術研修プログラムの高度化
 生物医学工学や医療基盤の強
化

 緊急時対応訓練

 農村地域を対象とした一般的
な健康診断の導入

 遠隔医療や遠隔診断を活用し
て医療ギャップを解消する取
組み

 在宅介護の促進
 重要または複雑な症例に対応
できる医療制度の構築

 医療教育と医療器材のメンテ
ナンスの拡充

 都市と地方の双方に適用可能
な解決策の提供

技術的ニーズ  クラーク国際大学の医療教育
支援

 少数の病院に限定されている
医療情報通信システムや最小
限の侵襲的手術、PETスキャ
ン及び骨と軟部組織スキャン
の利用可能性を改善する

 NGS技術を用いた腫瘍学、血
液学、解剖病理学(大腸がん、
乳がん等)における遺伝子研究

 画像診断の普及
 生物医学廃棄物を適切に廃棄
するシステムの構築

 ICTによる既存の診療所の情報
集約が必要

 医療従事者の全体的な不足

コロナ禍やコロナ後
の課題

 e-pharmacyなどのe-health
サービスの拡充

 カウンセリング
 呼吸器疾患のフォローアップ
ケア

 ワクチン接種プログラム

 迅速で大規模な診断、在宅ケ
ア、患者の酸素化と安定化に
必要なすべてのICT医療機器の
流通改善

 コロナやその重症化の要因と
なるNCDsに対応するため早期
診断の予防医学アプローチを
促進すること

連携強化したい企業
の形態 中小企業

 欧米製の機器は価格が高いた
め、現地トレーニングや補助
金の利用可能な企業

 腹腔鏡/内視鏡、胃および泌尿
器科機器の販売代理店

 大企業の資本力・技術と中小
企業の特殊技術・迅速展開を
組合せた技術交流や合弁事業

 現地関係者が直面する課題へ
のスキルや経験、知識の支援
によって市場参入可能

 スマートテクノロジーや革新
的な医療備品、医療機器のメ
ンテナンスセンターを提供す
る企業

 医療従事者のトレーニングプ
ログラムを提供する企業

備考
ウガンダ及び東アフリカの
Healthcare Federationの会長で、
医療施設や教育機関を多数創設

MEJのミッションで来日し、
NCGMなどとも意見交換

セネガル免疫学会組織委員の会副
会長

Medland HospitalのCEO、健康
医療の複数企業のCEO
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表 4-5 新規取組候補国からのコメント抜粋 

 

  

チュニジア ルワンダ 南アフリカ
Tunisia Healthcare Alliance Rwanda Healthcare Federation Healthcare Federation of South Africa

Dr. Ghazi Darghouth Mr. Danny Mutembe Prof Morgan Chetty

日本への期待
 医療観光や医療人材、医療融資システムな
ど、さまざまな医療分野の研究を推進する
ための技術的および財政的支援

 ファイナンスへのアクセス改善
 医療提供システムの改善
 承認されていないまたは偽造された医薬品
の追跡・検査の改善

 電子医療記録や電子処方の整備

 医師と患者のより密なコミュニケーション
技術の構築

 ITコミュニケーション戦略の作成
 専門的プログラムを確立し、プラット
フォームを効率的に運営する資金を提供し、
特にUHCを設立する際に政府を支援する
ための資金援助を提供

技術的ニーズ  沿岸と内陸部 (農村部)の医療格差にe-
healthを活用することを検討

 副作用や偽造医薬品の検出装置、データ収
集ツールを開発・整備

 医薬品を含む健康データへのアクセスを改
善

 患者に届くプラットフォームの構築
 医療の品質改善と成果測定のため現地プロ
バイダーの求める医療データレポジトリー
の構築

コロナ禍やコロナ後
の課題

 医療従事者の欧州・中東への流出を防ぐた
めの保健教育を強化

 公的保険の拡充
 e-healthの利用促進

 遠隔医療や電子処方、オンライン調剤プ
ラットフォームのニーズが高まっている

 患者とつながり、患者中心の医療を推進し、
患者と医療専門家との医療コーディネー
ターを設置すること

連携強化したい企業
の形態

 展開に合わせて大企業も中小企業も両方が
必要

 大企業や中小企業、ルワンダ医療連盟など
の連盟で、いくつかの協会や民間医療企業
を再編成

 特定のプログラムでのリソースとソリュー
ションを提供する能力やニーズをもつ企業

備考
専門医療人材の育成を目指した“Institut des 
Métiers de Santéの創設者、Tunisia Health
Allianceの会長

Rwanda Biomedical Center（政府系）のメ
ンバーで、ルワンダ薬局協会の代表やEast 
African Health Platform立ち上げを実施

KwaZulu Natal Managed Care Coalition の
CEOで、メディア掲載多い



 

 
 

 

 

 

 

 

 成果報告会と今後の展望 
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 成果報告会 
 発表概要 

2021 年 3 月 23 日の結果報告会は、表 5-1 のスケジュールで開催された。第二部において、本調査の

結果概要（本報告書の第 1 章から 4 章）を説明した。 
表 5-1 結果報告会概要  

内容 発表者 
15:00-15:05 開会挨拶 内閣官房健康・医療戦略室 
15:05-15:45 第一部： 

「『アフリカ健康構想』に係る民間事業の組成可能性等に関する
調査」成果報告 

株式会社国際開発センター 

15:45-16:00 第一部に関する質疑応答・意見交換 
16:00-16:10 経済産業省より事業支援ツール紹介 経済産業省 商務・サービスグループヘ

ルスケア産業課、貿易経済協力局技術・
人材協力課 

16:10-16:45 第二部： 
「アフリカにおける新規MOC締結候補国選定のための基礎調査
及びヘルスケア分野のビジネスパートナー発掘業務」成果報告 

有限責任監査法人トーマツ 

16:45-17:00 第二部に関する質疑応答・意見交換 
17:00-17:10 閉会挨拶 アフリカビジネス協議会事務局 
 

 発表概要とフィードバック 

参加者からは主に表 5-2 のようにアフリカ健康構想の対象国の考え方や、他国の動向についても質疑

応答があった。 

また、閉会にあたり、アフリカビジネス協議会事務局からは、今後の継続議論のための場の形成、モデ

ルケースを考案した企業と政府との連携（資金や人脈構築を通じた政策への落とし込み）、現地のキーオ

ピニオンリーダー (KOL) や組織との接点づくり、国際機関や NGO との協働の模索がオプションに挙げ

られた。また、今後はニーズ所有者に対しても日本企業の技術の組み合わせにより多様な選択肢や、一貫

したサービスの提供を検討していきたいとの意見があった。 

内閣官房からは、アフリカ健康構想について、まず相手国が取り組みたいと感じるようなイニシアティ

ブにする必要があり、相手国からの要請に対しては ODA の直接支援や、ODA による民間企業の取組促

進をサポートすることで、官は施策のパッケージを、民はアフリカビジネス協議会を通じたアフリカ進

出希望企業の事業展開を進めたいと考えていると意見があった。 
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表 5-2 第二部に関する質疑応答 

質問者分類 質問内容 回答・議論 
コンサルタント MOC 候補国選定には治安等の

マイナス要因を含むか 
 企業の関心を引き出すための候補国のため、マイナス要因は「ビジネス
環境」に含むもののポジティブ要素を重視している 

 今後のヘルスケア WGの議論の中でマイナス要因も検討していきたい 
公益財団法人（食
品メーカー関連） 

アフリカ健康構想のようなも
のを他国が行っているか 

 官と民が両輪となるアフリカ健康構想はユニークなものと思う 
 米国が政策と連動した企業展開を行っているが他国から学べることは
来年度以降も検討したい 

 （質問者より）官のサポートのためにも企業が連携して他国にも対抗で
きる事業案の形成が大事と理解した 

アカデミア 官民連携に学も加えて欲しい 来年度以降に連携を強化させたい 

 

 本調査のまとめ 

 新規取組候補国 

以下の表 5-3 は第 2 章にて掲載した、本調査対象国の各指標の比較表である。新規取組候補国の優先

付けの提案にあたり、第 2 章でも述べたように、(i) アフリカ健康構想は官民の活動の両輪の展開である

こと、(ii) 地域内の類似展開を可能とするモデル国であること、(iii) 東部アフリカの重点国は多めに設定

することを基に検討したい。特に条件(ii)において、MOC 対象国のない北部には、官の保健医療分野の活

動が少なく民間交流は進んでいる理由から TICAD 8 も開催されるチュニジアはアフリカ健康構想を推

進する上で有望な候補国となる。初期取組国の中でアフリカ南部に位置するのは、市場規模が小さいザ

ンビアのみであるが、南部アフリカへの進出を鑑みた場合には、南アフリカを軸とする事業展開の検討

を行うことが効果的と考えられる。JICA は 2021 年度に南アフリカを中心とした南部アフリカの感染症

対策ビジネスに関する調査を実施予定であるため、その調査状況を JICA の共有を受けながら同国への

アプローチを検討することも有効であると考えられる。 

東部アフリカは既にケニア、ウガンダ、タンザニアの 3 か国が初期取組国であるが、条件(iii)に関して、

1 か国程度追加することで事業展開を図るうえでのメリットを創出できる可能性がある。エチオピアは人

口は大きく、皆保険制度の拡充のため将来的な市場性は大きいものの、第 2 章から第 3 章で論じたよう

に現状は母子保健課題と対策が中心であることと、新型コロナの影響が比較的大きい。ルワンダは ODA
の面では、今後は栄養に関する政策借款（政策目標を設定し、パフォーマンスに応じて円借款を提供）が

実施されることに対し、JICA も民間企業の展開を望んでいることもあり、条件(i)に適する要素がある。

新型コロナ対策は本調査対象国の中でも上位にあり収束後にはすぐに従来の課題対策に戻れる可能性を

有している。そのため東部アフリカではルワンダが現状は優先順位が高い。 

西部アフリカは既に英語圏のガーナと仏語圏のセネガルが初期取組国である。コートジボワールは公

的保健事業の効率化が推進されている他、新型コロナ対策も比較的有効である。また、JICA は 2021 年

度に UHC 全般に関する調査を実施予定であり、その状況も踏まえながらコートジボワールの優先度を

検討することも一案である。 
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表 5-3 本調査対象国（再掲） 

 
 

 新型コロナウイルスの影響 

(1) アフリカの現状 

アフリカにおける新型コロナの感染は、2020 年当初には死者 1,000 万人にも上ると懸念された 51こと

に対し、2021 年 3 月 14 日時点では感染者は 291 万人、死者は 7.5 万人と想定を下回っている。新型コ

ロナの重症化を左右するのは、早期のロックダウン等の政策面に加え、高齢者の人口や肥満・高血圧等の

生活習慣リスクとの関連性が論じられており 52、アフリカは南アフリカの変異株の影響力は未知ではあ

るものの、現時点では欧米や中南米に比べて深刻な状況には至っていない。 

これまでの感染症対策は、「病原体の流出抑止」「早期発見と報告体制」「迅速対応」「医療制度」「資金

調達と規範遵守」「リスクや脆弱性への対応」などにより構成される世界健康安全保障指数（Global 
Health Security Index）で評価されることが多かった 53。しかし、新型コロナは、上述の対応を上回る

増殖力・感染力で伝播し、また、こうした基盤が整備されやすい先進国に多い高齢者や高生活習慣リスク

層に対してより重篤化しやすいため、この指数とは正の関係性があるとは言えない拡大を遂げている。

一方で、各国の新型コロナ対策を、検査体制と感染状況等から独自集計したオーストラリア Lowy 社に

よる COVID Performance Index においては、アフリカの感染対策が上位に位置している 54（参照：表 
5-4）。 

ただし、新型コロナの対応により適切な対応リソース（医薬品提供や対人での診断や治療）が不足する

                                                   
51 例えば、ビルゲイツ氏は 2020 年 2 月当初、アフリカでは 1000 万人の死者が出る可能性を危惧していた。(The Telegraph (2020 年 2
月 15 日) 

52 JICA (2020a)   
53 Global Health Security Index 
54 Lowy Institute 

対象国・地域

全般（現地の経済状況等） 保健（医療情勢等） 日本の関連（我が国の進出状況）

FDI 経済成長
(%, 2019) 人口

ビジネス
環境順位

保健
政策

ODA
保健重点

一人あたり
医療費支出

医療費支出
対GDP比

皆保険
カバー率 ODA金額 ODA保健

案件数
JICA民連
（保健）
実績

日本企業
（保健）
拠点数

JETRO
注目国

ケニア 東 1,105 5.37 47.9 56 〇 〇 29 7.71 55 177 1 10 13 1

南アフリカ 南 3,209 0.15 55.3 84 〇 △ 262 13.34 69 10 2 2 22 3

ガーナ 西 3,048 6.48 27.8 118 △ 〇 30 7.30 47 44 4 11 12 6

ザンビア 南 847 1.71 15.9 85 〇 〇 27 6.93 53 35 3 8 8 N/A

ウガンダ 東 898 6.51 38.2 116 〇 〇 7 5.75 45 72 2 3 4 N/A

タンザニア 東 1,106 5.79 51.5 141 〇 △ 12 7.92 43 111 1 3 4 8

エチオピア 東 3,323 8.28 100.8 159 〇 〇 6 5.13 39 62 0 6 7 4

コートジ
ボワール 西 735 6.85 23.2 110 〇 〇 17 4.87 47 27 1 3 3 9

ルワンダ 東 376 9.41 11.4 38 〇 △ 16 8.39 57 29 0 2 3 N/A

チュニジア 北 930 1.04 11.2 78 △ △ 156 13.37 70 94 0 2 2 N/A

セネガル 西 660 5.27 14.6 123 〇 〇 14 4.60 45 48 3 4 4 N/A

2019までの5年平
均（USD百万）

2019年
（百万人）

世界銀行
Doing Business

直近5年の
更新有無

国別開発
協力方針

直近5年の
平均供与額

民間連携事業
の件数

アフリカ進出企
業実態調査

Africa Business Partners
調査（医療系）

2013-17の平均
（USD）

初期 新規 チュニジア、エチオピア、ルワンダ、南アフリカ、コートジボワールケニア、ガーナ、ウガンダ、タンザニア、ザンビア、セネガル

初期

初期

初期

初期

初期

初期

新規

新規

新規

新規

新規
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ため、HIV、結核、マラリアの三大感染症によるアフリカでの死者が 150 万人増加し、HIV と結核は 10
年前に、マラリアは 20 年前の状況に逆戻りするとの見解もある 55。 

アフリカにおいては、従来に重点対策してきた感染症や、新型コロナにより悪化が予測される栄養の改

善がこれまで以上に重要になる。今後は、新型コロナに限らない総合的な感染対策（手洗い、マスク、社

会的距離、ハイリスク集団対策といった新型コロナ対策でも効果があるとされる対策）や、検査体制の充

実化が望まれる 56。 

表 5-4 感染症対策指標と新型コロナ対策指標 

 

(2) アフターコロナの課題 

アフリカにおいては新型コロナ収束後に、従前の課題であった感染症対策の重要性が改めて注目され

る可能性を前述した。同様に、コロナ禍の裏で対策が十分に行われなかった他の疾病についても対策が

不可欠になると考えられる。そのためには、新型コロナ対策として拡充された検査室等の設備の有効活

用を、状況やケースに応じて最大限行うことが重要である。例えば、感染症が重点課題の国は検査室同士

のネットワーク化やサーベイランス能力の向上を行う、非感染性疾患が重点課題の場合は院内感染対策

や救命医療の制度の普及を目指していく等が考えられる。また、感染症と非感染性疾患の片方、或いは両

方が重点課題となる国のいずれにおいても、医療 ICT の拡充は必要と考えられる。 

以下の図 5-1 では、第 2 章で述べて来た疾病課題の傾向から、感染症対策が重点になる国（ウガンダ、

タンザニア、エチオピア、ルワンダ、コートジボワール）、非感染性疾患の負荷が大きい国（チュニジア）、

また両方の同時の対応が必要な国（ケニア、ガーナ、セネガル、ザンビア、南アフリカ）に分類し、取り

組むべき重点課題の一例を挙げている他、各国の優先度を検討する材料を記載している。 

                                                   
55 科学技術振興機構 
56 日本記者クラブ 

世界平均以上
Global Health Security Index COVID

Performance
Index

病原体の出現や
外部流出抑止

感染症の
早期発見と報告

感染症への
迅速な対応

患者と医療従事者
を守る医療制度

資金調達・
規範の遵守

リスクや脆弱性
への対応 合計

ケニア 45.9 68.6 37.1 20.7 67.1 40.7 47.1 48.2

ガーナ 32.2 40.5 31.5 23.4 38.0 51.0 35.5 53.8

ウガンダ 42.5 50.3 56.5 11.6 65.4 35.5 44.3 59.7

タンザニア 33.5 42.0 36.8 8.2 55.4 44.7 36.4 N/A

ザンビア 24.5 21.9 28.6 20.3 38.0 44.2 28.7 59.8

セネガル 25.4 35.1 45.4 18.5 57.0 48.2 37.9 55.9

チュニジア 31.7 26.3 39.1 24.0 31.0 55.7 33.7 66.7

エチオピア 36.8 33.7 44.7 29.0 65.8 33.6 40.6 49.1

ルワンダ 33.8 36.0 31.9 24.1 38.0 43.6 34.2 80.8

南アフリカ 44.8 81.5 57.7 33.0 46.3 61.8 54.8 25.4

コートジボワール 27.3 44.5 29.7 17.1 53.6 42.7 35.5 57.9

日本 49.3 70.1 53.6 46.6 70.0 71.7 59.8 50.1

調査対象国平均 34.4 43.7 39.9 20.9 50.5 42.7 40.0 55.2

全世界平均 34.8 41.9 38.4 26.4 48.5 55.0 40.2 48.3
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図 5-1 重点的な疾病課題別の対応 

 

 ビジネスパートナー候補からの期待 
4-3. にて記載したように、本調査で面談したパートナー候補からは、コロナ禍で大きく前進した ICT

の利活用や、効果的・効率的な医療活動のための様々な技術の提供や、医療人材の技能向上に対する大き

な期待が寄せられた。 

ICT に関しては、遠隔医療のみならず、様々な医療データの取り扱いや、病院内の効果的な運営につい

て関心表明があった。また、南アフリカのパートナー候補からは、医療サービス提供者のみではなく、受

益者（患者）にも信頼できるサービスや情報を提供するための ICT 利用について期待が寄せられた。コ

ロナ禍において、各国は遠隔医療を推進するイニシアティブを掲げたが、中にはケニアのように、5 年以

上前から保健分野への ICT の積極的な利活用を政策文書にて宣言している国もある。本調査では、これ

らの政策と合致する具体的な海外企業の事業例を抽出するには至らなかったものの、相手国の政策目標

達成に資する事業展開案についての継続検討を提案したい。 

効率的・効果的な医療活動に関しては、先進的な技術の導入や、その技術を活用できる高度医療人材が

重要であるが、以下に述べるように、技術や製品の導入と人材育成を組み合わせることで、現地ニーズと

製品・技術（シーズ）とのマッチングを図ることは有効と考える。 
 

 今後のアフリカ健康構想推進に向けて 
 現地ニーズの把握と対話 

上述したように、事業化には製品・技術（シーズ）主導ではなく、現地課題（ニーズ）に合致したアプ

ローチが必要である。そのニーズ情報提供者は、医療現場の特定分野のニーズに加えて、ニーズの背景

や、分野ごとの因果関係等を大局的に伝えることができ、また、日本企業の考えを理解したうえでフィー

感染症重点国 非感染性疾患重点国

 コロナ対策との併存
 検査室の拡充

• ネットワーク化
• サーベイランス強化
 栄養対策

• 母子の健康促進
 ICTの活用
 非接触の診断・検査
 ワクチンの効果的デリバリー

 コロナ対策の活用
 院内感染対策

• AMR等
 救命医療の普及
 未病の促進
 高度医療の普及

• がん、透析治療など
 制度構築

• 保険対象の拡充など
 ICTの活用
 EMR/PHR普及
 医療データの活用

• ウガンダ
• タンザニア
• エチオピア
• ルワンダ
• コートジボワール

• チュニジア

感染症と非感染性疾患の
二重の対応が必要な国

 コロナ対策の活用
 検査体制拡充
 院内感染対策
 救命医療の普及
 未病の促進
 高度医療の普及
 制度構築
 ICTの活用
 EMR/PHR普及
 非接触の診断・検査
 ワクチンの効果的デリバリー
 医療データの活用

• ケニア
• ガーナ
• セネガル
• ザンビア
• 南アフリカ

重
点
課
題

該
当
国

新規取組候補国と地域 民間 ODA 官の動き 対応 備考
チュニジア 北 中 小 TICAD 8の開催 優先 北部1か国目
南アフリカ 南 大 中 JICAが2021年度に感染症ビジネス可能性調査 優先 南部2か国目
エチオピア 東 小 小 N/A 検討 規制や官民の動向を確認
ルワンダ 東 小 大 JICAが栄養改善に関する政策借款を実施予定 検討 官民連携やJICA調査動向を確認
コートジボワール 西 小 中 JICAが2021年度にUHC全般に関する調査 検討 JICA調査動向を確認

新
規
取
組
候
補
国

の
優
先
付
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ドバックを提供できることが重要である。そのため、相手国の官と民それぞれの関係者を選定すること

が肝要である。官の関係者は、JICA 研修事業の過去の参加者を選定すれば、日本企業や日本政府の動向

も把握したうえでのアドバイスが期待できる。民間の関係者は、本調査のパートナー候補や実際に面談

した相手先が考えられる。アフリカの民間の動きは時々刻々と変化するため、より具体化した情報に関

しては、個別に企業と連絡を取っていく必要がある。 

また、メキシコのように、代理店が医療機関からのニーズを聞き出し、それに適応する最適な製品の組

み合わせを提案することが求められることもあり、有力な代理店との接点が、より現地ニーズの対応に

繋がることもある。こうした最新ビジネス動向を、本調査のビジネスパートナー候補の持つ情報を駆使

して入手していくとともに、ヘルスケア WG 参加企業に共有していく仕組み作りが大切である。 

 
図 5-2 対話の体制 

 
 企業が持つべき視点 

(1) 個社事業支援の側面から見た ODA 事業の留意点 

ODA事業は相手国の産業の基盤育成を目的とし、そのツールとして日本企業の技術が用いられるため、

個社企業の展開のための ODA 事業形成は非常に難しい。また、後述のような昨今見られる JICA 技術協

力プロジェクト等の本来の目的に資する足の速い実証事業についても、様々な関係者の負担や時間を要

する可能性がある。更に、ODA 事業化には、要請主義に則った要望調査を行い、着手まで通常 1-2 年程

度を必要とするため、必ずしも企業が望むスピード感で実現できる訳ではない。 

(2) 売り切りではなく人材育成も含めた視点 

上述のように ODA では保健医療全体または社会経済に効果をもたらすことを大目標に掲げており、個

別製品の展開だけでは、相手国の持続的な開発に直接的に貢献するには不十分な場合も考えられる。例

ビジネスを通じたヘルスケアの課題
解決に向けた

さらなる連携強化
（日本・アフリカ両国の企業）

アフリカ

• アフリカ現地パートナー候補の模索
• 現地の技術格差の確認

ニ
ー
ズ

• 事業の課題と解決策の共有協
議

• 事業構想の展開
• 適切な相談先を模索

活
動

日本

窓口機関（官民橋渡し）

 事業の動向
 他企業の事業展開状

況
 ヘルスケアにおける

最新の課題

現
地
調
査

 登記
 税務／法務手続き
 事業マッチングセミ
ナー

事
業
支
援

 対話の形成
 コミュニケーション維
持

 国際機関へのアクセ
ス

ロ
ビ
ー
活
動

 規制緩和
 インセンティブ提供
 手続きの簡便化

制
度
づ
く
り

現地の大使館、
JICA、JETROとの
協力体制が
不可欠

注意：

連携強化

担当者の特定と継続対話

日本政府 経済団体

アフリカビジネス
協議会

ヘルスケアWGケニア

アフリカ連合

RECs RECs RECs RECs

A国 B国 ・・・

・・・

• ヘルスケア予算
• 国際機関や二国間パートナーとの調整
• 規制／規制緩和
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健
省

• 政策／規制の策定や事業の実施
• 事業予算の要求
• 部門別予算の確定

関
連
機
関

• ヘルスケア製品、サービスの提供
• 実施上の課題解決要請

事
業

意思決定と事業実
施のプロセスをクリア

にする

明確化

ガーナ

国際機関へのアクセス

各国

各
国
窓
口
選
定

各国窓口
窓口機関

本調査でヒアリング
に一部協力済
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えば製品を使いこなせる人材や、故障や修理時のメンテナンスを行う資機材がない場合は、製品が利用

されないままになる可能性もあり、企業にとっても単発的な製品販売で終わってしまうリスクもある。

また、製品がセクターの中の特定の技術的課題の解決には直接的に貢献できたとしても、その解決によ

り他の製品を持つ企業が参画して別の課題解決に好循環をもたらすことができること、またはその製品

を別の観点で利用し更なる用途が広がること等の広範囲の効果を発現することが求められる。 

(3) 民間需要への対応 

アフリカにおいても国によっては、富裕層向け医療サービス等の民間需要が旺盛な場合もある。アフリ

カ健康構想に関連してガーナ及びケニアに向けてセミナーが行われた際も、参加者や意見が多いのは、

ガーナでは公的機関であったことに対し、ケニアでは民間企業であった。事業に相手国の民間企業も加

わる場合には、製品展開により、保健医療人材の育成への貢献や、他企業も含めた複合的な効果発現が

ODA と連携する際には望まれる。 

また、一般的には富裕層・中間層向けサービスは B to B や B to C で対応することが求められやすいこ

とに加え、所得水準が高い国でも貧困層の割合の高いアフリカでは、低所得者層向けの製品やサービス

も重要である。ODA スキームを駆使し、かつ国際機関や現地企業を巻き込んだ例には味の素グループが

挙げられる。乳幼児の発育阻害が社会課題となるガーナで、現地の食材を原料とした鉄分や鉛を効果的

に補給できる栄養サプリメントを開発した味の素グループは、JICA の民間連携事業によって USAID や

WFP との共同事業機会をガーナにて獲得し、その間に USAID からの推薦を受けた現地企業による生産

体制の確立や、WFP のフードバスケットの新規カテゴリーでの登録と認証を取得した。また、外務省に

よる国際機関連携無償資金協力により、ガーナ国内の全国展開と商業化への基盤を 10 年間かけて築くこ

とができた。 

(4) 単発製品・企業に留まらない複合的な展開 

味の素グループは現在、栄養サプリメント KoKo Plus の展開を公益財団法人化した味の素ファンデー

ションにより行っており、国際機関や現地関係者との関係性や 10 年間の知見を、様々な企業と連携する

ことで共有し、日本企業の複合的な展開を目指している。 

個社の特定製品の展開の推進は、カウンターパート機関の個別課題の解決には役立つものの、複合的な

課題の解決をするためには、異なる技術的なソリューションを持つ製品やサービスとの組み合わせも必

要になる。アフリカ健康構想においても、令和元年度に味の素グループの栄養サプリメントとシスメッ

クス株式会社のマラリア検査（乳幼児の鉄分不足には母親のマラリア罹患が影響するため）という組み

合わせと令和二年度は NEC も加わった事業案が考案された。コロナ禍において ICT の活用が更に注目

を集め、各国でも政策やガイドラインの改訂が為されているため、今後は ICT の更なる活用も求められ

るだろう。また、複合的な組み合わせには、特定疾患に対して診断から治療や更にモニタリングまでの一

連の手順を日本の技術・製品でまとめたパッケージ化や、医療機関において重点的に日本の技術・製品の

ショーケースのような展開を行って相手国に発信することも考えられる 57。 

                                                   
57 例えばバングラデシュのイーストウエスト医科大学病院（日本で学んだバングラデシュ人医師が中心となった、日本の医療法人とイ

ーストウエスト医科大学の合弁事業で JICA も建設等に一部支援を行っている病院）は日本企業の機器も多く設置されている 
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事業展開の組み合わせには理想的な順序もあると考えられる。例えば健康診断サービスが導入される

ため検査需要が伸び、その結果医薬品の販売量が増えることもあれば、ハイエンドな民間病院ができる

ことで高額医療機器の導入が進むシナリオも考えられる。その一方、現時点のアフリカ諸国は、まだ基礎

的な保健セクターの基盤における課題が複雑（公衆衛生や教育等の面にも及ぶ）で、そうした展開を誘導

する政策が未整備であるため、長期的な展開の手順が描かれにくく、企業も行動に移し難い状態である。

アフリカの保健医療の現場においては、高度医療も望まれる反面、地方ではまだ感染症や母子保健の割

合も多く、一般的には収益性の低い市場と考えられる。 
こうした状況においては、日本が戦後の短期間で UHC を達成した教訓を活かした、様々な保健及び他

セクターとの関連性を整理したうえでの中長期的な保健医療発展のための政策や行動計画を策定する支

援を行い、上述の味の素グループ及び連携案のような、現地に足掛かりを持つ企業と自社の製品・サービ

スの組み合わせでの複合課題の解決を検討する（実際の行動を起こす）ことが、アフリカの保健医療ビジ

ネスでは重要な視点と考えられる。そのビジネスからのフィードバックを、長期の政策の修正の材料や

次期長期計画のためのモデルケースとすることで、長期的な官民連携を描くことが可能である。 
 

 民間企業と日本政府及び公的機関の連携 

(1) 官公庁が主導するプラットフォームやイニシアティブとの連携 

5-2-3. でも述べたように、技術や製品を提供する日本（シーズ）側と、医療課題を抱える相手国（ニー

ズ）側の相互理解を促進することが重要である。昨今は、こうしたニーズ側とシーズ側の相互発信によ

る、議論の深化や事業化を目指すプラットフォームが国内外で多くなっており、主な例は以下のとおり

である。新型コロナの流行以降の比較的新しい動きとしては、JICA による全世界保健医療イニシアティ

ブ 58を通じた国際社会との連携や相手国の持続的開発の貢献、共創社会プラットフォームの形成が挙げ

られる。 
表 5-5 主なプラットフォームや取組 

 

                                                   
58 JICA (2020b) 

栄
養

JICA 食と農の協働プラットフォーム（JiPFA） フードバリューチェーンの強化、市場志向型農業の推進、稲作振興、栄養改善及び途上国
の人材育成などを推進する

JICA 食と栄養のアフリカ・イニシアチブ (IFNA) 栄養改善の推進のためアフリカ各国と支援機関が連携した現場の具体的な取り組みを推
進する

農林水産省 グローバル・フードバリューチェーン推進官民
協議会 産学官が連携し、日本の食産業の海外展開を通じたFVC構築を推進する

産官学 栄養改善事業推進プラットフォーム
(NJPPP) 途上国・新興国の国民の栄養状態を改善できるビジネスを推進する

主催 名称 概要

保
健
医
療

JICA 世界保健医療イニシアティブ 医療施設の整備を核とする、人材育成や検査体制の強化なども含めた保健医療
システムを強化

NCGM 国際共同臨床研究プラットホーム
新興・再興感染症をはじめとしたグローバルヘルスの課題対応のため疾病管理
体制や国際的な臨床研究ネットワークを活用した創薬・治療・診断や対策の体
制の整備・強化を検討

内閣府 STI for SDGsプラットフォーム 介護や人材還流を起点にアジア諸国の官民での互恵的な協力を通じたヘルスケ
ア発展を目指す

JICA 共創社会プラットフォーム
民間企業と連携したSDGs達成のための情報提供の場としてJICAが設置し、関連
した動きには、デジタル・エコシステム共創に関して経団連と共にデジタル技
術の活用を目指したユースケースの形成もある

日本経済新聞 日経FT感染症会議 産官学が連携したイノベーティブな事業形成と政府への提言を行う
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(2) 現地の有力な情報提供者の共有 

近年は、官民問わず上述の表 5-5 の主催者が、相手国関係者の招聘や、相手国への視察を行うことを

通じた、事業案形成のための企業連携も進んでいる。例えば、経済産業省や Medical Excellence 
JAPAN (MEJ) が毎年決定する対象国に対しての官民合同ミッションや、日本企業への招聘を通じて、

医療機器業界を中心とした相手国 KOL との対談や、両国の医師会や産業団体同士での交流が進められ

ている。また、アジア・アフリカ健康構想においても、近年、特定国・特定テーマに関して、企業で連

携して事業案やユースケースを検討し、相手国関係者に提案することが行われている。このように、企

業連携により共通課題の解決に向けた施策を検討することも有用と考えられる。 
本調査においてアプローチしたタンザニアのパートナー候補の代表者は、MEJ の招聘事業にて来日経

験があり、民間企業や政府機関との意見交換を行っており、日本に対する理解が深く、また継続的なコミ

ュニケーションへの期待を寄せていた 59。また、令和元年度調査にて現地で面談したガーナ保健サービ

ス（Ghana Health Service）元総裁（現在のガーナ大統領保健分野担当アドバイザー）は、JICA 研修事

業での来日経験を通じて、日本政府及び日本企業と友好的な関係を築いている一方、国際機関に対して

も大きな影響力を持ち、Global Fund からの相談も受けていた。 

このように、様々なドナーや国際機関が、特定の有力な情報提供者との接点を深めて事業組成を検討し

ていると考えられるため、日本との接点を深めることが重要と思われる。また、日本政府関係機関が、こ

れまで過去の研修・招聘事業やプロジェクト等を通じて良好な関係を構築した組織や個人の中には共通

人物も一定数いると推察されるが、こうした日本との接点の多い組織や個人との関係性を深めることは

アフリカ健康構想においても有用と考えられる。例えば JICA の研修事業等で来日経験のあるターゲッ

ト国の保健分野の人物を洗い出すことで、影響力を持つ人材との関係性強化を図ることが可能と考えら

れる。 

 
図 5-3 ビジネスパートナー候補の発掘と強化 

                                                   
59 MEJ (2019) 

本調査で取り上げたパートナー候補 事業形成に影響力を持つ個々人の発掘

招聘事業関係者

退役した元高官（局長や専門機関総裁級）
過去にJICA研修事業で来日経験あり
JICA専門家や協力隊との接点あり
欧米ドナー等とは接点が多い

特
徴

個人・組織の関係性

貴室のサポートを経て
JICAへ相談

 “JICA Alumni”の名簿
•国別研修
•課題別研修
 近年の招へい者

• JETROや経産省
•駐日大使館

 各国ヘルスケアフェデレー
ションのリーダー

•元国立病院長等
 JICA研修の視察受け
入れ実績のある企業

•駐日国際機関事務所

ガーナでの事例（昨年度事業の渡航時）

Ghana Health Service 元総裁 Dr. Anthony Nsiah Asare
（昨年度渡航時に面談、Global FundのCMDとも関与）

今
後
の
活
用

業態

調査研究

コンサル・シンクタンク
医療研究機関
（ガーナ：野口研、ケニアKEMRI、各国：Pasteur研究所等）
医薬品開発業務受託機関 (CRO)

事業会社
グローバル医薬品メーカーの現地代理店
医薬品の現地製造業者
サービス提供者（民間保険や医療ICTサービス等）

業界団体

医師会
製造業協会
医療従事者連名（技師や保健師等）
疾病別協会

医療機関

国公立病院
市立病院（ケニアMP Shah Hospital等の日本企業との接点
のある施設）
検査機関（公立・民間の双方）

ファシリテー
ション

AHBとの協力体制のある組織
実証の担い手（主に医療機関）
規制当局（認証やICT規制等）
アドボカシー能力の高いNGO（ケニアのAMREF等）
Global Fund Country Coordination Mechanism
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(3) 現地ニーズの理解と製品・サービスのマッチングの促進 

日本企業の技術的に優れた製品やサービスが、相手国の様々な状況により、医療課題と合致せず受け入

れられないリスクは存在する。例えば、性能が必要以上に高いために価格の低い他社の製品が好まれる

こと、相手国の慣習や文化に合致しないこと、使用可能な環境（衛生状態やインフラ面）に導入先が至っ

ていないために十分な性能が発揮できないこと、利用するための技術を持った従事者が不足しているこ

と、備品やメンテナンスが十分でないこと等が挙げられる。こうしたリスクに対しては、相手国の医療課

題や、それに紐づく要因を理解し、日本企業側でも現地の事情や特有の技術活用方法を踏まえた新たな

製品・サービスの修正や開発（広義のリバースイノベーション）を行う対応が検討できる。その過程にお

いて、現地事情を理解した協力者からの情報収集が重要な役割を果たすため、企業独自のネットワーク

に加え、本調査で選定したビジネスパートナー候補や、(2)で述べた日本との接点の多い現地関係者との

継続的な対話を通じて、認識齟齬の解消と事業案の形成ができる可能性がある。 

(4) JICA 民間連携スキームの活用 

JICA 民間連携スキームには、下記のように用途と目的に合わせたスキームが準備されている。「基礎

調査」は活用したい対象製品の現地ニーズの把握（中小企業のみ）を行い、「案件化調査」では相手国政

府関係機関のカウンターパートの特定や、より具体的な実証事業の計画を行う。「普及・実証事業」では

カウンターパートに対し、実証事業を通じた製品の有用性の訴求や、現地の保健医療の課題に対する解

決を行うものである。 

本調査期間中に、アフリカ健康構想で形成された有望なビジネス案を同スキームで管轄する JICA 民

間連携事業部に紹介することが可能か照会したところ、質の良い提案は歓迎される旨の回答を得た。そ

のため、アフリカ健康構想において、ヘルスケア WG 等での事業案検討と JICA 民間連携スキームでの

実証や実装の事例を実現していくことが、今後は重要になると考える。 

 
図 5-4 JICA 民間連携スキーム 

案件化調査 普及・実証・ビジネス化事業基礎調査

現地の基礎情報収集 ビジネスモデル策定 ビジネスプランの策定・実証

概要
（支援内容）

上限金額
（税込）

負担経費

期間 数か月～1年 数か月～1年 1年～3年

 課題解決に貢献し得るビジネ
スモデルのための検討材料

 課題解決に貢献し得る技術・製品・ノウ
ハウ等を活用したビジネスアイデア

 ODA 事業での活用可能性の検討
 ビジネスモデル策定

 課題解決貢献型ビジネスの計画策定
 技術・製品・ノウハウ等の実証活動を含む

ビジネスモデルの検証
 提案製品等への理解の促進、
 ODA 事業での活用可能性

 850万円
 南アジア以遠は航空賃を300 万

円まで別見積、それ以外の経費
は上限 680 万円）

中小企業のみ

※人件費は外部人材（コンサルタント等）のみ

 人件費※
 旅費
 現地活動費
 管理費

 3000万円
 機材輸送が必

要な場合は
5000万円

中堅・中小企業

 850万円

中小・中小企業以外

 1億円※

中堅・中小企業

 5000万円

中小・中小企業以外

※（大規模／高度な製品等を実証する場合は 1.5 億円、
インフラ整備技術推進案件及び地域産業集積海外展開推進案件は 2 億円）

 人件費
 旅費
 機材輸送費
 現地活動費
 本邦受入活動費
 管理費

 人件費
 旅費
 管理費

 人件費
 旅費
 機材製造・購入・輸送費
 現地活動費

 本邦受入活動費
 管理費

中堅・中小企業 中小・中小企業以外

JICA民間連携事業部ウェブサイトより作成
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 (5) ODA 事業への直接の納品  

令和元年度及び本調査の中での日本企業のヒアリングにおいては、製品やサービスの展開にあたり、無

償資金協力またはノンプロジェクト無償資金協力（ノンプロ無償）のように製品を直接納入できるスキ

ームが最も好ましいと考える企業も多かった。一方で、相手国の要請を取り付けて準備調査等を行って

からの入札になる無償資金協力事業や、相手国の日本大使館との交渉や事前準備を必要とするノンプロ

無償については、リードタイムを懸念する企業もあった。 

近年の JICA の調査業務では、対象国において実施中または今後実施予定の技術協力プロジェクトに

追加コンポーネントで実証業務を作り、その中で製品の有用性を相手国関係者に訴求していくことも数

は少ないながら検討されている。しかし、対象製品の実証と事業目的が合致する既存及び実施予定のプ

ロジェクトとのマッチングを行うには、プロジェクトの仕様変更について相手国カウンターパート、各

国 JICA 在外事務所や所管部署、プロジェクト専門家との合意形成が必要である。さらに、特定企業の技

術の展開のための案件化を行うことは極めて困難である他、相手国側もコンプライアンスにより特定企

業の入札は困難であるため、価格と技術優位性がシビアに見られる国もある。 

(6) 企業の事業展開に資する ODA での人材育成や法制度整備の支援 

上記(5)で述べたように、企業が事業展開を行うには、それらの製品を活用し、また適切なメンテナン

スを行える人材育成は不可欠である。例えば、JICA の各国での研修事業だけでなく、産業人材育成の目

的で支援する職業訓練所や高等教育機関に対して、医療人材の高度化を目的としたコースや設備を設置

することで、人材の底上げを図ることが可能と考える企業も多い。企業によっては自社のトレーニング

センターや研修プログラムを設けているため、こうした ODA と連携を図ることも可能と考えられる。ま

た、特定テーマに関する本邦研修において、研修生が該当する企業との面談や現場（医療現場や製造現

場）を視察する機会を増やし、同じテーマの相手国での研修においては、該当企業の代理店や現地法人が

協力する等、二国間で人材交流を行うニーズは高いと考えられる。さらに、対象技術や領域が相手国には

まだ新しい場合には、その標準化に向けて、JICA 専門家の保健省アドバイザーや技術協力を通じた働き

掛けも重要である。 
 

 初期取組国及び新規取組候補国が取り組む政策等への対応 

既述のように、各国ではコロナ禍で急速に ICT の活用の実用化が進められている。各国では表 5-6 の

ように ICT の利活用に関する政策や戦略文書が策定されているが、ガーナ、ウガンダ、ザンビア、チュ

ニジアは次期文書を策定中であることも予想される。これらに関する情報を、第 4 章で述べたビジネス

パートナー候補機関や、日本政府の在外公館や在外事務所を通じた情報収集を行い、ヘルスケア WG 活

動内で 2021 年に紹介することが、企業の活動にも資すると考えられる（参照：表 5-6）。 

これらの政策が医療サービスへのアクセスの格差を遠隔医療が是正する期待が掛けられているが、通

信環境の脆弱な遠隔地でのサービスの実装等の様々な課題も存在すると考えられる。そこには日本企業

や NGO の他国での知見の活用も検討可能であろう。 

例えば、インドではスタートアップ iKure が、無医村に対する独自の遠隔医療のためのソフトウェア
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の開発と、医療機関や医療従事者への物理的アクセス改善に加え、周辺地区の女性ヘルスワーカーを活

用し、通信環境が不十分な住民への医療サービスの提供を目指している 60。同社の活動に対し、IBM が

地域保健データの AI 分析を提供し、また、本邦 NGO の ARUN や JICA も支援を行っている。他にも

インドでは、日本電気株式会社（NEC）がビハール州政府と提携し、農村部においても拡大する糖尿病

等の非感染性疾患の予防の重要性に着目し、健康診断と健康増進の啓蒙活動を行っている。同社の提供

するアプリを搭載するタブレット端末や測定器を利用して無料の健康診断と助言を行うことで、州政府

ヘルスワーカーのデジタルリテラシーや健康増進のための知識が向上し、更に住民に対しては的確な健

康アドバイスが表示される。日本の遠隔医療技術は都市部の高速回線以外でも実装されており、日本企

業がアフリカ以外で行っている事例やノウハウを基に、アフリカ諸国での展開を行うことは可能と考え

られる。 
表 5-6 対象各国の ICT に関する政策や戦略 

 

 
 TICAD 8 に向けた取組 

(1) 次年度（2021 年度）の活動に向けて 

5-3. にてここまで記述した視点のうち、特に民間企業との一体となった 2022 年の TICAD 8 に向け

て、2021 年度のアフリカ健康構想の活動は、改めてヘルスケア WG 参加企業内で、短期的な収益性の低

さを踏まえたうえでの中長期的なアフリカ市場の足掛かりとする目標確認から開始し、更に図 5-5 のよ

うに、長期的な展望への組み合わせを検討していくことが大切になる。また、2021 年度の後半には、本

調査で選定したビジネスパートナー候補等と、そうした組み合わせ案を掘り下げ、現地関係者の関与意

欲を深めたパッケージを作成することで、相手国にも個別課題の対応ではなく、課題同士の掛け合わせ

によるテーマ（アジェンダ）の事業形成を行うことも可能と思われる。その際には医療人材の育成や制度

                                                   
60 女性ヘルスワーカーが、iKure のアプリをインストールした端末をもって無医村を回り医療データを収集し、iKure が持つ医療セン

ターの医師等による一次医療サービスを提供する他、三次医療サービスを行う病院への紹介も行う 

政策・戦略文書名 年次 概要開始 目標

National e-Health Policy 2016 2030  国家4大目標であるUSDs達成のための政策
 中期戦略文書は5か年ごとのNational e-Health StrategyやHealth Sector Strategic Investment Planに反映

National e-Health 
Strategy 2016 2021

 データ規制の枠組み合理化（予算 USD 8 million）
 ソリューション開発（予算 USD 15 mn）
 アクセス向上と公平性ギャップ解消（予算USD 70 mn）
 ペーパーレス化（予算 USD 23mn）

National e-Health 
Strategy 2017 2021  e-Health振興のための基盤構築、ソリューション開発、業務慣行の変容、ガバナンスを定義

National Digital Health 
Strategy 2019 2024  ガバナンスやリーダーシップの強化等を規定

 デジタルヘルス投資ロードマップにUSD 74 mnを計上しゲイツ財団がUSD 15mnを支援
National eHealth 
Strategy 2017 2021  サービス開発、研究、eラーニングによる技能向上の意義を定義

Plan Stratégique Sante
Digitale 2018 2023

 UHCの持続的改善に対するICT活用と意思決定への有効利用について定義
 疾病データ管理や医療従事者の能力向上やガバナンスに活用
 世銀によるK4Healthプロジェクトを実施

Plan National Stratégique 
Tunisie Digitale 2017 2020

 医療情報システムから生成されたデータを収集、集約、整理するために必要な枠組み、プロセス、プラットフォームを
開発することを目的に策定

 実施にTND 70 mn（2800億円）計上し、EUがEUR 0.5 mn を支援
Information Revolution 
Strategic Plan 2018 2025  医療データの利用文化の醸成、保健システムのデジタル化、ガバナンス及びリーダーシップの3つの柱による包括的保

健サービスの実現に向けたICTの活用を定義
National Digital Health 
Strategic Plan 2018 2023  情報統合、アクセス改善、保健システムの経営資源の管理強化、セキュリティ改善、意思決定支援、技術革新に

向けた研究開発促進の観点でのデジタルヘルスの活用のために策定

南アフリカ National Digital Health 
Strategy 2019 2024  ガバナンス体制強化、情報システム開発のための強固な統合プラットフォーム構築、他の政府部門との協力による

ネットワーク構築の目的で策定

コートジボワー
ル

Plan Stratégique Cyber 
Sante 2012 N/A  政府の電子医療へのビジョン決定や必要な資源、人材、資金を明確にするために策定

南アフリカ

コートジボワール

ルワンダ

チュニジア

エチオピア

タンザニア

ザンビア

ウガンダ

ケニア

ガーナ

セネガル
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構築等、ODA と連携できる共通点を見出していくことで、日本・相手国の双方の動きを加速させること

ができると考えられる。 

 
図 5-5 次年度のアプローチ方法の提案 

 
(2) TICAD 8 以降も含めた継続した体制 

令和二年度事業組成調査では、令和元年度調査にケニア及びガーナに提案した事業案の継続的な形成

を目指し、分科会ごとに議論を行った。時間的な制限はあったものの、企業の積極的な参加によりビジネ

ス案をケニアとガーナに提案するに至った。 

来年度以降は、本調査で抽出したビジネスパートナー候補に対して、このようなアイデアを投げ掛け、

現地ニーズに則して磨き上げることが可能と考える。また、上述のとおり日本政府の各種スキームと連

携すること以外にも、国際機関やビル＆メリンダ・ゲイツ財団のような資金力を有する国際的な組織に

対して提案していくことも一案である。これまでのアフリカ健康構想においても、ヘルスケア WG の中

での分科会活動によるアイデアを相手国関係者に対して発信を行ってきた。これは、「関係者ヒアリング

等の結果及び事業アイデアを日本で検討する」といった既存の手法ではなく、対話を重視している点で

も、相手国側からも歓迎されている。その流れを加速させるためにも、分科会活動の継続は重要である。

（分科会の体制や流れは図 5-6 を参照）。 

日本企業が取り組む事業が、現地ニーズに調和して持続的になるためには、最終的に現地関係者がビジ

ネス面でも関与する仕組みが求められることも考えられる。そのためには、事業案の形成当初から、日本

側での検討状況を定期的に現地に共有することが重要である。その過程としては、ヘルスケア WG の相

手国側の窓口となる組織（AHB を代表とする本調査のビジネスパートナー候補）を介して、現地の政府

企業B企業A 保険拡充
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健康促進
生活習慣

医薬品／
検体輸送

サーベイラ
ンス

生産性
向上

食品の
安全性

ICT活用

医薬品／
検体輸送

農業医療
インフラ

・・・ ・・・
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・・・
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 中長期的な取り組みへの道筋
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 ICTや栄養も含めた総合パッ
ケージ
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機関や事業会社、業界団体等、課題を有する当事者とのコミュニケーションのチャネルを確立させるこ

とが大切である。こうしたコミュニケーション・チャネルは短期間での形成は難しいため、複数年度を掛

けて実績（事例）と共に構築していくことが望ましい（参照：図 5-7）。 

中長期的に上述のコミュニケーション・チャネルを形成するためにも、来年度は試験的にも、対話の繰

り返しによる事業案形成から実証の事例作りを進めること、その事例を政府間のパイロット事業として

後押しする体制が好ましいと考えられる。図 5-8 にあるとおり、2020 年度までに、情報提供者の特定や、

相手国ニーズの一定程度の把握が達成された。また、「民間事業の組成可能性等に関する調査」において

も、ニーズに対する事業案を相手国に提案することができた。来年度は、ニーズ提供者（本調査のビジネ

スパートナー候補等）へ提案を投げ掛けることで、現地側の関与を前提としたフィードバックを得て、技

術的対応の再検討を行うサイクルを開始するとともに、そのサイクルを通じて、事業案の磨き上げと、他

の日本政府の事業支援スキームへの応募と実証までの道筋を作ることが重要である。また、各連携先の

事業成果に結実するよう、事業効果の共同発信や実証、実装後のフォローアップ等について、連携して実

施する体制構築の検討も必須となるだろう。 

 

図 5-6 来年度以降の分科会の継続の提案 

 
 

目的意識が明確な
企業が中心に具体
的な議論を進める
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図 5-7 情報提供者と連携したコミュニケーション 

 

 

図 5-8 来年度以降の取組サイクル 
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